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【はじめに】 日本の高齢化は，世界に類を見ない速度
で進行しており，介護人材不足が大きな課題となって
いる．限られたマンパワーを有効に活用する解決策の
一つとして，高齢者の自立支援を促進し，質の高い介
護を実現するためのロボット・センサの活用が期待さ
れている．一方 COVID-19の流行によって，介護
サービスの提供や対面交流に様々な制限がおこり，生
活状況の把握やリスクの察知，情報共有や連携が困難
な状況に置かれた．このような背景のもと，高齢者宅
に設置した複数のセンサから得られるデータを統合・
分析することで対象者の状態を把握し，ビデオ通話で
の多職種連携が図れるセンシングと IoT 技術を用い
た介護ロボットの提案と試作機の製作を試みたため，
システムならびに実証事例を報告する．なお本報告は
令和2年度厚生労働省の介護ロボットのニーズ・シー
ズ連携協調協議会設置事業の一環として行われた．

【方法】 対象は80代・女性，アルツハイマー型認知症，
日常生活自立度：B1，認知症高齢者の日常生活自立
度：Ⅰ，集合住宅独居，キーパーソン：姪，要介護2，
訪問診療2/月，訪問看護1/週，デイサービス2/週，
ヘルパー（主に買い物・調理）2/日，セルフケア自立，
服薬忘れ，鍋焦がし，食事量低下，糖尿病の管理，自
宅に帰れない，熱中症等の問題を抱えている．ニーズ
として，対象からは在宅生活の継続，支援者からは，
室温，活動状況，摂食状況，徘徊行動の有無，睡眠状
況の把握が抽出された．
　システムはセンサ類 ①ドップラーセンサ（睡眠状
況，バイタル情報）マットレス下に設置 ②人感セン
サ（活動状況，家事動作の把握）台所・洗面台に設置
③開閉センサ（飲食の把握）冷蔵庫に設置 ④加速度セ
ンサ（外出の有無）玄関ドアに設置 ⑤温度センサ（家
屋内の温度差・快適性），各種センサ情報を集約する
クラウド型プラットフォームで構築され，データはア
クセスが許可された支援者の端末でリアルタイムに閲
覧可能である．また，専用のアプリケーションにより

秘匿性の高いビデオ通話が行える．なお，本システム
はデータ取得に映像を含まない事からプライバシーの
面からも有効である．実証実験に先立ち，協力施設の
倫理審査を受け，対象者には倫理的配慮をし，ご家族
に同意を得た上で行なった．

【結果】 非拘束型のセンサは対象者への侵襲性が少な
かった．ドップラーセンサより，夜間は良眠している
ことが分かった．人感センサより，夜間帯・朝方の決
まった時間にトイレに行く等の生活パターンが把握で
き，生活リズムに不規則性は認めなかった．開閉セン
サより，冷蔵庫ドアを夜間帯に開閉している状況が確
認され，朝食用の食事を夜間に食べている可能性が考
えられた（糖尿病があることから注視が必要）．加速
度センサより，夜間帯の行動，夜間の外出は認められ
なかった．温度センサより，トイレと居室間の温度差
は10度以上ありヒートショックの危険性があった．
支援者はセンサデータを見守りの一助として役立て，
問題が見つかれば情報共有を行い適宜支援に役立てた．
一方で支援者からは，得られたデータを一目で理解で
きるようなユーザーインターフェイスの改善が求めら
れた．

【考察】 本システムを用いた支援を行った結果，対面
での支援に制限がある中，それらをカバーする遠隔か
らの見守りが可能であった．また独居継続可能性の判
断に用いる客観的なデータが得られるとともに，支援
者の負担軽減が図られた．生活ログを踏まえた支援は
必要な支援を顕在化させ，過剰サービスを抑制するこ
とに繋がり，支援者の勘や経験による一方的な判断の
抑止策となることが期待できる．本システムはエビデ
ンスベースの支援ならびに業務最適化を可能とするこ
とで合理的なサービスを行う一助となる可能性が示唆
された．

ICTを活用した遠隔見守りシステムによる 
在宅高齢者の自立支援と介護者の業務最適化への取り組み

○藤田　賢太郎（OT）1），吉満　孝二（OT）2），福永　一喜（OT）3），田中　有貴（OT）4）， 
森　恵（RN）5）

1）学校法人原田学園 鹿児島医療技術専門学校， 
2）鹿児島大学 医学部 保健学科 作業療法学専攻，3）社会福祉法人 七福神， 
4）医療法人三州会 大勝病院，5）訪問看護ステーション かりん

キーワード：在宅支援，ICT，ロボット

優秀演題発表 7月9日（日） 10：00～11：20　口述発表会場1（大研修室3）
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SS-2

【はじめに】 介護保険法施行以来，介護従事者のニー
ズは高まっている中，介護職員等による高齢者虐待の
発生件数が増えているという情報がある．介護従事者
の行為自体が倫理的問題になる事があり，今回，改め
て当法人の施設職員の介護倫理や介護職員の教育を見
直す機会として介護倫理に関する調査を行った．

【方法】 法人内の介護保険関連施設従事者55名に対し
アンケート調査を行った．アンケート内容は26項目

（性別，年齢，経験年数，保有資格，介護倫理に関す
る質問）とした．介護倫理に関する質問では知識の程
度の質問について「説明出来る」，「まあまあ説明で
きる」，「あまり説明できない」，「説明できない」の
4件法で回答を得，また同一項目の必要性については

「必要」，「まあまあ必要」，「あまり必要ではない」，
「必要ではない」，「わからない」の5件法で回答を得
た．知識と必要性の関連についてスピアマンの順位相
関係数を用いた．対象者には研究内容を説明し，同意
を得ている．

【結果】 
1）調査対象者の基本属性
　男性職員14名，女性職員33名から回答を得た．通
算経験年数の割合は2年未満：6%（3名），2～5年：
19%（9名），6～15年：60%（28名），16年以上：15%

（7名），保有資格は介護福祉士：57%（27名），介護職
員実務者研修：17%（8名），介護職員初任者研修：
13%（6名），資格なし：13%（6名）であった．
2）介護倫理に関する知識，必要性の程度
　スピーチロックに関する質問群では「説明出来る」
が56%，「必要」が77% と多く，相関関数は r= 0.81
と高かった．専門的なサービス提供の質問群では「説
明できない」「あまり説明できない」が75% と多い
にも関わらず「必要」と回答する介護従事者は81%
であり，相関関数は r= 0.18と低かった．「わからな
い」の回答数が多かった質問は「日本介護福祉会の
倫理網領は日常業務において必要だと思いますか？」

が28%，「介護倫理の理解は介護業務を行う上で必要
ですか？」が19% であった．

【考察】 スピーチロックに関する質問は多くの回答者
が必要と回答し，説明が出来ると回答している．これ
はスピーチロックに関する勉強会が当法人では何度も
開催されており，スピーチロックに関する知識や重要
性まで理解出来ていた為と考えられる．専門的なサー
ビスの提供の質問群に関しては「必要」と回答する
人数は多いが「説明出来ない」と回答する人数が多く，
介護福祉士に必要な知識である SPDCA サイクルの
マネジメントサイクルを事例検討を踏まえて勉強会を
行う必要があると考える．倫理や倫理網領の質問群は
必要かどうかわからないと回答する介護従事者が多い
為，倫理的問題が生じやすい三大介護場面（食事，排
せつ，入浴）の勉強会や事例検討会を行うことでより
具体的に倫理に対する知識や重要性を理解出来るので
はないかと考える．

介護保険関連施設従事者を対象とした介護倫理に関する研究

○西　秀崇（OT）

医療法人 天心堂 志田病院

キーワード：介護，倫理，アンケート

優秀演題発表 7月9日（日） 10：00～11：20　口述発表会場1（大研修室3）
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SS-3

【はじめに】 当院のもの忘れ相談外来では，認知機能
の評価や生活のアドバイスとカウンセリングを実施し
ている．カウンセリングでは記憶の補助や気づきを促
すために独自のカウンセリングノートを用いて実施し
ている．認知症においてカウンセリングを用いる事は，
意欲の向上や不安の軽減，適切な対応を実施するため
に重要であるが，その実践の報告は少ない．そこで今
回，ものわすれ相談外来に通院している初期認知症者
2名（以下，対象者）にカウンセリングを実施した内容
の分析を通してカウンセリングの効果を明らかにする．

【方法】 対象者（軽度認知症者：以下，軽度者と MCI：
Mild Cognitive Impairment：以下，MCI 者）に，面
談と事前評価（Mini Mental state：以下，MMSE，
Clinical Dementia Rating Japanese：以下，CDR-J，
Functional Independent Measure：以下，FIM，
Neuro Psychiatric Inventory-Question：以下，
NPI-Q）を行った．面談では，課題の抽出やカウンセ
リングでは，それらの解決方法などを聴取した．これ
を初回に1時間で実施したのち，自宅で1か月間カウ
ンセリングノートを用い実践後振り返りと最終評価を
実施した．今回は，初回評価と最終評価と2回のカウ
ンセリング内容の前後比較を行った．なおカウンセリ
ング内容は（Modified-Grounded Theory Approach：
以下，M-GTA）を用いて分析した．カウンセリング
は面談室で実施した．患者には，個人情報の遵守と研
究内容を説明し，同意を得ている．また当院倫理審査
委員会の審査様式2において承諾を得ている．

【結果】 対象者の量的評価の前後比較において軽度者で
は，MMSE24点，CDR-J が1とMCI 者では MMSE28
点，CDR0.5と前後での得点の変化はなかったが，
NPI-Q のうつと不安の項目で軽度者では4点から2点，
MCI 者では4点から3点への軽減がみられ，FIM 得
点では軽度者では，89点から10点，MCI 者では95
点から15点の向上がみられた．カウンセリング内容
の分析では，初回のカウンセリングにて，軽度者は

「不安が強いです」という内容から終了時には「どん
な風に対応したらいいかわかりました」などの気づ
きが促され，対応策を述べられるようになっていた．
MCI 者では「自分の物忘れが進んでいるのでしょう
か」という発言から「今後悪くならないように，しっ
かりと息抜きをしたり，ここで学んだ対応方法を守り
ます」などという発言が聴取された．

【考察】 カウンセリングの実施により，認知機能の向
上は得られなかったものの，共通して NPI-Q による
不安感や抑うつの軽減はみられた．それは，カウンセ
リング時の「不安が強い」発言から，カウンセリン
グの実践で能力への気づきと対応方法が身についてい
くことで，自信につながっていったことが考えられる．
それは，「対応方法がわかりました」「安心しました」
というような発言からも理解できる．対象者のカウン
セリング内容から共通することは「不安感」と「抑
うつ」であり，それらの気づきが多く得られたこと
である．それを適切に対処し介入していくことで，能
力や意欲を引き出し生活の質の向上が図れたと考える．
この介入はカウンセリングノートを用いることで生活
においてそれを実践し，より詳しくアドバイスが可能
である．それは，生活行為を専門にした作業療法士な
らではのものである．
　よって，作業療法場面では，認知症者の生活を構築
していく上で，認知症者の介入では不安感や能力の気
づきを考慮し，それに適した介入方法を実施すること
が望ましいと考える．また，今回の介入では症例数が
少ないので症例数を増やしていくことも今後の課題で
ある．

初期認知症者に対するカウンセリング介入

○岩切　良太（OT）1），大嶋　信雄（OT）2）

1）日南市立中部病院 リハビリテーションセンター， 
2）東京都立大学大学院 人間健康科学研究科 教授

キーワード：認知症，認知症予防，生活行為

優秀演題発表 7月9日（日） 10：00～11：20　口述発表会場1（大研修室3）
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SS-4 選択的頸部郭清術後の副神経麻痺による 
上肢機能障害と日常生活動作との関連性

○與谷　和真（OT）1），呉屋　太造（PT）1），安慶名　信也（MD）2），大屋　祐輔（MD）1）

1）琉球大学病院 医療技術部 リハビリテーション部門， 
2）琉球大学大学院 医学研究科 耳鼻咽喉・頭頸部外科学講座

【序論】 近年，頭頸部がんに対する頸部郭清術におい
て，術後機能障害軽減の観点から副神経を温存する選
択的頸部郭清術（SND：selective neck dissection）が
広く用いられている．しかし，温存例でも術1ヶ月後
に5～7割程度の症例に僧帽筋の脱神経を認めており，
術後早期からの上肢機能訓練が推奨されている

（RemmlerD, et. al. 1986, Salerno G, et. al. 2002）．
　このような背景において，術後の僧帽筋機能不全を
0～5点の6段階で簡便に評価する上肢挙上テスト

（AAT：arm abduction test）と QOL 質問表から成
る頸部郭清術後機能評価法が開発され，上肢機能障害
と QOL との関係が評価の有用性とともに報告されて
いる（Hiroyuki Inoue, et. al. 2006）．
　一方で，SND 後の上肢機能障害がおきたことで，
どのような日常生活動作に支障を来たすか定量的に評
価した報告は見当らない．SND 後早期の上肢機能障
害と具体的な日常生活動作との関連が分かることで，
術後の上肢機能及び ADL 訓練をする際の一助となる
可能性がある．

【目的】 SND および皮弁再建術後早期の AAT と日本
整形外科学会肩関節疾患治療成績判定基準の日常生活
動作群（肩関節 JOA 日常生活動作群）との関連性を明
確にすることである．

【対象・方法】 対象は2020年6月～2022年3月まで
に当院において SND および皮弁再建術を施行し，術
後頸部ドレーンを抜去かつ座位での検査が可能であっ
た症例の術側肢を対象とした．副神経切除肢，術前よ
り AAT2以下（外転150°未満）の肩可動域制限があ
る術側肢は除外とした．
　日常生活動作は，肩関節 JOA 日常生活群の各10項
目および合計値で評価した．患者背景，術中所見，術
前の身体機能，術後経過は診療録より後方視的に調査
した．術後7～14日以内に評価した AAT に基づき，
良好群（AAT ＞2点）と不良群（AAT ≦2点）に分割

（Takayuki Imai et. al. 2020）し各調査項目を群間比
較した．

　統計解析は，連続尺度は Student の t 検定（等分散
性がない場合は Welch の t 検定），または Wilcoxon
の順位和検定を用いた．順序尺度は Wilcoxon の順位
和検定を用いた．名義尺度は Fisher の正確確率検定
を用いた．統計ソフトは JMPpro15.0.0を用い p ＜
0.05を統計学的有意とみなした．効果量（r）の目安は
r= 0.10（小），r= 0.30（中），r= 0.50（大）とした（水
本篤，2008）．

【倫理的配慮・説明と同意】 本研究は，当院の人を対
象とする生命科学・医学系研究倫理審査委員会の承認
を得て実施された（許可番号：1944）．研究方法や同
意文書の開示はオプトアウトで実施した．

【結果】 解析対象者は26例で年齢64.5（55, 68.2）歳
［中央値（四分位範囲）］，男性19例，女性7例，病期
stage Ⅱ1例，Ⅲ3例，Ⅳ A16例，Ⅳ B6例であった．
解析対象肢は45肢で AAT 良好群12肢（27%），4（3, 
4.75）点 . AAT 不良群33肢（73%），1（0, 2）点であった．
　AAT 不良群において，JOA『結髪動作』（p= 0.004, 
r= 0.42）， JOA『頭上の棚の上に手が届く』（p= 0.03, 
r= 0.31）， JOA『上着を着る』（p= 0.003, r= 0.44），
JOA 合計（p= 0.003, r= 0.56）で得点が低値であった．

【考察】 副神経麻痺による僧帽筋機能不全を呈した症
例では肩甲上腕リズムの破綻により肩関節自動屈曲／
外転運動に支障を来すことが知られている．今回，有
意差を認めた JOA3項目は，その他7項目に比べ肩関
節自動屈曲／外転運動がより求められる上方空間での
上肢操作となるため有意差を認めたと推察された．
　以上より，AAT と肩関節 JOA 日常生活動作群を
用いることで，術後早期から上肢機能障害による日常
生活動作が簡便且つ定量的に評価でき，機能訓練と併
せて ADL 訓練時の指標として有用である可能性が示
唆された．

【結論】 AAT と肩関節 JOA 日常生活動作群の『結
髪動作』，『頭上の棚の上に手が届く』，『上着を着る』
の項目は関連性があることが示唆された．

キーワード：選択的頸部郭清術，AAT，JOA

優秀演題発表 7月9日（日） 10：00～11：20　口述発表会場1（大研修室3）
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SS-5

【はじめに】 腰椎椎体骨折により回復期リハ病棟に入
院した80歳代の女性 A 氏を担当した．作業療法（以
下，OT）開始当初は夫の喪失により落胆していたが，
孫娘との会話をきっかけに生活に視点が向き始め，
MTDLP を用いた結果，3か月で自宅生活と稼業の手
伝いが再開できたため，以下に報告する．なお，本報
告について本人と家族に書面にて同意を得ている．

【事例紹介】 受傷前は夫と2人暮らしで ADL，IADL
は自立し，料理が得意だった．椎茸の出荷作業を自宅
の作業場で手伝っていた．X 年 Y 月 -3か月に夫が入
院．この時期から生活不活発となり，Y 月 -1か月に
要支援1の認定を受けた矢先に夫が逝去し，葬儀2日
後の Y 月 Z 日，自宅ベッド傍で転倒し，第2腰椎椎
体骨折の診断にて入院となった．
　病棟では布団をかぶり，人の接触を拒んでいたが，
面会時に孫娘が「ばあちゃんの漬物を食べたい」と
話し，A 氏がほほ笑む場面を観察した．夫の喪失に
折り合いをつけて生きる，具体的な生活目標が必要と
考え MTDLP を導入した．

【作業療法評価】 A 氏は「自分のことは自分でして，
漬物作りや出荷作業をしたい」，長女は「歩いて自分
のことができれば．他は手伝う」と希望を述べた．
　心身機能は，骨折による腰痛が強く，筋力は
GMT3であった．食思不良，不眠などの抑うつ症状

（SDS51点）と，軽度の記銘力低下（HDS-R19点）を
認めた．活動と参加は，排泄以外ベッド上で過ごし，
ADL 全般に介助（BI50点）を要した．座位は20分が
限度で，歩行器歩行は20m で疲労を訴え，受傷前か
らの不活発が離床を妨げた．強みは，漬物や出荷作業
の工程を覚えている，稼業があることであった．環境
は，独居と家族の過介護が課題であり，強みは協力的
な家族や友人の存在であった．
　カンファレンスでの予後予測を A 氏と家族に伝え，
合意目標を「歩いて身の回りのことが一人で行え，
家族支援のもと炊事や出荷作業を3か月で再開でき

る」とした．自己評価は実行度，満足度共に1/10点
であった．

【経過および結果】 
基本的プログラム：歩行で活動できる基礎体力の獲得
に向けて，OT/PT による筋力訓練，歩行訓練を実施．
痛みの軽減に併せて朝食前の体操を自己訓練として提
案し，実行状況は自己チェック表を OT と Ns で確認
した．
応用的プログラム：ADL 自立と家事や出荷作業能力
獲得を目指し，歩行での ADL 訓練を OT/PT が実場
面で実施している ADL への移行は随時 Ns と連携し
た．OT は，家事の模擬動作訓練を家族同席で行った．
稼業の模擬活動として，手芸クラブへ参加した．
社会適応プログラム：自宅生活の課題整理を目的に，
訪問指導と外泊を実施した．退院前カンファレンスに
て，A 氏と家族，ケアマネジャ，訪問リハ担当者と
残された課題を共有し，ケアプランに反映させ，支援
を引継いだ．
　退院時，GMT4，HDS-R28点に改善し，朝の体操
は習慣化した．杖歩行で ADL 自立（BI 100点），炊事，
1時間座位で軽作業が可能となった．心理面は，稼業
に携われると実感する中で悲嘆の気持ちは変化し，生
活への支障がなくなった（SDS 36点）．実行度・満足
度共に7/10点．退院2か月後，当初の目標は達成さ
れ訪問リハは終了した．

【考察】 悲嘆に暮れる A 氏が生活目標を見出す機会を
OT が逃さなかったことと，支援者が A 氏のもつ力
を活かす生活像を入院から退院後に渡り共有し，支え
たことが結果につながった．MTDLP の活用にあたっ
ては，対象者と家族，支援者の思考の整理をすること
と，その人らしい生活の可能性を見通し関わることが
重要と考える．

夫の逝去で落胆していたがMTDLPを通して活力を取り戻し， 
自宅生活と稼業の手伝いを再開できた事例

○佐藤　友美（OT），菅　雅史（OT），山本　貴美（OT）

JCHO湯布院病院

キーワード：目標設定，家族，多職種連携
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【はじめに】 脳卒中後うつ（以下，PSD）は脳卒中患
者の23% ～40% と高頻度に生じる．発現の時期は発
症後より2～3ヵ月以内と2～3年後に有病率が高く，
回復期リハビリテーション病棟（以下，回リハ病棟）
における ADL 自立の阻害因子であると報告されてい
る．作業療法の基盤である「意味ある作業」の提供
は対象者の健康や生活に貢献し，障害の種別を問わず
重要視されている．しかし，回リハ病棟においては薬
物療法や運動療法の実践が多く，意味ある作業の有用
性についての報告は少ない．
　今回，回リハ病棟入院中に PSD を発症した80代女
性に対し，意味ある作業の介入によりうつ症状の軽減
を契機とした ADL の改善を示唆した為，報告する．
尚，本報告は当院倫理委員会の承認を得ている．

【事例紹介】 事例は X 年 Y 月 Z 日に右中大脳動脈領
域を主病巣とする心原性脳塞栓症を発症した．Z+20
日に当院一般病棟を経て回リハ病棟へ転棟となった．
　病前は夫と次女，長男との4人暮らしで ADL は自
立していた．次女が家事全般を担っていたが，洗濯は
家族と一緒に行っていた．元々内向的で拘りが強い性
格より近隣住民との交流は少なく，趣味はテレビ鑑賞
であった．以前は花壇やプランター，鉢で鑑賞用の花
を育てていたが，発症前は心不全の増悪により中断し
ていた．

【作業療法評価】 MMSE：24点，神経心理学検査は
参加が得られず精査困難だった．SIAS：54点，左上
肢 Fugl Meyer Assessment（以下，FMA）33点，握
力（右 / 左）6/0 ㎏，中等度感覚障害があり，左上肢
の使用は消極的であった．坐位や立位でふらつきがみ
られ，移動は車いすを使用していた．表情はうつろで
生活歴の聴取には拒否がみられた．リハ以外の時間は
臥床し他者との関わりはなく Japan Stroke Scale（以
下，JSS-DE）は6.1点と PSD が示唆された．食事は
自立だったが，自発性に乏しく整容や更衣，洗体は介
助，排泄は誘導を行うも失禁が頻回で，FIM：37点

であった．
　また，食思も低く極度のるい痩があり Mini Nutri-
tional Assessment Short-Form（以下，MNA）3点と
低栄養状態であった．

【作業療法介入と経過】 食思の低下が著明となった
Z+45日目より，病前の趣味を手がかりに花の本を一緒
に鑑賞しながら病前習慣について話す機会を増やした．
移動能力が向上するまでは，離床のきっかけや人と触
れ合うことを目的に，リハ室での花瓶の水替えを実施
した．手引き移動の開始時期より，屋内での鉢植えへ
展開を行い，病前に近い環境を再現した．拘りの強い
性格を考慮し内的動機付けが高まった時点で家族に衣
服の持参を依頼し，床頭台整理など移動を伴う身辺動
作が安全かつ自発的に行えるように環境を調整した．

【結果】 Z+115日目，左手背の腫脹や疼痛により
SIAS：51点，左上肢の FMA：26点，握力（右 / 左）
6/0 ㎏と低下し，手の使用頻度は介入前同様，変化は
なかった．MMSE：24点，JSS-DE：1点となり PSD
が改善し表情は明るくなった．自発的な行動の増加や
入浴以外の ADL は自立し FIM：93点まで改善した．
食事摂取量も増え MNA：11点へ改善し自宅退院と
なった．退院時も鉢植えの管理を家族へ申し送った．

【考察】 本事例では意味ある作業への介入が PSD の
改善に効果を及ぼす可能性を示唆した．
　今回，本人の性格を考慮し花の世話を動機づけとし
た結果，うつ症状の改善と ADL が概ね自立へ好転し
た．退院時に上肢機能は低下したが FIM は向上して
いることからも，意味ある作業による自発性の獲得が
大きな要因だったと考える．但し，本報告は一事例報
告の為，推測の域を脱していない．今後は ADOC 等
のツールにより意味ある作業を引き出し，回リハ病棟
における PSD に対する意味ある作業を用いた OT の
効果を集積し検証する必要がある．

脳卒中後うつ患者に対し，意味ある作業を介入した事例
―回復期リハビリテーション病棟での関わり―

○桑原　由（OT），西山　彰浩（OT），福田　侑起（OT）

医療法人相生会 にしくまもと病院

キーワード：回復期リハビリテーション病棟，脳卒中後うつ，意味ある作業
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【はじめに】 長崎県作業療法士会では，学童保育への
訪問支援が実施できる体制を整備すること，身近な地
域の医療・福祉機関へ，早期に必要な支援に結びつく
ことができる体制を整備することを目的に，令和元年
度より特設委員会を設置し，活動を行った．
　今回，長崎県作業療法士会での特設委員会の活動に
ついて，これまでの活動を振り返り，考察を加え報告
する．今回の報告について，長崎県作業療法士会理事
会の承認を得ている．

【経過】 長崎県では，発達障害児の対応に悩み，学童
保育の現場より作業療法士の支援を求める声があった
が，学童保育へ適切な支援ができる作業療法士が不足
している状況があった．医療・福祉機関での適切な支
援や学童保育への支援について，長崎県内の作業療法
士の人材育成が必要であったが，支援に必要な知識を
学ぶ研修機会が十分とは言えない状況があった．
　また，発達障害児の診断に必要な受診が増加するこ
とが予測されていたが，長崎県内で受診の増加に対し
受け入れできる医療機関は限られており，初診後から
評価・診断を経て支援開始までにおおよそ6ヶ月以上
を要する状況であった．診断を受けた後に適切な支援
ができる医療・福祉機関が不足している状況があった．

【活動内容】 学童保育への支援について，長崎県作業
療法士会と長崎県学童保育連絡協議会で，現状及び課
題，支援ニーズの把握などを目的とした情報交換を
行った．長崎県学童保育連絡協議会からの依頼に応じ
て長崎県学童保育連絡協議会主催の研修会への講師派
遣，学童保育への訪問支援を行った．訪問支援は，学
童保育職員に対し，環境設定や対応方法の助言等，学
童保育職員のスキルアップに関する支援を行うことを
目的に実施した．新型コロナウイルス感染症拡大時や
離島を含めた遠隔地への対応として，オンライン相談
支援も併せて実施した．令和2年目以降は，身近な地
域で学童保育と OT がつながること，訪問支援に関
する経験豊富な会員から若手会員へのノウハウ継承を

行うこと，訪問支援に関する若手会員の経験蓄積を行
うことを目的に，学童保育に関する研修を受講済かつ
訪問支援に関心のある会員が，学童保育への支援の際
にオブザーバーとして参加した．また，人材育成を含
めた支援体制の充実を図るために，学童保育の支援に
必要な基礎的な知識を学ぶことを目的とした研修会を
開催した．
　発達障害児の診断や支援について，身近な地域で発
達障害児の評価や支援につながることを目的とした研
修会を開催した．令和2年度からは，これまでの取り
組みを発展するような形で，長崎県内の理学療法士，
言語聴覚士，学童保育支援員等，発達障害児の支援に
関わる関係者が，発達障害児を取り巻く現状や課題を
知ることを目的とした研修会も開催した．

【考察】 特設委員会の活動を通して，身近な地域には，
支援を必要とするが，支援に繋がっていない子供や保
護者がいること，人材育成を含めた地域の支援体制の
充実が必要である可能性が示唆された．他職種とも連
携を取りながら，作業療法士としてできることを考え，
取り組んでいく必要があると思われる．また，発達障
害領域においても，地域包括ケアシステムの一翼を担
うことができるよう，今後も活動していくことが必要
と思われる．

発達障害領域での地域支援体制の充実への取り組みについて
～長崎県作業療法士会特設委員会の活動より～

○原田　洋平（OT）1）2），江頭　雄一（OT）1）3），立石　尚（OT）1）4），庄瀬　史恵（OT）1）5）， 
鴨川　拳（OT）1）5）

1）長崎県作業療法士会，2）長崎こども・女性・障害者支援センター， 
3）長崎市障害福祉センター，4）多機能型事業所 ほくよう， 
5）児童発達支援センター ポランのひろば

キーワード：発達障害，学童，地域
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【目的】 当院は病床数213床で急性期治療を中心とし
た二次救急指定病院であり，地域の基幹病院として急
性期から維持期までリハビリテーションを提供してい
る．救急搬入患者数は2014年には2,928件であった
が，近年は4,000件を超えている．そこで，在院日数
の短縮を行うために早期退院および在宅復帰を可能と
する体制構築が必要となった．今回，専従セラピスト
を全病棟に配置し病棟マネジメントを実践することで，
在院日数や日常生活動作に影響があったかについて検
討した．

【方法】 調査対象は全病棟に専従理学療法士が配属さ
れた2016年4月から2017年3月まで（以下，2016年
度）の3,294症例，専従作業療法士が加わった2019年
4月から2020年3月まで（以下，2019年度）の4,247症
例について，在院日数と在宅復帰率，Barthel Index
を比較・検討した．統計解析は在院日数の平均を対応
のない t 検定で，在宅復帰率と Barthel Index の値は
χ2検定を用いた．有意水準は0.05% とした．
【結果】 在院日数は2016年度では平均14.5（標準偏差
17.1）日に対して2019年度は平均在院日数12.2（標準
偏差13.1）日であり，有意に在院日数の短縮が示され
た（p ＜0.05）．在宅復帰率は2016年度で3,294人中
2,963人（89.9%）に対し2019年度は4,247人中3,972
人（93.5%）であり，2016年度に比べ2019年度の在宅
復帰率は有意に向上した（p ＜0.05）．Barthel Index
では作業療法士が配属されていない2016年度に低下し
た症例は3,294人中60人（0.02%）に対し2019年度は
4,247人中72人（0.02%）で有意差はなかった（p=ns）．
患者数は増加したが Barthel Index は維持できていた．
専従作業療法士が配属されたことにより在院日数の短
縮と在宅復帰率の向上が見られた．

【考察】 急性期病棟では，患者の全身状態や安静度は
時々刻々と変わるため，リハスタッフは医師の指示を
迅速に把握し介入することが重要となる．当院では
2014年度より専従理学療法士を，さらに2019年度よ

り専従作業療法士を配属した．専従スタッフの取組み
は ①Barthel Index を入院時と転棟時および退院時
に日常生活動作の指標として評価し，②日常生活動
作の維持，向上等を目的とした個別指導と訓練を，
③病棟内における自主訓練の指導を実施し，④患者
と家族に対してリハビリテーションの情報提供と指導
を行なっている．また，⑤多職種連携のために看護師，
医療ソーシャルワーカーと週2回定期的なカンファレ
ンスを実施し，⑥転倒や転落を防止するために生活
環境の設定を，⑦褥瘡の予防を目的とした介入を行
ない，⑧退院後の生活に向けた支援の調整をはかっ
ている．さらに，⑨それぞれ疾患ごとに行われる医
師回診に参加し，疾患に応じたリハビリテーション立
案に向けて情報収集と情報共有を行ない，⑩若手ス
タッフに対しては入院直後から退院までマネジメント
指導や教育をはかっている．このように専従セラピス
トは多岐にわたりリーダーシップをとっている．今回，
作業療法士が専従で病棟に配属されることにより，在
院日数の短縮と在宅復帰率に貢献していることが明ら
かとなった．また Barthel Index では調査前と明らか
な変化はなく，患者数は増加したが患者の日常生活動
作には影響はなかった．今後は病棟における活動量の
増加に向けた工夫とスタッフの指導が課題である．

【倫理的配慮と同意】 本研究は当院の倫理審査委員会
の承認を得ている．情報開示に際しては個人情報が特
定できないように配慮した．

急性期病棟における病棟専従作業療法士の配置

○武谷　秀一（OT），秋吉　亜希子（PT），高岩　亜輝子（ST），平田　裕毅（OT）， 
峰岡　喜代美（OT）

社会医療法人青洲会 福岡青洲会病院

キーワード：退院支援，多職種連携，作業療法士
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【はじめに】 自尊感情とは，自分が有能であるという
いわゆる自信と自己に対する価値があるという自尊の
2つの要素から成り立っている．これらが不足すると
被影響性が高く不安定な状態で，自己評価が低く不安
で，能力や可能性が信じられない状態となることがあ
る（岩根2021）．今回，多発性神経鞘腫患者に対して，
本人の生きがいに焦点を当てた作業療法の介入により
一定の治療効果を得たため考察を添えて報告する．本
研究は倫理委員会の承認のもと，患者に説明し書面で
同意を得た．

【症例】 60歳代男性，診断名は多発神経鞘腫による水
頭症．発症時は Japan Coma Scale（JCS）はⅠ-2～3
で推移，歩行障害やせん妄，混乱症状，記憶障害を認
めたが主病の原因解明までに171病日を要した．水頭症
に対しての髄液排除後は状態が安定し，225病日後に当
院入院となった．入院時 Functional independence 
Measure（FIM）72点（M：48 C：24），人間作業モデル
スクリーニングツール（MOHOST）は62/96点，主に作
業への動機づけや作業のパターンで減点を認めた．職
業は自営で機械の図面書きをされていた．

【問題点と治療仮説】 物語的リーズニングを用いてナ
ラティブに着目し担当 OT と患者間で共通の目標を設
定すること．次に MOHOST の結果よりコミュニケー
ションと交流技能，運動技能は保たれていた strength
を活かし意味のある作業をみつけ，退院後における患
者や家族の well-being を高めることを目的とした．

【作業療法経過】 
介入初期：自尊感情が最も不足していた時期
　急性期からの長期入院で常に stressful であり，ま
た主治医から自動車運転と復職は今後も難しいと告げ
られ「運転も出来ん」「仕事もできん」「トラクター
にものれん」「ここにおる意味がない」「家に帰る意
味がない」と希望を失い自暴自棄であった．リハビ
リテーション場面では歩行練習の希望が強く，自身の
身体状況と病棟生活とを照らし合わせて考えることが

難しい状況であった．
介入中期：�思い通りに動けてきた喜びと再発や在宅生

活に不安，焦りを感じた葛藤期
　病棟生活は概ね自立となり，また自主練習にも励み，
更に食欲，排泄，睡眠といった心身機能も自身が満足
するレベルまで到達した．「だいぶ動けるようになっ
た」「料理くらいはしてみたい」と前向きな発言が増
加した一方で台風前夜には一人家にいる妻を心配して

「瓦が隣に飛んでいるかも」「妻も家も心配だから帰
らせてほしい」と興奮し涙される場面もあり冷静な
物事の判断や感情コントロールが難しいこともあった．
介入後期：�本人の生きがいと家庭内の役割を再認識出

来た時期
　妻に心配をかけたことや退院後の生きがいをみつけ
るため，担当 OT と一緒にローストビーフを作り，
妻や他職員に振る舞うことを企画した．調理工程は本
人が考案し，また材料や道具の準備は家族の協力を得
た．調理後は「想像よりも疲れた」「退院したらパン
でも作ろうかな」といった自身の身体状況を振り返
り，そして退院後の生活を見据えた発言があった．

【 結果 】 退院時 FIM は 121 点（ M：87 C：34 ），
MOHOST は作業への動機づけ（6→13），作業のパ
ターン（8→13），コミュニケーションと交流技能（15
と変化なし），処理技能（11→13），運動技能（11→12），
環境（11→13）となり合計点数は79/96点となった．

【考察・まとめ】 物語的リーズニングから導き出した
ナラティブを分析した結果，患者にとって意味のある
作業は病前より得意であったローストビーフを作り妻
や他職員に振る舞うことであった．患者自身が興味や
関心を活かして計画しやり遂げたことや他者から賞賛
されたことは自信に繋がり，また妻への労いや退院後
の家庭内での役割を再認識できたことは自己に価値が
あるという2つの要素と結びつき結果的に自尊感情を
高めることができたと考えた．

自尊感情が不足した多発神経鞘腫患者
～物語的リーズニングを基に本人の生きがいに焦点を当てた作業療法の介入～

○松石　健一郎（OT），紫藤　泰二（MD），深川　蛍（RN），大野　裕里（RN）

医療法人智仁会 佐賀リハビリテーション病院

キーワード：生きがい，自己認識，人間作業モデル

口述発表1 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 当院は働く人々の疾患の予防と早期発見，
治療，リハビリテーションを適切に行うことで，職場
復帰や治療と仕事の両立を促進することに取り組んで
いる．今回，回復期病院で ADL が自立となり治療就
労両立支援を希望された症例に対して両立支援を行っ
たので報告する．

【症例紹介】 50代男性で職業は美容師で美容室は家族
で経営している．右被殼出血を発症し当院にてリハビリ
テーションを行い回復期病院転院となった．自宅退院後，
当院での治療就労両立支援を希望され外来リハビリ
テーションを開始した．身体機能面は，左 Brunnstrom 
recovery stage は上肢Ⅲ 手指Ⅲ 下肢Ⅲ であり，歩行
は短下肢装具と1本杖を使用して自立していた．介護保
険は要介護2，身体障害者手帳は2級を取得していた．
高次脳機能面では，軽度注意障害が残存していた．症
例の要望は「左手指をうまく使いたい」，「洗髪や髪の
染色を行いたい」であった．

【経過及び介入】 
①業務内容を検討した介入
　両立支援は週1回，外来リハビリテーションを行い
美容師としての復職を目標に開始した．美容師の業務
はカットやカラーリング，セットなど多様であり，そ
のほとんどが両手動作で行うものである．症例の左上
肢は実用性に乏しく廃用手であったため，一連の業務
を行うことは困難であると予想されたが，症例の要望
を考慮して身体機能評価や作業分析を実施した．症例
は右利きであるためハサミや櫛などの繊細な動作は右
手で行い，左上肢は補助的な役割で出来る動作を検討
した．業務内容から比較的課題の低い「髪を乾かす
ことができる」を目標として合意した．
②残存機能で復職を目指した介入
　髪を乾かす動作は両手動作である．そのため，左上
肢がどの位置であれば疲労感が少ないか，左手指の屈
曲痙性を利用してドライヤーを把持することができる
かなど動作獲得に難渋した．また，どのようにすれば

作業効率が上がるのか，左上肢を補助手として使用で
きるかを評価したが，左手指ではドライヤーを持つこ
とが出来なかった．そこで，ドライヤーを固定する自
助具を用いて動作の獲得を目指すことになった．
③自助具を用いて復職を目指した介入
　自助具作製での問題点として，軽量であることや円
滑に装具を着脱することが挙げられ，何度も調整や修
正が必要であった．自助具完成後は，反復練習を行い
動作の獲得を目指した．さらに，リハビリテーションス
タッフの髪にドライヤーをかける実践的な練習も行っ
た．最終評価として職場訪問を行った．店内の環境に
て動作の確認を行い作業時間と効率に問題なかった．

【考察】 事業所における治療と職業生活の両立支援の
ためのガイドラインでは，脳卒中発症後の復職率は
50～60% と報告されている（厚生労働省2022）．障
害者雇用の社会的な要請は高まりがあるが，症状や環
境によっては離職してしまう場合も少なくない．今回，
復職できた経緯として，家族経営であったため症例が
遂行できる業務内容を選択できたことや勤務時間の調
整を円滑に行えたことが大きい．また，自助具を介し
て動作の代償となったが作業時間や接客の様子は問題
なく遂行することができ，仕事での役割獲得は精神的
な心労の軽減につながった．この事から症例と課題を
共有し目標設定したことで要望を最大限に活かすこと
ができ復職に至った．我々作業療法士は対象者の生活
範囲の拡大を担う役割があり，目標や目的を達成する
ために介入する強みがある．この経験を通して作業療
法士の役割を他方面に発信していきたいと実感した．

【倫理的配慮】 症例に対して本学会でのデータの活用
について説明し，書面にて同意を得ている．

「できるようになりたい」を最大限に活かす
～左麻痺の美容師に対する就労支援～

○馬場　貴士（OT）

独立行政法人 労働者健康安全機構 長崎労災病院

キーワード：就労支援，自助具，マネジメント

口述発表1 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 当院では，平成27年度より疾病による休
業からの職場復帰や治療と就労の両立支援のための調
査研究を行っている．今回，くも膜下出血後に高次脳
機能障害が残存した症例に対して復職支援を行ったの
で報告する．

【症例紹介】 職業は保育士で40代女性，家族構成は夫
と3人の娘の5人暮らしである．くも膜下出血を発症
し重度の注意障害と記憶障害を呈した．急性期から復
職したい気持ちが強く回復期病院へ転院した．自宅復
帰後，当院外来受診時に再度復職の希望があったが，
復職に対する不安があったため両立支援が開始となっ
た．運動麻痺は無く ADL は自立していた．神経心理
学 検 査 で は，MMSE30点，TMTJ-a45秒，b95秒，
Kohs IQ78.12と良好だが，日本版 RBMT では SS2点，
SPS2点と近時記憶障害が強く残存していた．

【介入内容】 
①症例に対する介入
　保育士の主な業務は，子供たちの身の回りの世話や
健康状態の管理，配布物の作成，連絡帳の記入などの
記録を行っている．保育士は子供を預かる仕事である
ため保護者との連絡は非常に重要となる．症例が実際
に職場へ見学に行った際，「ピアノや園児の世話はで
きるが園児の顔を覚えられない」と話していた．保護
者へ園児の様子を伝えたり，連絡帳へ記載したりする
際に一日の出来事をメモに取ることは重要である．し
かし，メモを取る習慣がないため記憶に対しての介入
が必要であった．介入開始時は日々の出来事を，メモ
リーノートを詳細に記録し家族にその内容や書いてい
るか確認してもらいメモを残すことの定着を図った．
②家族との連携
　回復期病院や家族からは易怒性があると情報があっ
たが，症例は注意のされ方にストレスを感じていた．
周囲の対応を変えれば易怒性は軽減するのではないか
と考え，家族に自宅や職場見学時の様子や対応の仕方
で困っていること，自宅での対応の仕方など高次脳機

能障害について指導した．またメモリーノートの確認
やホームエクササイズを一緒に行うように依頼を行い，
共感的理解を促した．
③職場との連携
　職場は「子供を見てくれるだけでもありがたい」
と家族から情報があった．症例は，遠隔記憶は問題な
くピアノを弾くことや園児の世話をすることはできる．
しかし，高次脳機能障害は見えない障害とも言われる
ため，職場は病前と変わらないと判断され病前と同様
の仕事を任されることになる可能性があると予測され
た．そのため，ソーシャルワーカーと相談し職場と連
携を図り高次脳機能障害についての研修会や，業務の
調整を行っていく．

【考察】 脳卒中後の復職を促進する因子としては，復
職に強い意欲を持っていることや ADL および歩行が
自立していること，家族や同僚の支援があることが挙
げられる．家族は協力的であり，外来リハビリテー
ションの付き添いや職場訪問など積極的に参加されて
いる．そのため，家庭での状況や職場訪問での様子な
ど練習以外の情報が詳細に聞くことができた．その中
で近時記憶障害や病識の欠如などが日常生活や復職に
影響していることが分かった．作業療法士は治療と仕
事の両立に向け労働者や主治医，職場等のコミュニ
ケーションを円滑支援する役割を担っている．今後，
職場と密な連携を図り症例や職場，作業療法士との目
標を共有することが重要である．我々作業療法士は就
労継続できるような支援を確立することが必要となっ
てくるだろう．

【倫理的配慮】 症例に対して本学会でのデータの活用
について説明し，書面にて同意を得ている．

記憶障害が残存した症例に対する復職支援

○中屋　公汰（OT），馬場　貴士（OT），迫田　健一（PT），北川　直毅（MD）

独立行政法人 労働者健康安全機構 長崎労災病院

キーワード：就労支援，記憶障害，くも膜下出血

口述発表1 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 当院では脳疾患，脳外傷者などの後遺症
により運転を中断した対象者の自動車運転再開に向け
て，必要な神経心理学的検査（以下，検査）を組み合
わせた当院独自の自動車運転評価（以下，評価）を実
施している．評価に用いている検査項目とカットオフ
値としては，Schanke, Nouri, Devos らの報告を参考
に，当院独自の基準を設け作成を行った．運転希望の
ある対象者に対しては，評価結果をもとに医師と協議
し適正ありでは免許センターへの紹介を行い，適正な
しでは期間を空けて再評価の実施や主治医へ相談する
流れとしている．また，評価内容について他施設が
行っている評価を先行文献で調べると，地域特性や施
設により判断基準が異なることがわかった．そのため，
本研究の目的として，当院で実施している評価内容に
ついて検討をすることとする．

【対象・方法】 対象は2021年11月1日から2022年11
月30日の期間に自動車運転支援のために評価を実施
し免許センターに紹介した脳血管障害者19名（年齢65
±8，男性13名，女性6名）内訳として脳梗塞は11名，
脳出血8名である．当院で行っている検査項目は Mini 
Mental State Examination-J（以下，MMSE-J），
コース立方体組み合わせテスト（以下，KBDT）：IQ, 
Trail Making Test-J（以下，TMT-J part A, part B），
Rey 複雑図形模写（以下，ROCF），標準注意検査法

（以下，CAT）の Symbol Digit Modalities Test（以下，
SDMT），Stroke Driver’s Screening Assessment 
Japanese Version（以下，SDSA）の項目であるコン
パススクエアマトリックス（以下，SMC），道路標識
の検査結果を使用した．方法として対象者の検査結果
をカルテより後方視的に調査し，その中で免許セン
ターに紹介した19名のうち，上記検査項目を実施し
た16名を研究の対象とし，カットオフ値と比較した．
各検査を非実施だった対象者，検査を途中で中断した
対象者については除外とした．

【倫理的配慮，説明と同意】 本研究は当院倫理審査委
員会の承認を得て，ヘルシンキ宣言に基づき個人が特
定できない形で発表を行う．開示すべき COI はない．

【結果】 免許センターに紹介した対象者の検査結果に
おいて，カットオフ値を下回ったのは MMSE-J は1
名，KBDT は5名，TMT-J part A は3名，part B
は1名，ROCF 模 写 は1名，CAT の SDMT は7名，
SDSA の SMC は9名，道路標識は13名であった．

【考察】 免許センターに紹介した対象者の検査項目に
よっては基準とするカットオフ値より低い結果となっ
た．CAT の SDMT, SDSA の SMC，道路標識の結果
から視覚的注意，処理速度の低下により運転時の視覚
探索や反応時間の低下が影響するのではないかと考え
る．参考文献によると，いくつか暫定基準値を下回っ
た脳損傷者でも事故を生じず安全運転を行っていたこ
とから，机上検査が絶対的基準になるとは言えず，症
例ごとに運転再開の安全性について検討すべき．（武
原ら 2016）とある．今回得られた結果より，臨床場面
で観察評価の検討をするとともに，検査項目追加の検
討をしていく必要があると考える．また，当研究の限
界として対象者が運転再開に至ったかまで追えていな
い点が挙げられる．今後は免許センターへ紹介した対
象者が運転再開となったかの聞き取り調査まで行い評
価基準の妥当性を明らかにする必要があると考える．

当院における自動車運転再開に向けた神経心理学検査の検討について

○吹上　崇（OT），渡邊　考蔵（OT），岩下　舞（OT），野海　智之（OT），上岡　美晴（OT）

藤元メディカルシステム 藤元総合病院

キーワード：自動車運転，評価，脳血管障害

口述発表1 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 当院回復期リハビリテーション病棟（以
下，回復期病棟）では，病棟スタッフとポジショニン
グを統一する為に，病室に写真付きのポジショニング
表（以下，表）を掲示している．ポジショニングの連
携を図る中で，写真と異なったポジショニングになっ
ていることや褥瘡を形成してしまった患者を経験した．
そこで，ポジショニングについて病棟スタッフにアン
ケートを用いて現状の把握を行った．また，今回体圧
測定器を用いて病棟スタッフへポジショニングに関す
る働きかけを行ったことで，意識が高まったのでここ
に報告する．

【対象】 当院回復期病棟に看護師・介護士として従事
している18名（男性：3名，女性：15名）．尚，対象
者に対して本報告の同意を得た．

【方法】 対象に対し，アンケートを実施しポジショニ
ングへの意識調査を行った．アンケートの内容を踏ま
え，看護師の院内研修を利用して，ポジショニングの
講話を行い，住友理工社製の体圧測定器 SR ソフトビ
ジョン（数値版）を用いて体圧分布を見える化し，ポ
ジショニングの根拠を示した．

〈初回アンケート〉 実施人数：18人，回収率：100%.
1）�ポジショニングの必要性を感じますか？	  

はい：18人（100%），いいえ：0人（0%）．
2）�病室に掲示している表を確認している？	  

はい：18人（100%），いいえ：0人（0%）．
3）�ポジショニングをする際に，クッションの位置な

どわかりにくいと感じることはありますか？	  
はい：10人（55.6%），いいえ：8人（44.4%）．

4）�ポジショニングをする際に多職種でポジショニン
グを統一できていると感じますか？	  
はい：6人（33.3%），いいえ：12人（66.7%）．

5）�ポジショニングを検討する際に体圧測定器などの
評価器具があれば使ってみたいと思いますか？	 
はい：11人（61.1%），いいえ：7人（38.9%）．

　ポジショニングの必要性は感じており，表を確認し

ているが，ポジショニングに対する知識不足と表の理
解が出来ていなかった．また，表の通りにクッション
を設置すると時間を要し，業務が非効率と回答あり．

【介入】 ポジショニングについての講話を30分実施．
その後，体圧測定器の説明を行った．更に，病棟ス
タッフを集めて実際に患者を通して体圧測定器の使い
方を指導した．

【結果】 
〈介入後アンケート：変化点のみ〉 実施人数：18人，
回収率：100%.
3）�ポジショニングをする際に，クッションの位置な

どわかりにくいと感じることはありますか？	  
はい：3人（16.7%），	  
いいえ：�15人（83.3%）知識が増え，表への理解が

向上した．
4）�ポジショニングをする際に多職種でポジショニン

グを統一できていると感じますか？	  
はい：12人（66.7%）セラピストに聞くことが増えた，
いいえ：6人（33.3%）．

5）�勉強会で体圧測定器を紹介しましたが，これにより
ポジショニングへの意識が変わったと感じますか？ 
はい：�14人（77.8%）実際に体圧の数値を見ること

でポジショニングへの意識が高まった，
	 いいえ：3人（16.7%），分からない：1人（5.6%）．
6）�ポジショニングを検討する際に体圧測定器使って

みたい（役立ちそうだ）と感じましたか？	  
はい：16人（88.9%）質を向上する為に必要と感じた，
いいえ：2人（11.1%）．

【まとめ・考察】 今回，病棟スタッフにアンケートを
実施することで，ポジショニングを統一する上での問
題点を把握することができた．体圧測定器を用いて体
圧分布を見える化することで，病棟スタッフのポジ
ショニングに関しての意識を高めることができた．そ
れにより，普段行っているポジショニングの意味付け
ができたと考える．

当院回復期リハビリテーション病棟スタッフへの 
ポジショニングの意識調査
～ポジショニングの統一を目指して～

○辻　真奈美（OT），宮﨑　真由（OT），本多　由加（OT），中嶋　康貴（OT），平川　樹（OT）

医療法人社団東洋会 池田病院

キーワード：ポジショニング，体圧分布，多職種連携

口述発表1 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 現在，後期高齢者の人口は1,871万人，
2025年には2,180万人になると推定されており，これ
は全人口の4人に1人の割合となる．また，認知症を
発症する高齢者に関しても65歳以上の者を含めると
2025年には約700万人を超えると予測されている．
それに付随して，医療の場は病院から在宅へと転換し
てきており，早期の在宅復帰と再発予防など今後のリ
ハビリ職に求められる役割は大きい．在宅復帰に必要
な要因について先行研究では「移動能力」の獲得が
あげられている．その中で，身体機能面から移動能力
獲得に関する要因への報告は散見されるも，精神機能
面から検証された報告は認めない．また，臨床場面でも
認知症がなくとも T 字杖等を用いた移動獲得に難渋す
る経験が多い．今回，HDS-R と Kohs Block Design 
Test（以下，Kohs）の数値から移動獲得への関連性を
検証とカットオフ値の算出を行った為，考察を踏まえ以
下に報告する．

【対象】 H28年9月～H30年10月に通所リハビリテー
ション（以下，デイ）を利用し，転倒回数の増加によ
り独歩から T 字杖での移動獲得を図った65名のうち
除外基準に当てはまらない32名（男性12名，女性20
名，年齢82.3±7.2歳）を対象とし，初回介入時の
HDS-R と Kohs の数値と1か月後の移動獲得の有無
について検証した．除外基準としては，認知症が重度
で検査遂行が困難であった者，失行・失語などの高次
脳機能障害を呈している者，難病などの進行性疾患に
て定期的な評価が困難な者とした．デイの利用頻度は
各週2回で，移動獲得の評価としては FIM の「移動
項目」を用い5点以下を非獲得，6点以上を獲得と分
類した．その他，本研究に関しては目的を口頭にて説
明し全員に同意を得ている．

【方法】 初回開始時の HDS-R, Kohs と移動獲得の相
関を spearman の順位相関係数にて検証し，移動獲
得群と非獲得群の HDS-R, Kohs 間の有意差について
は Mann-Whitney U-test，有意な因子として抽出さ

れた項目は ROC 曲線を用い，感度，特異度，カット
オフ値の算出を行った．統計処理には SPSS ver.17.0
を用い有意水準は5% 未満とした．

【結果】 移動獲得と Kohs（r=0.369）および Kohs と
HDS-R 間に正相関（r=0.516）を認めたが，移動獲得
と HDS-R の間には相関を認めなかった．また，移動
獲得群と非獲得群の2群間の各評価項目での比較にお
いては，Kohs では歩行獲得群に有意に高値（P=0.048）
を示したが，HDS-R については有意差を認めなかっ
た．正相関を認めた Kohs の ROC 曲線分析を行った
結果のカットオフ値は82点であり，感度100%, 特異度
33.3%, ROC 曲線下面積は0.70であった．

【考察】 今回，移動獲得と Kohs には正の相関を認め
たにも関わらず，HDS-R の間に相関がみられなかっ
た．この要因として，HDS-R などの言語性 IQ は机
上訓練等の実施にて即時的な数値改善を得られやすい
が持続的効果は得られにくい特性があり，言語性 IQ
は移動能力の獲得に必要な Body Image の形成には
関与しない事が考えられる．その為，移動獲得におけ
る予後予測には Kohs などの動作性 IQ を主体とする
構成能力を評価する必要性が示唆された．自宅復帰や
T 字杖を用いた移動能力獲得に関しては，認知機能面
を高める机上プログラムよりも，構成的な課題を必要
とする課題提示をする必要があると考える．加えて，
Kohs と HDS-R の間に正の相関を認めた結果から考
えると，バランス能力など転倒リスクが低い症例に関
しては，先行研究でも効果の示されているコグニサイ
ズなどの運動機能と構成能力を必要とするプログラム
を導入する必要性を感じる．しかし，今回の研究では
疾患別や学歴などの要因は踏まえておらず，ROC 曲
線の結果も中等度の精度であった．今後は症例数の増
加や，これらの要因を踏まえての再検証を行い，明確
な予後予測の確立と ADL, QOL の向上に繋げていき
たい．

高齢者の T字杖歩行獲得に関する要因の検証
～  HDS-Rと Kohs Block Design Testに着目した介入とカットオフ値の算出～

○板井　幸太（OT），黒木　俊輔（OT）

学校法人 藤川学園 福岡リハビリテーション専門学校

キーワード：移動，HDS-R，Kohs Block Design Test

口述発表1 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場1（大研修室3）
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【目的】 脊髄小脳変性症（以下，SCD）は進行性の疾
患であり，症状の進行による食事量や活動性の低下な
どから体重減少を伴うことがある．今回，入退院を繰
り返す遺伝性 SCD 患者を連続して担当する機会を得
た．体重減少を最小限に留めるため，状態に応じた食
事動作や環境へアプローチを行ったため報告する．尚，
本報告は当法人の倫理規定に従って本人に同意を得て
いる．

【症例紹介】 30代女性．19年前に遺伝性 SCD の診断
を受ける．10年程前から入退院を繰り返し，現在は
在宅サービスを利用しながら叔母と2人で生活してい
る．症状の進行に伴い，嚥下機能の低下や失調症状の
増悪，食事動作時の振戦による疲労感から，在宅での
摂食量の低下と体重減少が著明になっている．初回担
当時の体重は40.5 ㎏で，BMI は15.4と，WHO の指
標では痩せすぎに分類されている．

【経過と結果】 
・担当1回目の入院
　前回退院時から -4 ㎏であり，事例の Demand から
≪食事動作・環境を工夫し，楽に食事動作が出来るよ
うになる≫という目標を共有した．共有した目標に対
して，自身の実行度，満足度，疲労感に対するフィー
ドバックを継続的に行った．食事動作は肩甲帯の振戦
や上肢運動失調による食べこぼしにより，要時間で疲
労感が強くあったため，安定性の向上と疲労感軽減を
目的とした練習を行った．食事環境は，リハビリテー
ブルを使って，前腕で支えることで，体幹が安定でき
る環境に整えた．加えて，ヘッド角度を調節した曲が
りスプーンの導入を行った．本人の残存機能と適合し
た食事動作を獲得したことで摂食量が増大し，体重増
加に繋がった．
・担当2回目の入院
　担当1回目の退院時と比較して -7.8 ㎏の著明な体
重減少があり，座位耐久性が低下していた．また，前
回退院後は自力での座位位置調整が難しく，練習した

食事動作を自宅で発揮出来なかったとのことだった．
そのため前回入院時と同様の環境での食事動作練習に
加えて，趣味のマンガ本を読む活動を食事と同じ環境
で行うことで日中の活動時間の延長を図った．また，
自宅での食事環境を整えるため，在宅サービスの訪問
リハビリ担当者と情報共有を図り，入院中の環境と同
様にするため机の導入を行った．自力で折り畳める机
を選択し，自宅で使用している机に固定し使用した．
退院後は訪問リハビリ時に動作確認等を依頼したこと
で入院中に指導した動作練習を活かすことができた．
・担当3回目の入院
　前回退院時より -2.6 ㎏であったものの，これまで
より体重減少の幅は小さくなっていた．身体機能と
ADL は著変なく，治療・リハビリ目的での入院となる．

【考察】 事例は症状の進行と食事動作・環境の不適合
さに問題があると考えた．合意目標を立案し，継続的
にフィードバックしたことで，食事動作が改善し体重
減少を抑えられたのではないかと考える．内田らは
SCD の上肢失調に対して，「上肢の道具操作中には，
椅子や大腿部に接触できないという物理的支持を失う
ことで体幹の固定性が低下し，座位保持能力が制限さ
れて動揺性が出現していた．」と述べている．事例は
座位保持能力の低下から，頚部・体幹の過剰かつ頻繁
な前屈運動を行い協調的な食事動作を代償していた．
そのため，机上に両上肢の支えを作り，体幹の安定性
を高めた状態で動作練習を反復したことで食事動作効
率の改善がみられた．また，内田は「嚥下機能を効
果的に発揮させるために姿勢の改善は必須であり，食
事場面でも持続可能な状態を形成しなければならな
い．」と述べている．OT としての介入時間だけでな
く，余暇時間や在宅チームと連携してアプローチがで
きたことで，食事動作時の疲労感が軽減され，摂食量
向上・体重減少の抑制につなげられたと考える．

著しく体重減少した脊髄小脳変性症患者へのアプローチについて
～本人の能力に適した食事動作を在宅でも継続するために～

○志柿　臣哉（OT）

社会医療法人寿量会 熊本機能病院

キーワード：脊髄小脳変性症，振戦，食事

口述発表2 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場2（大研修室4）
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【はじめに】 高齢者における睡眠障害は，活動量や身
体機能，精神心理状態の低下と関連し支援が急務であ
る（Atoui S et al, 2021）．そのため高齢者では，質の
高い睡眠を得るために日中の活動が重要とされている．
これまでの睡眠と活動に関する研究の多くは，質の高
い睡眠を得るために活動量の増加を推奨している．し
かし，世界保健機関は，活動を促進する上で，その活
動が本人にとって意味があるかどうかなど，活動の質
的要素まで考慮する必要性を述べている．つまり，高
齢者の睡眠と活動の理解には，ただ活動量を増やすだ
けでなく，活動の意味や満足度なども検討する必要が
ある．

【目的】 本研究では，地域在住高齢者の主観的な睡眠
の質と重要な活動の満足度を横断的に調査し，その関
連を明らかにすることを目的とした．

【方法】 地域コホート研究（垂水研究）の2018年度お
よび2019年度における参加者1,499名のうち，65歳
以上の主要データに欠損のない924名（平均年齢74.6
±6.4歳，女性62.3%）を対象とした．なお，脳卒中・
パーキンソン病・うつ病・認知症の既往のある者や
データ欠損者は除外した．重要な活動は，作業選択意
思決定支援ソフト（ADOC）を用いて聴取し，最も重
要とする活動の満足度を5段階，遂行度を10段階で
評価した．主観的な睡眠の質は，先行研究（Masumitsu 
T et al, 2022）を参考に，質問紙にて聴取した［1：
よく眠れる，2：まずまず眠れる，3：あまり眠れない，
4：ほとんど眠れない］．そこから，1を選択した者を
良好群，2を選択した者を中程度群，3,4を選択した
者を不良群と3群に分類した．その他，睡眠に関する
情報として，睡眠時間（6時間未満，6時間以上8時間
未満，8時間以上），昼寝時間（しない，60分未満，
60分以上）を聴取した．その後，3群間の比較を行う
ため，カテゴリ変数はχ2検定，連続変数は正規性に
応じて一元配置分散分析もしくはクラスカル・ウォリ
ス検定を用いて解析を行った．さらに，主観的な睡眠

の質と重要な活動の満足度との関連を明らかにするた
め，従属変数に睡眠の質，独立変数に満足度を設定，
人口統計学的変数と二変量解析で有意差があった項目
を共変量として調整し，順序ロジスティック回帰分析
を行った．統計解析は SPSS ver.28を用い，有意水準
は5% 未満とした．本研究は，鹿児島大学疫学研究等
倫理委員会の承認（170351疫）を得て実施し，参加者
全員からインフォームド・コンセントを得ている．

【結果】 本研究における高齢者の主観的な睡眠の質は，
良好群456名（平均年齢75.1±6.5歳，女性59.0%），
中程度群309名（平均年齢74.0±6.4歳，女性65.4%），
不良群159名（平均年齢74.0±6.2歳，女性66.0%）で
あった．重要な活動の満足度は良好群が中程度群，不
良群と比較し有意に高くなっていた（p= 0.005）．さ
らに，共変量を調整した後の順序ロジスティック回帰
分析では，重要な活動の満足度と主観的な睡眠の質に
有意な関連を認めた（OR：1.20, 95% CI：1.04-1.39, 
p= 0.011）．

【考察】 本研究において，主観的な睡眠の質が良好な
高齢者は重要な活動の満足度が有意に高くなっていた．
また，重要な活動の満足度と主観的な睡眠の質に有意
な関連が認められた．これは，重要な活動の満足度が
高い高齢者は，精神心理的状態が良好であり（Maruta 
M et al, 2020），質の高い睡眠に繋がっていることが
推察される．本研究の結果から，高齢者の睡眠の質を
高めるには，ただ活動量を増やすだけでなく，活動の
意味や満足度などを考慮していくことの重要性が示唆
された．

地域在住高齢者における主観的な睡眠の質と重要な活動の満足度との関連

○赤﨑　義彦（OT）1）2），下木原　俊（OT）2）3），日高　雄磨（OT）2）4），中原　伶奈（OT）4）， 
田平　隆行（OT）5）

1）垂水市立医療センター 垂水中央病院，2）鹿児島大学大学院 保健学研究科 博士後期課程， 
3）日本学術振興会 特別研究員（DC2），4）医療法人三州会 大勝病院， 
5）鹿児島大学 医学部 保健学科 作業療法学専攻

キーワード：活動，睡眠，高齢者
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【はじめに】 今回，通所介護（以下，デイサービス）
にてレビー小体型認知症の診断を受けた男性を担当し
た．症例の強みであり，生きがいである野菜作りとい
う「参加」に着目した介入を行った．その結果，長
い間「心身機能」や「活動や参加」の維持が出来た．
本人・家族から同意を得られた為以下に報告する．

【症例紹介】 80歳代男性，一戸建てに妻と二人暮らし，
要介護2，レビー小体型認知症・パーキンソン症候群．
151 ㎝の53.6 ㎏で BMI は23.5．以前は農家をしてお
り現在も妻と野菜作りを継続中．グランドゴルフを日
課にしている．H25年頃より理解力の低下，同じこ
とを何度も説明しないと理解できない等の症状が診ら
れた．明るい性格だったが，その頃から大人しく無口
になった．H27年2月に A 病院受診．進行性の認知
機能障害と MIBG 心筋シンチグラフィに取り込み低
下，レム睡眠行動障害の所見からレビー小体型認知症
の診断となる．ドネペジル内服が開始し，H30年9月
より B 病院外来に定期通院．H28年12月よりデイ
サービス利用開始．既往歴は2型糖尿病，便秘症で，
ドネペジル8 ㎎，マドパー配合錠，トレリーフ OD 錠
25 ㎎，ロゼレム錠8 ㎎を内服中．
　主訴は「野菜作りを続けたい」であった．サービス
はデイサービス週2回，訪問看護月1回実施中．作業
療法評価は，障害高齢者日常生活自立度：J2，認知症
高齢者日常生活自立度：Ⅱb, MMSE：24/30→26/30

（H30年→ R5年），Hoehn ＆ Yahr 重症度分類：Ⅱ→
Ⅱ（H29年→ R5年），体力測定：TUG8.8秒→8.1秒，
FRT26 . 5 ㎝→ 34 .5 ㎝（ H29 年 →R4 年 ），FIM：
108/126点（排便コントロール，段差，表出で減点）で
あった．

【デイサービスでの関わり】 今回は症例が生きがいで
ある野菜作り，妻との散歩やグランドゴルフの継続を
目標に介入を行った．
　上記の目標に対し必要な「心身機能」への介入と
して，屈筋群が優位になることでの全身のアライメン

トの崩れや，姿勢反射障害の悪化による転倒の予防が
考えられた．その為，レッドコードやニューステップ
を用いて全身の粗大運動や体軸内回旋運動を中心に実
施した．併せて，セルフストレッチとしてストレッチ
ポール上での臥床や，腹臥位による体幹伸展運動を実
施した．
　農作業への動機付けとして他利用者と一緒に芋や筍
を収穫する「活動と参加」の介入を行った．症例に
対し，職員や他利用者からの称賛の声や，妻より

「やっぱじいさんじゃなかといかん」とトラクターの
運転を褒める声があった．症例は「体力的にきつか
けん，もう辞めようと思うこともある」と言いつつも，

「野菜を人にあげたか」と野菜を他者に渡す表情は明
るく，現在も野菜作りを続けている．また，グランド
ゴルフや妻との散歩でも「寒いと行きたくないけど，
運動の為に行っている」と毎日欠かさず実施している．

【考察】 症例の強みで，生きがいである野菜作りとい
う「参加」を通じて他者から称賛を受け，喜んでも
らう体験が，症例の主体的な「参加」や「心身機能」
を維持するための取り組みに繋がったと考えられる．
　ドパミンを増やすため，本人の得意なことを取り入
れることが効果的1）とされており，症例が野菜作りや
グランドゴルフに主体的に取り組んだことで，脳内の
ドパミンが増加し，長い間パーキンソニズムや認知機
能障害が悪化せずに「心身機能」を保つことができ
たと考えられる．
　ICF の視点を用いて情報を整理し「参加」に着目
することで，適切な動機づけをしながら「心身機能」
に介入でき，認知症があってもその人らしい生活が送
れるよう支援出来る可能性が示唆された．

【参考文献】 
1）�月刊ケアマネジメント：パーキンソン病とリハビリ，http://

www.silver-news.com/careman/1512-1.pdf.2015-12

ICFにおける「参加」に着目した関わりにより 
レビー小体型認知症の進行を緩やかに出来た症例

○庄野　里沙（OT）

ケアサポートメロン DEKIRU

キーワード：参加，認知症，通所介護
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【はじめに】 精神疾患は，誰でもかかりうる病気であ
ることから，メンタルヘルスに関する正しい知識を広
めることがとても重要である．しかし，メンタルヘル
スの普及啓発において，筆者は精神科病院に勤務して
いるものの，業務の中で地域社会へ対する普及啓発の
機会を持てずにいた．そこで，メンタルヘルスの研修
を行う任意団体（以下，当団体と略す）を用いて，社
会教育施設である公民館と共にメンタルヘルスの市民
講座を開催する事が出来たので，その取り組みについ
て報告する．
※�利益相反（COI）の申告発表演題に関連して，企業

や営利団体などから金銭などの利益相反はない．
【目的】 地域でメンタルヘルスに関わっている専門職
が，“ メンタルヘルスの基礎知識 ” を市民向けにわか
りやすく伝える普及啓発の機会とする．

【方法】 
1）	公民館講座の内容
　講座内容は，公民館の社会教育主事と打ち合わせ，
公民館が対象としている市民向けに合わせたテーマと
内容設定とした．テーマは，子供の発達段階を応じた
メンタヘルス，働くことにも影響を与える気分障害，
精神疾患になった人を支える地域資源と，地域と関連
度の高いものとした．
2）	運営の役割分担

（1 ）	公民館
　市のホームページの案内，市の発行する広報誌，教
育委員会や教育機関への告知，チラシの配布，プレス
リリースの作成，会場の手配，設営，備品管理，資料
の印刷，受付，アンケート作成

（2 ）	当団体
　講師の手配，チラシのデザイン，当日のファシリ
テーター，会場設営，タイムテーブル作成

【内容】 
1 ）�子どものこころのメンテナンス	  

～児童期・思春期・青年期における課題と理解～ 

岩永 靖 先生	 
九州ルーテル学院大学 心理臨床学科 准教授	  
三角 淳子 先生	  
山鹿基幹相談支援センター ディア

2 ）�知っておきたい！うつの基礎知識	  
大礒 宏明 先生 	  
特定医療法人 富尾会 桜が丘病院 副院長

3 ）�知識はチカラ！私たちがメンタルヘルスを学ぶ理由 
～当事者の体験談からのヒント～	  
中村 光宏 先生 	  
就労移行支援事業所 オルタナ施設長	  
岡崎 史裕	  
私の街のメンタルヘルス研究会 代表

【結果】 全3回公民館大研修室にて実施した．講座に
は教育関係者，当事者，医療福祉関係者，当事者の保
護者，当事者団体，行政職員など述べ80名の参加が
あった．更に，各講座は収録し，市のホームページに
掲載された．公民館という社会教育施設を通した講座
にした事で，市のホームページや，広報誌に掲載され，
幅広い市民に告知を届けることができた．また，公民
館からは「専門職と繋がる機会が少なく，今回の提
案はとても助かりました」とのコメントもあった．

【考察】 メンタルヘルスというキーワードは関心が高
まってはいるものの，情報を得ることができる場所は
まだまだ少ない．公民館という，市民から認知されて
いる社会教育施設で，一般向けのメンタルヘルスの普
及啓発が行える意義は大きいと考える．
　また，公民館の職員としても，日頃から医療機関の
専門職と繋がっているわけではない．今回の講座のよ
うに，テーマを設けた専門職との連携を図ることで，
社会教育の講座の価値向上の一助になると考える．

【参考文献】 
厚生労働省：みんなのメンタルヘルス．｛https://www.mhlw.
go.jp/kokoro/｝（2022.12.12参照）

行政と連携したメンタルヘルス普及啓発の実践
～社会教育施設でのメンタルヘルス講座～

○岡崎　史裕（OT）1）2）

1）私の街のメンタルヘルス研究会，2）医療法人 信和会 城ヶ崎病院

キーワード：（社会教育），精神保健，市民講座
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【序論】 アルコール依存症は，急性期におけるアル
コール離脱のための治療に始まり，回復期以降も断酒
を確実に維持することが望ましいとされてきた．しか
しアルコール健康障害対策基本法の成立以来，ハーム
リダクションをはじめ，治療や予防の考え方が大きく
変わってきている．筆者は，職業指導員として勤めて
いる就労継続支援 b 型事業所（以下，当事業所）にて，
アルコール関連の問題を抱えつつも，頑なに断酒を拒
否するアルコール依存症当事者と出会った．断酒に拘
らず，ニーズ優先の支援を行った結果，アルコール関
連の問題行為が軽減したため，以下に報告する．

【倫理的配慮】 本報告は対象者の同意を得ており，倫
理的配慮を十分に行っている．利益相反はない．

【症例紹介】 50歳代女性．若い頃に婚約者と死別した
ことをきっかけに，アルコールを過剰摂取するように
なった．X 年アルコール依存症と診断され，以降 A
病院への入退院を繰り返している．X+5年1月自傷
行為のため再度 A 病院入院，同年10月に退院し B グ
ループホーム（以下，GH）へ入居，当事業所利用開始
となった．支援方針は姉の意向により「断酒をし，
安定した生活を送る」．障害支援区分3，当事業所利
用5回 / 週，訪問看護1回 / 月，外出は移動支援を利
用（以前アルコールを万引きしたため），飲酒および
単独での外出禁止，金銭管理は姉が行うなどの行動制
限がある．当事業所では生産活動中に隠れ飲酒するこ
とがあり，5～6日 / 月程度，酩酊状態のため生産活
動ができないことがある．そのため，生産活動は他利
用者と協働せずに行える内職を担当している．行動制
限について本人は「囚人みたい．早く死にたい．」「出
かけられないとストレスが溜まる．特に休日はするこ
とがないから飲むしかない．」と筆者に吐露する．
ニーズ：「酒が飲みたい」「一人で出かけたい」「自分
でお金の管理をしたい」．内服薬：サインバルタ，デ
エビゴ．

【方法】 X+6年6月，筆者，本人，GH 管理者，訪問
看護師，相談支援専門員とで担当者会議を行った（姉
は参加を拒否された）．筆者は主治医の助言の下，断
酒に拘らず，行動制限を緩和し，ニーズ優先の支援を
行うことを提案した．協議の結果，本人・姉の同意を
得たうえで，GH での余暇時間の飲酒は制限せず，当
事業所利用中は外出制限を解除することとなった（近
隣のドラッグストア・コンビニに協力を依頼した）．金
銭管理は日常生活自立支援事業を利用することとした．

【経過および結果】 方針変更後1か月目は大きな変化
なし，2か月目より酩酊状態での勤務が激減し，3か
月目以降は勤務中に酩酊状態となることはなくなった．
4か月目以降は，他利用者と協働で行う流れ作業や施
設外作業への参加希望あり，生産活動の配置を変更し
た．現在6か月目，欠勤なく安定して当事業所へ通所
し，本人が希望する生産活動に参加できている．GH
での余暇時間に飲酒することはあるが，アルコール関
連の問題行為はみられなくなった．現状を主治医に報
告したところ，GH での外出制限の緩和について，今
後検討していくこととなった．この間薬剤の変更なし．

【考察】 自己治療仮説によると，依存症の本質は「快
感の追求」ではなく「心理的苦痛の減少・緩和」と
捉えている．本症例においても，支援者の「断酒を
するべきである」という考えに基づいた行動制限が，
本症例の心理的苦痛となり，物質使用を促進していた
のではないだろうか．支援者が断酒に拘らず，ニーズ
優先の支援を行ったことが，本症例の心理的苦痛を減
少させ，望ましい行動変容に結び付いたと考える．

【参考文献】 
松本俊彦（2016）『やさしいみんなのアディクション』金剛出版
谷口明広（2020）『障害のある人の支援計画』中央法規

アルコール依存症と共に生きる
～就労継続支援 b型事業所より～

○菊池　由加理（OT）1），板井　良介（その他）2）

1）社会福祉法人 つわ蕗会 就労サポート事業所 ミチテル，2）社会福祉法人 つわ蕗会 

キーワード：アルコール依存症，就労支援，障害者
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【はじめに】 2015年から始まった「介護予防・日常生
活支援総合事業」のなかで，療法士が直接関わるサー
ビスとして位置づけられている C 型の訪問．各自治
体でやり方にも違いがあり，実際になかなか経験する
ことがなく実感がわかなかった中，地域リハビリテー
ション広域支援センターで関りのある地域包括支援セ
ンターから「どうしたらいいか一緒に考えてほしい」
と依頼を受け，関わる機会を得たので症例紹介と共に
報告する．尚，発表に際し症例より同意を得ている．

【症例紹介】 79歳女性要支援2，夫と二人暮らし．病
歴：水疱性類天疱瘡・左乳癌術後・脊柱管狭窄症．元
は社交的だったが外出も他者との交流も億劫になり始
める．その後，コロナ禍が追い打ちをかけ，家事は夫
と行うもセルフケア以外はベッド臥床の生活をされ，
夫も受診以外は寝て過ごされていた．1/M 息子1/W
娘が訪問するも，寝たきりを心配されていた．

【評価】 Moca-J：24点 ADL 自立，IADL は夫や子
供の協力を得ながら可，屋内は伝い歩き，屋外は杖歩
行一部介助．環境：車までは20M 外出は1/M 程度娘
と行う．

【介入方法】 
・専門的聞き取り，具体的な目標の提案
・本人の希望を聞きながら訪問頻度や内容の決定
・�訪問の都度，評価・提案・指導・介護支援専門員
（以下，ケアマネと略）への報告

【介入経過】 初回 OT との面談時，ケアマネからは
「自宅内外で安心・安全に運動ができる」というケア
プランをもらうも，OT の専門的聞き取りにて変更．
長期目標：息子一家と沖縄旅行にいける．中期目標：
公民館のサロンへ夫と行き近所の人と話ができる．短
期目標：旅行できる程度の体力 UP（5時間位は外出
や活動ができる）歩行の自信づけ・家族以外の人と話
し認知症防止ができるために活動習慣が夫婦でできる
か，定期的な通所がいいか検討することを提案する．
1/W 訪問を希望されスタート．2回目：プラン提示

①運動メニューを紙面で渡し自主トレ ②夫の介助で
公民館までの歩行訓練1/ 日 ③公民館でのサロン見学，
精神面へ OT との会話にて楽しさの体験．3回目で①
③は定着しにくいと判断し，夫との外出が一番効果
的であることを意識づけしプラン追加．会話の中で

「コーヒー豆を買いに行きたい」という意欲を引き出
し，スイーツも買いに行き，店の人等と話すことも認
知症予防になることを提案．4回目には買い物ができ
ており，訪問を1か月あけてみることを提案．5回目
には毎日夫とランチドライブし，5時間程度の外出が
できる体力がつき車椅子併用すれば旅行に行けるまで
になった．コロナ禍にて旅行に行ける日までは，通所
で能力維持を提案し引き継いだ．6回目には通所の見
学もでき近隣者とも出会い，話ができたと成功体験を
話された．

【結果】 動きも早くスムーズになり自信がついた．夫
婦で企画し夫と毎日5時間程度の外出ができる体力が
ついた．OT との他者交流から家族以外との交流に抵
抗が減少し通所の見学もできた．

【考察】 今回，症例に短期間で適切な評価・提案をす
ることで自立支援ができる制度であることを体験でき
た．ケアマネがこの症例に訪問 C 型を利用してみよ
うと思ったことでスタートできたと考える．ケアマネ
が描けなかった曖昧な目標を，OT が専門的聞き取り
で「本人の思い」を引き出し，具体的に目標設定し
たことで，本人も気づいていなかった「もう一度やっ
てみたい」ということが明確になった．複数の方法
を提案し実施してもらいながら，その人が楽しく続け
やすいものへとマッチングさせていったことが継続で
きた理由かと考える．活動性の低かった夫にも相乗効
果があったものと考える．

「介護予防・日常生活支援総合事業」のC型の訪問を利用した1例

○城戸　よしみ（OT），沖　英一（OT）

医療法人和仁会 和仁会病院

キーワード：目標設定，訪問指導，地域支援

口述発表2 7月8日（土） 11：10～12：10　口述発表会場2（大研修室4）
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O-13

【はじめに】 回復期リハビリテーション病棟には，退
院時に目標達成とならず，退院後に頻繁な来院が難し
い患者が存在する．一方，遠隔リハビリテーション

（以下，遠隔リハ）は，情報通信技術を用いて遠隔地
からの介入が可能であり，欧米では介入効果を示す報
告が増えている．今回，大腿骨転子間骨折（以下，
TF）術後患者に対し，目標達成を目的とした遠隔リ
ハを実践したので報告する．

【紹介】 症例は60歳代女性で X-4日に自宅前で転倒
して TF を受傷した．X-3日に理学療法開始，X 日
に骨接合術を施行し，X+4日に作業療法を開始した．
夫と2人暮らしであり，受傷前は，家事全般をこなし，
公共交通機関を利用して買い物や県外移動も自立して
いたが，運動習慣が乏しく慢性腰痛を有していた．な
お，発表に関しては，本人に紙面と口頭説明にて同意
を得ている．

【目標設定（X+13日）】 最終目標は，「出産を控えた県
外在住の娘と孫に会いに行く」とした．また短期目
標は，入院前からの活動でもある「自宅周辺の散歩」

「バス乗車」とし，目標達成度（10点満点）はすべて1
点だった．入院中は，標準的リハに加え，筋緊張の軽
減を目的とした振動刺激療法，屋外歩行，バス乗車練
習ならびに活動日記を導入して歩数と痛みのモニタリ
ングを行った．

【退院時評価（X+69日）】 痛みは，大腿部痛が Nu-
merical Rating Scale（以下，NRS）1，腰痛が NRS2, 
ADL は FIM で122点，1日の平均歩数は3,133歩で
あった．ADL は概ね自立し，T-cane で坂道を含む
公道を連続20分以上歩行可能となり，バス乗車動作
を獲得できていたが，退院時の目標達成度はすべて5
点と不十分で，バス乗車に対して不安を抱えていた．
元々運動習慣が乏しく，慢性腰痛を有することから，
退院後は散歩やバス乗車の機会が減少することが懸念
されたが，遠方に居住しており，外来リハへの定期的
な通院が困難であった．そこで，目標達成に向けて，

遠隔リハを選択して実践することとした．
【遠隔リハの内容】 症例と作業療法士は，週1回ス
マートフォンのビデオ通話アプリ（Google Meet）を
使用し，目標達成度，1日の平均歩数，腰痛の程度を
共有し，作業療法士は目標達成に関わる課題ならびに
歩数や痛みに対して指導を行った．

【経過】 X+76日，近くの店まで買い物には行けてい
たが，入院中より歩数（1日平均2,086歩）が減少して
いたため，遠回りして店に行くように指導を行った．
X+97日，1日平均3,867歩，腰痛は NRS2だったが，

「意識して遠回りしています．やっぱり歩くと痛いで
す」と発言があったため，痛みの範囲内で散歩を続
けるように指導を行った．X+104日，腰痛（NRS2）
が持続し，バス乗車の機会が減少していたため，入院
中にも行っていた振動刺激方法の指導を行い，バイブ
レーターの購入時にバスを利用するように提案した．
その後，バス乗車の機会が増加し，X+118日には初
めて市内中心部までバスで出かけることができた．
X+125日，1日平均5,780歩，腰痛（NRS3）は持続し
ていたが，バスに乗って市内中心部だけでなく駅にも
行けるようになり，「電車で娘の家まで行けそう」と
発言があった．そして，X+150日には電車を利用し
て県外の娘と孫に会いに行くことができた．

【最終評価（X+150日）】 大腿部痛は NRS1，腰痛は
NRS3, 1日の平均歩数は5,376歩であった．目標達成
度は「自宅周辺の散歩」「バス乗車」「娘と孫に会い
に行く」がすべて10点となった．

【結果と考察】 本症例において，遠隔リハによって段
階的に散歩やバス乗車のきっかけを提供し，痛みへの
対処方法を指導したことで，痛みの範囲内で散歩やバ
ス乗車機会が増加した結果，娘と孫に会いに行くこと
ができ目標達成に繋がったと考えられる．

目標達成を目的とした 
遠隔リハビリテーションを実践した大腿骨転子間骨折術後の一症例

○中村　次郎（OT），後藤　響（PT），片岡　英樹（PT），中村　和也（OT），山下　潤一郎（PT）

社会医療法人 長崎記念病院

キーワード：（遠隔リハビリテーション），（目標達成），（活動促進）

口述発表3 7月8日（土） 12：30～13：30　口述発表会場1（大研修室3）
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O-14

【はじめに】 わが国では，65歳以上の者のいる世帯の
うち約6割は単独世帯および高齢夫婦のみ世帯となり，
高齢者の見守りは年々その必要性を増している．また，
2020年の新型コロナ感染症の流行以降，別居の家族
は帰省や訪問がままならず，感染者数のピーク時には
介護サービスの提供自粛や利用控えがみられ，高齢者
は周期的に社会的孤立，健康の維持困難な状況に陥っ
ており，高齢者の非接触・非対面の自立支援環境の構
築は喫緊の課題である．そこで今回，鹿児島県作業療
法士協会介護ロボット研究班は高齢者が安心安全な在
宅生活を持続するために，鹿児島大学，ハッピーベル
株式会社と共同で，オンラインによる高齢者の見守
り・コミュニケーションのためのビデオ通話システム
を開発したので，システム概要と実証事例について報
告する．

【システム概要】 開発したビデオ通話システム ami は
高齢者側のビデオ通話アダプターと USB カメラ，呼
び出しリモコン，家庭用テレビ，別居家族側のスマー
トフォンと ami App で構成される．ami の特徴はモ
ニターとして既存の家庭用テレビが使用できること，
テレビ視聴中や電源 OFF 時でもビデオ通話が開始で
きることである．ami の優位性は汎用ビデオ会議シス
テムと比べ，呼び出しリモコン1プッシュまたはス
マートフォン3タップで簡単に通話が開始できること
である．なお，本システムは2022年4月に上市した．

【実証事例】 
1.	対象
　対象は80代後半の女性．心疾患術後で，1～2年前
から物忘れがあり，日常生活自立度 A2, Ⅱa，要介護1，
認知症で要介護2の夫と二人暮らし，介護者は県外の
長男夫婦であった．
2.	方法
　対象宅に ami を設置し，2021年8月から翌年2月
まで6カ月間オンラインによる見守り・コミュニケー
ションを試行した．なお，ami 試用前後で Zarit 介護

負担尺度日本語版（J-ZBI）とアンケート調査を実施
した．実証実験に先立ち倫理審査を受け，対象者と家
族に説明を行い，同意を得た．
3.	結果
　総通話時間は4,416時間，主な用途は健康状態，精
神・心理状況，安否，服薬，活動状況，スケジュール
等の確認の他，週に数回のオンライン夕食会，オンラ
イン体操，ヘルパーや訪問看護師とのビデオ通話，オ
ンラインによるサービス担当者会議であった．ami 試
用前は息子または嫁が年に3回，一カ月半程度帰省し
ていたが，試用中は年に2回，一週間程度の帰省で済
んだ．アンケート結果から ami を用いることで「母
親の様子がよく分かる」，「電話と比べ，母が会話内
容をよく理解でき，互いに親近感を覚えた」，ami を
用いたビデオ通話は訪問の代替手段となるとの感想が
得られた．また「部屋が散らかり，母の顔色が悪かっ
たので救急車を要請した．搬送の様子を見ることがで
き，その場で救急隊員に情報提供を行った」とのエ
ピソードが得られた．また J-ZBI は19点から17点に
改善した．
4.	考察
　家族が別居の場合や感染症流行期で訪問が困難な場
合でも，ami を用いることでオンラインによる見守
り・コミュニケーションを行うことができた．電話や
SMS と異なり，相手の表情がみえることで，会話の
理解力が保たれ，親近感が生まれ，部屋や高齢者の様
子から高齢者の健康状態が推察できることが分かった．
ami は介護者の介護負担を軽減するだけではなく，高
齢者の社会的孤立を防ぐコミュニケーション手段とな
り，高齢者の体調の異変を早急に探知できる見守り
ツールとなる可能性が示唆された．

在宅高齢者の見守りと健康管理のためのビデオ通話システム「ami」の開発

○吉満　孝二（OT）1），山之内　瑞穂（その他）2），岩渕　俊一朗（その他）2）， 
藤田　賢太郎（OT）3），福永　一喜（OT）4）

1）鹿児島大学 医学部 保健学科 作業療法学専攻， 
2）指定居宅介護支援事業所 中山ケアプランセンター， 
3）学校法人 原田学園 鹿児島県医療技術専門学校，4）社会福祉法人 天祐会

キーワード：在宅高齢者，（介護ロボット），（見守り・コミュニケーション支援）

口述発表3 7月8日（土） 12：30～13：30　口述発表会場1（大研修室3）
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O-15

【はじめに】 外来にて脳卒中発症から4年が経過した
左片麻痺の症例を担当した．症例は麻痺側母指と示指
で指腹つまみが出来ず，日常生活で麻痺側手が使えて
いなかった．その為，外来作業療法にて指腹つまみを
サポートできる機能的スプリントを作製して練習を行
い，麻痺側手の使用頻度などの向上が得られたため報
告する．本研究は当院倫理委員会の承認を得た上で，
対象者の同意も得ている．

【症例紹介】 40歳代女性，診断名は脳梗塞，障害名は
左片麻痺，高次脳機能障害．現病歴は201X 年2月く
も膜下出血，右大脳半球に散在性の脳梗塞を認め，急
性期・回復期病棟を経て自宅へ退院した．201X+4年
の当院外来受診時に麻痺側手が全く使用できていな
かった為，外来作業療法が開始となった．

【作業療法初期評価】 麻痺側上肢は Fugl-Meyer As-
sessment（FMA）43点，Motor Activity Log（MAL）
の amount of use（AOU）0点，quality of movement

（QOM）0点，Action Research Arm Test（ARAT）
非麻痺側57点，麻痺側16点，握力は非麻痺側19 ㎏，
麻痺側0 ㎏，関節可動域制限はなかった．感覚は表在
感覚が上腕・前腕・手の全て6/10で中等度鈍麻，深部
感覚が肩・肘・手関節・手指の関節が0/5で脱失であっ
た．筋緊張は Modified Ashworth Scale で麻痺側の肩・
肘・手関節の屈曲・伸展ともに1+ であった．日常生活
は自立，仕事は非麻痺側のみで出来ていた．日常生活
で麻痺側手が使用できない要因は，上肢の運動麻痺と
筋力の低下，感覚障害の影響で対象物に合わせて手の
形を作り，物品把持や操作における筋出力のコントロー
ルが出来ないことであった．

【基本方針と目標設定】 指腹つまみをサポートできる
機能的スプリントを作製し，これを着用して両手で日
常生活の行為ができるように支援することを介入の基
本方針とした．目標設定に関しては，生活行為向上マ
ネジメントの一部を使用し，①両手でごみ袋を結ぶ，
②両手で洗濯物を干す，③両手で洋服のジッパー操

作ができることを合意目標とした．これに対する実行
度・満足度は①②③ともに1/10であった．

【外来作業療法プログラム実践】 外来作業療法の介入
頻度は，開始から6ヶ月間は週1回，それ以降は月2
回，月1回と頻度を調整して合計27回，9ヶ月間介入
した．機能的スプリントは，母指と示指の対立肢位を
保持できるように作製した．これを着用し，積み木や
お手玉，洗濯バサミや紙などを使用してつまみの練習
を実施した（介入3回目以降）．また，介入5回目から
自宅でも着用してもらい，生活の中で使用できるよう
に一緒に考え，①②③が両手で出来るように課題解
決に向けて取り組んだ．

【作業療法最終評価】 麻痺側上肢は FMA43点，MAL
（AOU・QOM）0点，ARAT 麻痺側16点と変化はな
かったが，機能的スプリントを着用した状態では
MAL の AOU1.25点，QOM1.25点，ARAT 麻 痺 側
20点へ向上を認めた．合意目標の①②③に関して実
行度4/10，満足度3/10になった．

【考察】 慢性期脳卒中患者の上肢機能に関する研究に
おいて，臨床的に意義のある最小変化（MCID）は
MAL0.5点以上，最小可検変化量（MDC）は ARAT3.5
点以上と報告されている．症例は，機能的スプリント
を使用することで MAL, ARAT の評価において向上
が認められたが，機能的スプリントがない状態での上
肢機能の向上は認められなかった．また，機能的スプ
リントを着用することで両手で出来る生活行為の幅は
広がったものの合意目標の実行度と満足度が低いこと
から，継続的な支援が必要であると考える．

麻痺側手に機能的スプリントを着用することで 
出来る作業の拡大を認めた一症例

○藤原　謙吾（OT），神田　龍太（OT），川口　幹（OT），淡野　義長（OT）

一般社団法人 是真会 長崎リハビリテーション病院

キーワード：スプリント，慢性期脳卒中，外来作業療法

口述発表3 7月8日（土） 12：30～13：30　口述発表会場1（大研修室3）
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O-16 症例自身のニーズに合わせた自助具の考案
～ ADLが自立し母親としての役割を獲得できた症例～

○甲斐　鈴望（OT）

社会医療法人寿量会 熊本機能病院

【目的】 今回，左被殻出血により，重度な右片麻痺を
呈した症例を経験した．
　症例は非利き手の左手で大抵の ADL は遂行できて
いたが，両手動作を必要とする作業には介助を要して
いた．そこで片手で作業が円滑に行える自助具を考案
した．自助具を使用することで，片手で ADL が自立
し，母親としての役割を獲得できた為，報告する．な
お，本報告は，本人より同意を得ている．

【症例紹介】 30歳代女性．右利き．発症から第10病
日に A 病院からリハビリテーション目的で当院に転
院した．意識レベル：JCSⅠ-1. 右半側空間無視，運
動性の失語症を認めていた．重度感覚障害を含む右片
麻痺（Br-Stage 上肢Ⅰ手指Ⅰ下肢Ⅱ）を認め，麻痺側
の自己管理が難しかった．入院時運動 FIM34点，認
知 FIM16点であり，食事以外の ADL は介助を要し
ていた．症例の Demand は「身の回りの事を自分で
したい」「息子のお世話をしたい」であった．

【介入方法】 発症時の CT 画像では，内包後脚や放線
冠に出血を認めた．症例の病巣より麻痺側上肢は廃用
手レベルと予想されたため，自助具を考案することで
本人の能力を補うこととした．

【結果】 
基本動作の獲得を目的にアプローチした時期	  

（第10病日～第30病日）
　意識障害に対する感覚刺激入力，基本動作の練習を
繰り返した．上肢機能訓練は電気刺激療法，ミラー療
法を含めた神経筋再教育練習を行った．第30病日に
は起居・移乗動作は見守りで可能となった．
ADL 自立に向け，自助具を使用した時期	 

（第31病日～82病日）
　次の課題に対し介入した．①短下肢装具（以下，装
具）の装着に時間を要す為，ベッドから車椅子への移
乗が自立できない．②麻痺側上肢や背中の洗体が困難
である ③片手でのシャンプーボトルの操作に時間がか
かる．これらを解決する為に，次の自助具を考案した．
1）�装具をスムーズに履ける自助具　装具の装着時，

足部を固定する足背部のカバーに麻痺側足趾が

引っ掛かり，時間を要していた．そこで，既存の
ソックスエイドを足底に入れ，足背部のカバーを
外側に広げ，足趾がカバーに引っ掛からないよう
にした．装具に足趾がはまった後，ソックスエイ
ドを抜くようにした．その結果，装具の装着時間
が11秒短縮され，ベッドから車いすへの移乗が自
立となった．その結果，第48病日に排泄が自立と
なった．

2）�改良した洗体タオル　既存のループタオルのよう
にたすき型に縫い合わせた後，背中の中央も洗え
るよう結び目をつけた．またタオルに切れ目を入
れ，そこに麻痺側上肢を通して麻痺側上肢を洗え
るようにした．

3）�片手で押せるボトル　ボトルのヘッドを押したま
ま手掌にシャンプーが注入されるよう，ボトルの
口にストロー状の管を巻き付けた．2）3） を使用し，
第82病日に入浴が自立した．最終的に Br-Stage
上肢Ⅰ手指Ⅰ下肢Ⅲであったが，運動 FIM82点，
認知 FIM32点と改善した．

役割獲得に向け，IADL 練習を行った時期	 
（第82病日～第160病日）
　症例より「息子に何か作ってあげたいな」といっ
た発言が聞かれた．そこで，4） 片手で縫物ができる
台を提案した．スポンジに針を刺して布を裏返し，
縫っていく方法を提案した．退院時に息子へ手芸品を
渡すことができた．

【考察】 今回，重度な右片麻痺が残存した症例に対し，
ADL 自立と母親としての役割獲得を目指し，自助具
を考案し作成した．笹田らはクライエントに提供する
自助具はクライエントのニーズを満たすものでなけれ
ばならず，そのことが身体機能の補完，生活圏の拡大，
生活の質の向上をもたらすことができると述べている．
今回，症例が困っている作業の工程やニーズを細やか
に評価し，自助具をスムーズに使用できるように工夫
や指導を行ったことで，ADL 自立と母親としての役
割を獲得できたと考える．

キーワード：自助具，ADL，役割

口述発表3 7月8日（土） 12：30～13：30　口述発表会場1（大研修室3）



― 26 ―

O-17

【はじめに】 今次介護報酬改定では「感染症や災害へ
の対応力強化」が掲げられている．離島やへき地を
抱え風水害が多い本県にとって，新型コロナウイルス
まん延下（以下，コロナ禍）の地域包括ケアシステム
の安定的，持続的運用は重要な課題である．
　本研究では有事であっても在宅高齢者が見守りや介
護サービスの一部を継続利用できるよう，鹿児島大学，
鹿児島県作業療法士協会介護ロボット研究班，ハッ
ピーベル株式会社で共同開発したテレビ通話システム

「ami（アミ）」を活用した見守り・コミュニケーショ
ンの実証実験を行った．このシステムが社会実装され
れば，感染症流行期や災害時であっても，別居家族と
のコミュニケーション機会が保たれることで高齢者の
社会的孤立が解消されることや介護者が離れたところ
で被介護者の状況を把握することで介護負担軽減が図
れると考えられる．今回実証実験を行った具体的な事
例を紹介し介護負担感の変化と ami の使用感につい
て報告する．

【対象】 高齢夫婦世帯で，90歳代の妻と90歳代の夫
の二人暮らし．妻は脳梗塞の既往があり要介護3，介
護保険サービスとしてデイケア週3回，訪問介護を週
4回利用．夫は肺気腫の既往があり要支援1，夫は介
護保険サービスの利用はない．介護者は長女でありコ
ロナ禍前は週に数回の訪問を行っていた．

【方法】 ami は介護者のモバイル端末と被介護者の家
庭用テレビ間を結んで，ごく簡単な操作により見守
り・コミュニケーションができる小型 PC 内臓のビデ
オ通話システムである．今回，従来の訪問による介護
と並行してビデオ通話による見守り・コミュニケー
ションを数ヶ月間（2021年10月～2022年9月の期
間）実施してもらい，使用期間中の見守り・コミュニ
ケーションの実態を聴取し，Zarit 介護度負担感尺度
日本語版（以下，J-ZBI）を用いて ami 試用前後の介
護負担感を評価した．また ami の試用前後でアンケー
ト調査を行い，訪問頻度や滞在時間，ami 試用後の使

用感などについてもアンケートを実施した．実証実験
に先立ち倫理審査を受け，対象者に説明を行い，同意
を得た．

【結果】 J-ZBI（カットオフ25点）について ami 実証
前に評価した際 J-ZBI は妻21点，夫19点．試用後
J-ZBI は妻16点，夫9点といずれも改善がみられた．
　実証実験前後のアンケート結果として訪問頻度は
25回 / 月から15回 / 月へと減少，平均滞在時間は1
時間と変化なし．電話による通話と比べた ami の特
徴については「得られる情報量が多い」，「両親の会
話の理解度が高い」，「親近感が増す」，「周囲の様子
がわかる」との回答が得られた．総合的な満足度は
高く，その理由として「お互い顔を見ながら笑ったり，
安心することができた」との回答が得られた．実際
にビデオ通話で行ったことは「健康状態の確認や助
言」，「精神・心理状況の確認や助言」，「安否の確認
や助言」をあげられた．ビデオ通話システムで役だっ
たことに対して「訪問の負担の軽減」，「相互理解の
深化」，「自身の安心感の獲得」があがり，見守り・
コミュニケーションの負担は大いに軽くなったとの回
答が得られた．被介護者の夫婦からも「会話しやす
いし，なにより顔が写っているから安心する」との
ご意見を頂いた．

【考察】 ami を用いたビデオ通話では操作が容易であ
り，高齢夫婦世帯であっても実証期間中継続して利用
することが出来た．訪問回数の減少，J-ZBI による介
護負担感も軽減しており，ビデオ通話で被介護者の様
子を視覚的に確認することが負担感軽減に繋がり，ま
た被介護者にとっても画面を通してコミュニケーショ
ンをとることで不安や孤立感の軽減に繋がる可能性が
示唆された．現在 ami の改良型を用いて実証実験を
継続している．発表ではその結果も併せて報告する．

ビデオ通話システム「ami」を用いた 
在宅高齢者の見守り・コミュニケーション支援の一例

○平嶋　佑太郎（OT）1），吉満　孝二（OT）2），西　綾（OT）3），坂下　寛志（OT）4）， 
平川　智士（PT）1）

1）医療法人玉昌会 キラメキテラスヘルスケアホスピタル，2）鹿児島大学 医学部 保健学科， 
3）株式会社 輝く羽，4）いちき串木野市医師会立 脳神経外科センター

キーワード：在宅支援，高齢者，コミュニケーション機器

口述発表3 7月8日（土） 12：30～13：30　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 バランス能力は歩行や日常生活に影響す
るが，バランス能力への治療戦略は担当療法士によっ
て様々である．今回，「日課にしていた駐車場の掃除
をしたい」と希望があった症例に対して非麻痺側の
筋力と立位バランスの強化，麻痺側への振動・電気刺
激による感覚入力の併用などの治療を実施した所，良
好な結果が得られたので報告する．

【対象・方法】 症例は60歳代男性，左上下肢に麻痺が
生じ，A 病院に緊急搬送され，右視床出血の診断で
保存的治療後，第29病日目に当院回復期リハビリテー
ション病棟へ入院した．
作業療法初期評価：上田式12段階片麻痺機能テスト

（以下，グレード：G）で上肢9G, 手指11G, 下肢9G，
握力は右30 ㎏, 左10 ㎏，重度の感覚障害，手足の異
常感覚や肩の痛み（NRS9/10），STEF は右80点・左
0点だった．非麻痺側の下肢筋力も1年前の右大腿骨
骨折の影響で，右股関節外転3，膝伸展4と低下し，
Berg Balance Scale（以下，BBS）11点 . FIM54/126
点 . HDS-R は14/30点だった．症例は母と2人暮ら
しで，近所の駐車場の清掃活動を日課としていた．
　作業療法目標設定は，短期：トイレを中心とした院
内での ADL の自立，長期：屋内での掃除動作が行え
る，最終：屋外での清掃活動が行えるとした．
リハ治療：作業療法（3～4単位 / 日，7日 / 週）はバ
ランス能力向上に焦点を当て，上下肢・体幹に対する
促通反復療法と起立・非麻痺側へ戻るような立位バラ
ンス練習，非麻痺側の残存機能の強化を目的とした治
療を行い，病棟での ADL 訓練も併用した．入院期間
の後半には麻痺側足底への電気・振動刺激と患者の希
望である掃除活動に向けての掃く動作や応用歩行訓練
などを追加した．
　なお，本例の報告は患者の十分な理解と書面での同
意を得ている．この演題について開示すべき COI は
ない．

【経過・結果】 トイレ動作は50病日頃より修正自立，
歩行は98病日頃より室内移動が自立し，同時に病棟
ADL も概ね自立した．
　ほうきを使用しての掃く動作や応用歩行訓練などの
導入初期は移動距離や掃除範囲が拡大すると，耐久性
の低下や麻痺側上下肢の筋緊張も増加し，動作が拙劣
になることがあった．しかし，バランスを中心とした
能力の向上に伴い経過とともに活動範囲の拡大や動作
の安定性が向上した．
作業療法最終評価：初期（29病日）と最終（110病日）
の評価を示す．片麻痺は上肢9G, 手指11G, 下肢9G
が上肢12C, 手指12G, 下肢10G へ，右下肢筋力は股
関節外転が3から5，膝伸展が4から5へ，握力は右
30 ㎏が30 ㎏, 左10 ㎏が24.8 ㎏，感覚障害は脱失が中
等度へ，肩の痛み（NRS）が9から0へ，STEF は右
80点 が94点， 左0点 が44点，BBS は11点 が56点 . 
FIM は54点が111点へと改善した．

【考察・まとめ】 今回，右視床出血により運動麻痺，
重度感覚障害を呈した症例に対して，バランス能力向
上に焦点を当て，非麻痺側の強化・非麻痺側への立脚
バランス能力・麻痺側足底への感覚入力などの治療を
実施した．結果，早期のトイレ動作自立に加えて長期
目標であった屋外での掃除動作の獲得に繋がった．
　先行研究においても，トイレ動作自立にはバランス
機能が影響しているとの報告（猪飼ら2000）がある．
また，バイオフィードバックを含む電気機器を用いた
訓練を行うことは妥当であるとされている（脳卒中ガ
イドライン2021）．本症例も早期よりトイレ動作が自
立でき，歩行や掃除動作などへ展開できたのも，バラ
ンス能力の向上へ着目し，麻痺側足底へ電気機器を用
いた感覚刺激を行ったことが，バランス能力が改善し，
掃除動作が獲得できた要因でもあると考察する．

バランス能力向上重視のリハビリテーション治療を行なった 
右視床出血の一例

○三宅　陽平（OT）

社会医療法人 白十字会 燿光リハビリテーション病院

キーワード：バランス，促通反復療法（電気・振動刺激），（清掃活動）

口述発表4 7月8日（土） 13：40～14：40　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 脳卒中上肢片麻痺の治療法としてロボッ
トを用いた訓練（以下，ロボット療法）が注目され，
その有用性が多く報告されている．本邦では，2020
年の診療報酬改定にて指定を受けたロボットの利用に
よって「運動量増加機器加算」の算定が可能となり，
上肢リハビリ装置 CoCoroeAR2（以下，AR2）はその
1つである．AR2は主にリーチングの訓練を支援する
リハビリテーションロボットで上肢の免荷に加え，電
気刺激，振動刺激を兼ね備える特徴がある．これまで
AR2のプロトタイプ機器を使用し，慢性期脳卒中患
者で実行可能性と有用性の報告はあるが，上市された
AR2の回復期脳卒中患者での報告は少ない．
　そこで今回我々は，回復期の脳卒中の重度から軽度
上肢麻痺患者に，AR2を適用し，実行可能性と有用
性の検討することを目的とした．なお，本研究は加治
木温泉病院の倫理委員会の承認を受けており，参加者
から同意を得ている．

【方法】 対象は当院回復期リハビリテーション病棟
（以下，回復期病棟）に入院した脳卒中患者で，適応
基準，除外基準を満たした8名である．AR2による
介入期間は1日20分，週5日，4週間とした．また，
AR2以外に1日40分の作業療法が実施された．さら
に理学療法や言語聴覚療法が提供されたが，麻痺側上
肢に対する直接的な治療は実施されなかった．
　評価は AR2介入開始直前と4週後の介入終了時点に
実施した．評価項目は，Fugl-Meyer Assessment

（FMA），Action Research Arm Test（ARAT），
Simple Test for Evaluating hand Function Test

（STEF），Box and Block Test（BBT）とした．統計処
理は，介入前後の各評価値の変化について，Wilcoxon
符号順位和検定を用いた．

【結果】 今回，8名の患者に対して当初設定したプロト
コルを4週間実施し，全症例が完遂した．また，介入前
後で想定していた，あるいは想定外の有害事象は認め
なかった．介入前後で，FMA Category A は18.6±

10.6から24.5±12.3（p=0.01），FMA合計は33.8±
20.7から43.6±23.8（p=0.01），ARATは26.4±25.6
から36.4±26.7（p=0.06），STEFは27.3±37.3から
47.4±40.9（p=0.04），BBTは14.3±17.5から22.8±
20.7（p=0.06）であった．

【考察】 今回，回復期の脳卒中重度から軽度上肢麻痺を
呈した8名に対し，AR2を用いた訓練を回復期病棟で
我々が実施している作業療法の担当時間内の1単位（20
分）にて4週間実施した結果，脱落者や有害事象は認め
なかったことにより，AR2は回復期片麻痺患者に幅広
く実行可能と考えられる．さらに FMA で，8名中4名
で臨床上意味のある最小変化量（Minimal Clinically 
Important Difference：MCID）8名中6名で最小可検
変化量（Minimal Detectable Change：MDC）を超え
る改善を示し，上肢機能への有用性が示唆された．運
動麻痺の改善のためには，神経回路に選択的に繰り返
し興奮を伝えることが重要である．AR2はリーチン
グ動作時に免荷機能に加え，電気刺激，振動刺激を有
することから，効率的に，習得目標の随意運動の神経
回路形成ができたと考える．
　回復期病棟では日常生活動作の改善が優先的に求め
られ，麻痺側上肢に対し，十分な訓練時間の確保は難
しいことがある．AR2は，3次元方向への訓練が可能
で，免荷量やスイッチの位置，高さ，方向の調整が可
能なため．日常生活を想定し，詳細に設定することが
可能である．そのため，肩，肘に対しては，AR2を
行い，作業療法士は日常生活動作訓練や，手指の訓練
に集中することができ，質の高いリハビリテーション
が提供可能と考えられる．回復期であるため，自然回
復の影響を受けているため，今後，症例の蓄積ととも
に，コントロール群との比較も必要である．

回復期の脳卒中重度から軽度上肢麻痺に対する 
上肢リハビリ装置の実行可能性と有用性の検討

○藤本　皓也（OT）1）2），鎌田　克也（OT）1），小川　耕平（OT）1），飯山　春樹（OT）1）， 
下堂薗　恵（MD）2）

1）医療法人玉昌会 加治木温泉病院， 
2）鹿児島大学大学院 医歯学総合研究科 リハビリテーション医学

キーワード：ロボット，脳卒中，上肢機能

口述発表4 7月8日（土） 13：40～14：40　口述発表会場1（大研修室3）
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【はじめに】 ボツリヌス療法は，脳血管障害後の痙縮
事例に対しリハビリテーション（以下，リハ）と併用
することで効果があると報告されており（脳卒中ガイ
ドライングレード A），日本では2010年より保険適
応となった．当院では，脳神経外科にて2019年より
ボツリヌス療法を開始しリハ科も施注とその前後のリ
ハに携ってきた．そこで今回，ボツリヌス療法につい
て当科の取り組みとその実績を報告する．

【対象と当院の実績】 2019年5月～2022年4月の3年
間に当院でボツリヌス療法を行った全10症例（外来リ
ハ5名，訪問リハ5名，男性9名：女性1名），年齢
48.9±15.7歳（※公費負担条件として身体障害者手帳
1級もしくは2級の取得が必要）．筋緊張評価 Modified 
Ashworth Scale（以下，MAS）では施注前後評価で
足関節2.4⇒1.7へ有意に改善を認めた．統計処理は
ウィルコクソンの符号順位和検定を用いた．その他の
関節では有意差はみられなかったが，改善傾向であっ
た．施注前後の機能的自立度評価 Functional Inde-
pendence Measure（以下，FIM）では，運動項目63
±23.46⇒64±23.44とあまり変化は見られなかった．
また，治療実施後の満足度評価は10段階評価法にて
平均6/10点±1.18点であった．以下，施注例より症
例を供覧する．

【症例紹介】 60歳代前半男性，妻と二人暮らし．X 年
右アテローム血栓性脳梗塞にて約7か月入院治療．
X+2年5か月目より訪問リハ開始．認知面は良好，左
上下肢麻痺あり，歩行は杖使用，ADL は入浴と更衣
に妻の介助が必要だがその他概ね自立．本人より「お
味噌汁を左手で飲めるようになりたい」との希望が
あり，X+2年7カ月，左上肢機能向上目的にボツリ
ヌス療法開始となり支援を行った．尚，本報告に関し
て症例に同意を得ている．

【経過】 薬剤はグラクソスミスクライン社，A 型ボツ
リヌス製剤ボトックスを使用．施注単位数は大胸筋：
75単位，橈側手根屈筋：50単位，尺側手根屈筋：25

単位，計150単位を施注．施注後は左上肢の機能向上
を図るため，通常のリハに加え低周波治療や自主トレ
をより強化するよう指導を行った．同時に家族指導も
改めて行った．

【結果】 MAS 肩関節2⇒1+, 手関節2⇒1. 関節可動
域は肩関節屈曲50度⇒85度，外転70度⇒85度，手
関節掌屈60度⇒70度，背屈35度⇒65度 . Disability 
Assessment Scale では肢位2⇒1，着衣動作2⇒1と
改善を認め，Br.stage 左上肢Ⅲ⇒Ⅳへ向上．入浴や
更衣動作では，自身で動作が可能となり自立度向上に
繋がった．食事動作時，左手を実用的に使用する事が
難しかったが，補助的に使う事が可能となり，満足度
は8/10点に至った．

【考察】 今回供覧した症例では，本人の希望を踏まえ
ADL 状況を考慮した目標設定を行い，ボツリヌス療
法と OT を組み合わせることで，機能および ADL が
向上し満足度の向上に繋がったと思われる．また，他
症例でも施注後の症例にリハが介入することで定期的
な身体機能評価が可能となり，次回の施注では MAS
を考慮した施注筋部位や施注量を医師に提案すること
ができた．

【今後の課題】 当院での施行はまだ10症例と少なく，
実績報告として信頼性・妥当性を得るには症例数を重
ね検証をすすめていく必要がある．また，文献では医
療従事者向けのボツリヌス療法の認知度調査にて「あ
まり知らない」と答えた人が7割程度とされており，
当院の現状としても十分に認知されているとは言えな
い．今後は実績の検証をすすめるとともに，訪問リハ
や外来リハとの併用での改善例を提示・発信し，多職
種とも連携していくことでボツリヌス療法の認知度向
上に努め，一人でも多くの患者様の生活改善に繋げて
いきたい．

ボツリヌス療法における当院リハビリテーション科の取り組み

○坂本　祐士（OT），桑原　朝幸（PT），桟　匡宏（PT），栗原　涼（PT），鬼塚　北斗（OT）

一般社団法人巨樹の会 新武雄病院

キーワード：ボツリヌス療法，脳血管障害，食事
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【はじめに】 当院では2017年4月より，脳卒中後遺症に
おける上下肢痙縮に対するボツリヌス療法（botulinum 
toxin therapy；以下，BTX）を開始した．開設当初よ
りチーム編成を行い，構成メンバーはリハビリテーショ
ン科医師（以下，リハ医），理学療法士（以下，PT），
作業療法士（以下，OT）であり，総合的な患者評価を
もとに BTX を実施している．今回2症例の経過を通し
て，チーム内での OT の関わりと今後の課題について
報告する．本報告において対象者の許可は得ている．

【当院での治療方針】 痙縮のマネジメントとして，多
職種による評価と対象者や家族のニーズを検討し，痙
縮の治療を組み合わせて総合的に治療を進める必要が
ある（正木ら2018）と述べている．当院 BTX チーム
は，生活行為の改善，在宅介護の負担軽減を基本方針
とし，完全予約制・専門外来にて，3ヶ月毎・計4回
の施注の必要性を徹底し，痙縮による機能障害の改善
や ADL 遂行の円滑化に取り組んでいる．

【BTX 治療でのセラピストの関わり】 セラピストは，
①問診にて痙縮による困り事を聴取，②評価：関節
可動域（以下，ROM），modified Ashworth Scale（以
下，MAS），Brunnstrom stage（以下，BS），10m
歩行，Functional Reach テスト，Disability Assess-
ment Scale を実施，③カンファレンスを通して多職
種による総合的な評価，患者，介護者双方の意見・思
いを集約し治療計画を立案．OT は特に上肢肢位など
外観上の問題解決，手の衛生状態，着衣動作の改善を
重視している．④施注時 OT は上肢施注筋の触察・
選定，PT の選定した下肢施注筋のエコー施行し施注
部位を同定，に関わっている．

【症例1】 上肢肢位など外観上の問題の訴えがある脳梗
塞右片麻痺の70歳代女性．BS：上肢Ⅲ，手指Ⅲ，下肢
Ⅲ，移動は杖歩行にて屋外移動可能，ADL 自立，
IADL で買い物など公共交通機関の利用可能であった
が，上肢痙縮が進行し常に肘が屈曲位となり，外観上
の問題の訴えより発症10年以上で BTX 施行．BTX 前

と10回後の比較では，ROM：肘伸展 -60→0, MAS：
肘屈曲3→0，歩行時の肘屈曲も軽減し，「肘が伸びや
すくなった」，「歩きもよくなった感じ」など満足度も向
上した．

【症例2】 痙縮により ADL に支障をきたし，介護者
の介護負担がある脳出血左片麻痺の60歳代の女性．
BS：上肢Ⅲ，手指Ⅲ，下肢Ⅲ，移動は4点杖にて屋
内を移動するが，動作時痙縮増強により動作の制約あ
り．ADL：起き上がり，更衣で介助要．介護者より
上肢痙縮による上衣着脱時の介助量増大の訴えあり発
症5年未満で BTX 施行 . BTX 前と5回後の比較では，
ROM：肩屈曲100P →135，肘伸展 -5→0，足背屈 
-5→0, MAS：肩関節内旋1.5→1，肘屈曲2→1，足
関節底屈2→1，介護者より「動作介助にて痙縮の緊
張が入りにくくなった」「服が着せやすくなった」，
当事者より「背が伸びやすくなった」「装具のベルク
ロに手が届きやすくなった」など満足度も向上した．

【考察】 共通所見として，OT は ADL に大きな影響
を及ぼす上肢痙縮と体幹の関連性について判断し，
チーム内に情報をフィードバックした．また，OT の
視点での施注計画の立案，痙縮筋の選定により姿勢・
肢位の改善に繋がり，生活行為の改善，在宅介護の負
担も軽減したと考えられる．

【今後の課題】 ①自主練習の必要性の患者理解と徹底
による痙縮管理，②通所施設への OT・PT との情報
共有及び連携不足の課題があり，当院での BTX での
効果を継続できるシームレスな関係を構築する．今後
も BTX で OT が関わることで患者・介護者の満足度
をより向上させていきたい．

痙縮に対するボツリヌス治療チームにおける作業療法士の関わり

○兵道　哲彦（OT），山下　智弘（MD），吉村　匡史（OT），渡邊　亜弥（OT），萩原　尋子（OT）

飯塚病院

キーワード：痙縮，ボツリヌス療法，チーム医療
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【はじめに】 リーチ動作では，対象物の形状に合わせ
て握る・摘むという末梢運動がおこり，この上肢末梢
運動を遂行する為には，肩甲帯の協調的な運動が重要
とされている．先行研究では，リーチする対象物の大
きさや重量が変化する事により，肩甲帯周囲の筋活動
が高まる事は報告されている．しかし，形状の変化に
よって変化すると考えられる巧緻性を要する動作と肩
甲帯周囲筋の筋活動の相違に関する報告は，渉猟し得
た範囲では見つける事ができなかった．
　そこで今回，握りと摘みを要するリーチ動作の相違
による肩甲帯周囲筋の筋活動を表面筋電図（EMG）で
測定し分析した為，結果を報告する．

【対象】 対象は，文書で説明を行い同意が得られ，
リーチ動作に影響を与える疾患・既往がない成人男性
2名（平均年齢：26±4.35歳）とした．

【倫理的配慮】 本研究は，国際医療福祉大学倫理審査
委員会［22-Ifh-007］・高邦会倫理審査委員会［KR105］
の承認を得て実施した．

【方法】 課題は，端坐位で被検者の剣状突起の前方か
つ肘関節が最大伸展する位置に設置した物品へのリー
チ動作を5回実施する事とした．開始肢位は，股関節
と膝関節が90度屈曲した端坐位で，自身の大腿部に
手を置いた状態とした．また，体幹部の代償運動を抑
制する為に体幹抑制ベルトと腰当の設置も行った．
リーチする物品は，簡易上肢機能検査（以下，STEF）
で用いられる大球・ピンを今回使用した．また，各物
品に対する手の把持（包囲軽屈曲把持）・ピンチ肢位

（指尖把持）は規定を設け，リーチ動作速度の統一化
を図るため，メトロノーム音を使用（60BPM）した．
　この課題に対し，リーチ動作を0相（認知相）・1相

（屈曲相）・2相（移行相）・3相（伸展相）に分類し，
撮影動画からリーチ動作分析を実施した．EMG では，
リーチ側の前鋸筋・僧帽筋上部・僧帽筋中部・僧帽筋
下部線維を測定し，Root Mean Square（RMS）を算
出した．また，EMG データの分析は，握り・摘み課

題へのリーチ動作遂行時の肩甲帯周囲筋活動を RMS
値で算出し，各リーチ相での RMS 値の平均値を2事
例間で比較した．

【結果】 2事例でのリーチ相毎の RMS 平均値（nV）の
比較をすると事例①の前鋸筋の握りは0相：4.30±
0.70nV，1相：5.40±1.09nV，2相：11.51±3.75nV，
3相：12.28±2.94nV で，摘みは0相：3.83±0.36nV，
1 相：4.60 ± 0.65nV，2 相：10.79 ± 3.41nV，3 相：
14.44±1.98nV であった．僧帽筋上部線維の握りは 
0 相：6.01 ± 3.26nV，1 相：9.08 ± 1.64nV，2 相：
13 .92 ± 5 .91nV，3 相：7.93 ± 1 .96nVで，摘みは 
0 相：4.05 ± 0.82nV，1 相：8.62 ± 4.28nV，2 相：
19.40±5.01nV，3相：23.48±4.19nV であった．前
鋸筋と僧帽筋上部線維では2相以降で摘みが高い傾向
を示し，僧帽筋中部線維と下部線維では握り摘みとも
に同じ傾向を示した．
　事例② の前鋸筋の握りは，0相：10.21±1.52nV， 
1相：6.88±1.33nV，2相：6.89±1.33nV，3相：7.52±
1.24nVで，摘みは0相：3.41±0.36nV，1相：3.72±
0.39nV，2相：9.37±4.04nV，3相：12.23±2.39nV で
あった．僧帽筋上部線維の握りは，0相：17.64±4.72nV，
1相：15.05±3.96nV，2 相：16.62±4.21nV，3 相：
16.74±3.67nV で，摘みは0相：6.62±1.92nV，1相：
8.60±4.08nV，2相：21.46±4.21nV，3相：20.11±
5.10nV となり，事例①と同様の傾向が見られた．

【考察】 EMG を用いた2事例での RMS 値の変化を検
討すると，両事例共に摘み課題では握り課題と比べ2
相目以後から前鋸筋・僧帽筋上部線維の筋活動が高く
なる傾向が見られた．本結果より，手指の細やかな肢
位調整を必要とする摘み課題の方が，2相以後でより
肩甲帯を安定させる為に僧帽筋上部線維や前鋸筋の活
動性を高めてリーチを行う特性があるのではないかと
考えられた．

摘み・握りを必要とするリーチ動作時の肩甲帯周囲筋の筋活動の検討

○豊田　正成（OT）1），松野　豊（OT）2），後藤　純信（MD）3）

1）医療法人社団高邦会 柳川リハビリテーション病院，2）国際医療福祉大学 福岡保健医療学部，
3）国際医療福祉大学 医学部 医科学科 生理学講座

キーワード：筋電図，筋活動，到達運動
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【はじめに】 半側空間無視（USN）患者は，ADL の到
達度が低く，訓練室などの特別な環境では可能な動作
も日常の ADL には汎化されにくい傾向がある．また，
USN に対する自己への気づき（セルフアウェアネス：
SA）が不十分で外界の対象に気づかないことが多い．
よって USN の介入は，外界の対象を見落としている
自己についての SA を高め，自ら改善を図ることが目
標となる．そこで今回の研究目的は，USN に対する
SA の改善を図る介入を実施し，主婦として家事が担
えるようになった症例の介入に関して検討を加えるこ
とである．

【症例紹介】 70代前半，女性．X 年 Y 月構音障害出
現し，かかりつけの内科を受診した．TIA 疑いで急
性期病院へ紹介受診となり．脳梗塞と診断され入院と
なった．その後，八反丸リハ病院へ転院した．なお，
本研究は，当院の倫理審査委員会で承認された後に症
例に同意を得て実施した．（22001）

【初期評価と問題点】 心身機能面では Brs.stage 上肢
Ⅵ，手指Ⅵ，下肢Ⅵで感覚障害はなかった．USN に
関しては，BIT の通常検査が144/146点とカットオ
フ（131点）以上だが，行動検査が67/81点とカット
オフ（68点）以下であった．Catherine Bergego Scale

（CBS）では7/30点と軽度の無視を認めた．活動面で
は，FIM が110/126点（運動項目79/91点，認知項目
31/35点）であり，入浴に介助を要した．ADL・IADL
上の USN 症状は，部屋の右側のみ掃除を行う，歩行
時に対人・対物と至近距離ですれ違うといった USN
に対する SA の低下を認めた．また，買い物動作にお
いて目的の商品が見つけられない，店内の移動をする
際に対人・対物と衝突するといった危険リスクも予測
された．本症例の USN の特徴は，BIT では USN 症
状を認めないが，CBS と ADL・IADL 上で USN 症
状を認めていたことである．問題点は，USN に対す
る SA の低下により ①部屋の掃除の際に右側のみ行
う，②歩行時に対人・対物との至近距離ですれ違う

ため，買い物動作において危険リスクが高いことをあ
げた．

【SA の改善を図る作業療法アプローチ】 掃除動作で
右側のみ掃除を行うため，掃除機よりも難易度の低い
フローリングワイパーを用いた動作訓練から実施した．
室内の掃除終了後，できない点の確認と問題解決につ
いて OT と共に考え，SA が改善する工夫を図った．
また，買い物動作において危険リスクが高いと予測さ
れるため，近隣のスーパーでの行程確認と問題解決を
図る工夫を行った．

【経過と結果】 BIT は，通常検査は不変だったが，行
動検査は80/81点と改善を認めた．CBS は0/30点と
改善し，初期評価時に認めていた ADL・IADL 上の
USN 症状も改善した．FIM は124/126点（運動項目
89/91点，認知項目35/35点）と改善し，ADL・IADL
は全て自立した．

【考察】 今回，症例の介入前後での ADL・IADL 上
の USN の変化について SA の観点から検討した．山
本は，SA を得るためには，実際に体験をさせること
が重要と述べている．よって症例に対して，まず介入
の中で「主婦として家事を行う」ことができない現
状を認識する工夫を図った．そして，介入を通して，
具体的な問題解決方法を OT と共に実施し，USN に
対する SA を得る工夫を図った．その結果，7週間の
継続した介入により USN に対する SA が改善し，主
婦として家事を行うことができるようになった．

ADL・IADL介入を通してセルフアウェアネスの改善を図ったことで 
主婦として家事が担えるようになった半側空間無視患者一例

○冨永　麗華（OT）1），中間　賢二（OT）1），八反丸　健二（MD）1），窪田　正大（OT）2）

1）医療法人慈圭会 八反丸リハビリテーション病院，2）鹿児島大学 医学部 保健学科

キーワード：半側空間無視，セルフアウェアネス，IADL
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【はじめに】 高齢認知症者の場合，治癒延長に伴う安
静は生活レベルを低下させる．今回，褥瘡ゼロを目指
して取り組んだ多くの事案の中から ADL 低下を来す
ことなく治癒を成した両踵褥瘡を有する1例を通し，
当施設の褥瘡対策のプロセスを紹介する．報告に際し，
本人及びその家族より了承を得た．

【事例】 90代女性．認知症．整形疾患．起居動作監視
レベルであったが，急性腎盂腎炎を機に活動性低下．
両踵後方に高度褥瘡（DTI 左側顕著）を有しこれに伴
う痛みにて活動低下助長．食事自立（全量摂取）以外
全介助レベルとなった．両下肢高度浮腫．治療の為転
棟．OT 依頼．局所の接触箇所を評価．要因として日
中は車いす離床だが，仙骨座りに伴いフットレストに
て両踵後方圧迫．臥床時は下腿クッション端に両踵が
圧迫．かつ自重にて数時間後にはベッドマットに触れ
ている状況．離床臥床いずれも有効な体位変換できず．
日中の臥床時間も定まっておらず，長時間離床による
下肢下垂浮腫が加速要因となっていた．この為，局所
症候が安定するまでは食事以外の臥床及び下肢挙上が
推奨され，急速な ADL 低下が懸念された．ADL を低
下させる事なく褥瘡の治癒を目指す為，取り組み開始．

【取り組み】 
〈離床時の除圧確保〉
　モジュール車いす低床タイプと仙骨座位防止クッ
ション（前端12 ㎝後端5 ㎝圧）使用し，前ずれ姿勢を
修正．フットレストを除去．除圧クッションの足台で
裸足底を受けて経過を見た．しかし，沈み込みによる
創部への接触があり，好転せず．低反発スリッパ着用
と滑り止めに変更．圧迫と摩擦による痛みを回避する
と同時に座位活動を確保．

〈臥床時の除圧確保〉
　足底のクッションを加え経過を見た．しかし，除圧
効果は一時的で好転せず．踵箇所を空洞化したウレタ
ンクッション併用のポジショニングに変更．長時間の
有効除圧を確認．並行して午前午後に1～2時間の臥

床を加える事で浮腫の減少を図った．
〈連携〉
　対応の即時統一を成す為の可視化・意識化を促す目
的で経過・設定はベッドサイド（又は車いす）に写真
掲示．日中の臥床時間統一表を作成．確実に除圧でき
ているか体位変換毎に確認．午前午後 OT チェック．
3日毎に褥瘡撮影，多職種協働で評価し，処置・肉芽
の修復状況に応じて除圧器具を修正．経過は個別ファ
イル化し，連日朝礼と夕礼で進捗状況を報告．情報を
共有した．

【経過】 10日目で左右の浮腫及び浸出液は次第に消退．
以後右側は20日目で痂疲化．40日目に治癒．左側は
広範囲であったが，35日目で踵内側部の黒色壊死組
織以外は治癒．デブリードを機に残創部も治癒が進ん
だが，有痛消退し，150日目には起居動作監視．離床
中の足部の活動性が上昇するに伴い残創部が動揺し，
治癒機転が停滞．裸足かつジェルマットに変更し，
200日目に治癒．この間，活動性を落とすことなく，
様々な行事に参加．

【考察】 褥瘡ゼロを目指し，リハ業務場所を療養棟へ
移行．OT が中核となり活動性を確保しつつ，除圧の
観点から療養スタッフとの連携に邁進してきた．様々
な事案を経験し，4年目の現在．発生件数は低値又は
ゼロ月を推移．共通して言えるのは治癒機転の基盤で
ある除圧確保と摩擦回避に対し，如何にして連続性を
持たせるかが重要となる．これを確保する為にはいか
なる事案で有ろうと褥瘡部及び除圧の視認と情報共有
が重要と考える．これを軌道に乗せるには一早く現場
に足を運び速やかに設定発信し，実績を示すことであ
る．特に高齢認知症者の場合，治癒延長に伴う安静は
生活レベルを低下させる．ADL 確保を含めた治癒機
転を成せるのは OT としての強みとも言えるのでは
ないだろうか．

ADL低下を来すことなく治癒を成した両踵褥瘡を有する1例を通して
―褥瘡ゼロを目指し，OTを中核に取り組んだ対策プロセス―

○川田　隆士（OT）

介護老人保健施設 サンファミリー

キーワード：褥瘡，ADL，連携
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【目的】 日本国の高齢化率は増加の一途をたどってお
り，令和2年10月1日時点（令和2年国勢調査［総務
省統計局］）において28.6% となっている．鹿児島県
は全国の高齢化率より高く，32.5% となっている．さ
らに，当院が立地するさつま町は鹿児島県の高齢化率
より高い割合となっており，41.8% である．
　今回，回復期リハビリテーション（以下，リハ）病棟
入棟患者における高齢化による ADL 帰結の関連と栄
養状態の実態について分析することで，回復期リハに
おける高齢化の影響を明らかにすることを目的とする．

【対象】 令和3年4月1日から令和4年3月31日の間
に当院回復期リハ病棟へ入棟した患者256名のうち，
データ欠損例を除いた234名（81.9±11.6歳，脳血管
疾患64名，運動器疾患152名，廃用症候群18名）と
した．本研究，発表に関して倫理規定に則り同意を得
て実施した．

【方法】 回復期リハ病棟入棟時の調査項目は，基礎情
報（年齢，性別，現疾患），栄養指標（血清 Alb 値），
ADL 指標（FIM）とした．回復期リハ病棟退棟時の調
査項目は FIM，在院日数を収集した．
　年齢は日本老年学会・日本老年医学会の高齢者に関
する定義を基に，64歳以下を非高齢者群，65～74歳
を準高齢者群，75～89歳を高齢者群，90歳以上を超
高齢者群の4群に分類し，退棟時 FIM 運動項目合計
点（以下，運動得点），退棟時 FIM 認知項目合計点

（以下，認知得点），FIM 利得（運動項目のみ）を比較
した．4群間比較の検定は Kruskal-Wallis 検定を，
群間の差は Steel-Dwass 検定を実施した．
　また，栄養状態を J. Ignacio de Ulíbarri ら（2005）
によって提唱された Controlling Nutritional Status
法に基づき，入棟時の血清 Alb 値3.5g/dl を基準とし
て2群に分類し，基準値以上の正常 Alb 群と基準値未
満の低 Alb 群で FIM 利得（運動項目のみ）を高齢者
に関する4群のそれぞれで比較した．2群間比較の検
定は Mann-Whitney の U 検定を実施した．

　解析ソフトには R4.2.2を使用した．有意水準は5%
とした．

【結果】 年齢に関して高齢者の割合は94.0%（220名）
であった．
　高齢者に関する4群での退棟時 FIM 運動得点（非高
齢者群70.62±28.74点，準高齢者群73.16±26.5点，
高齢者群63.4±25.55点，超高齢者群50.79±24.8点）
は準高齢者群と高齢者群（p=0.003），準高齢者群と超
高齢者群（p=0.000023），高齢者群と超高齢者群

（p=0.0028），退棟時 FIM 認知得点（非高齢者群29.31
±7.92点，準 高 齢 者 群28.47±10.02点，高 齢 者 群
25.73±8.89点，超高齢者群20.67±9.1点）は非高齢
者群と超高齢者群（p=0.011），準高齢者群と超高齢者
群（p=0.00022），高齢者群と超高齢者群（p=0.0021）
で有意差があった．FIM 利得（運動項目のみ）（非高
齢者群20.69±16.51点，準高齢者群22.18±15.1点，
高齢者群28.29±16.93点，超高齢者群24.56±18.55
点），FIM 利得（認知項目のみ）（非高齢者群3.54±
4.2点，準高齢者群0.97±5.67点，高齢者群2.19±3.7
点，超高齢者群2.04±5.63点）では有意差がなかった．
　また，栄養状態での比較では FIM 利得（運動項目
のみ）において高齢者群（p= 0.00002），準高齢者群

（p= 0.036）において有意差があった．
【考察】 当院の高齢化率は94.0% であり，さつま町の
高齢化率より高い割合であった．高齢化率が高い状況
であり，退院時 FIM 運動得点，認知得点ともに高齢
化が進むに従って得点が低くなる傾向であった．しか
し，FIM 利得（運動項目のみ）では高齢者に関する4
群間で有意差はなく，栄養状態での比較では FIM 利
得（運動項目のみ）において高齢者群，準高齢者群に
有意差があった．このことから，高齢化が進み FIM
認知項目が低い状態においても，回復期リハにおける
FIM 運動項目の回復を行うことは可能であり，高齢
者であれ十分な栄養の確保が FIM 利得の向上に繋が
ることが示唆された．

回復期リハビリテーション病棟入棟患者における 
高齢化による ADL帰結の関連と栄養状態の実態

○潟永　正敏（OT），黒木　康（ST），佐々木　浩文（MD），松下　兼一（MD）

医療法人クオラ クオラリハビリテーション病院

キーワード：回復期リハビリテーション，高齢，FIM
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【はじめに】 睡眠障害は年齢とともに上昇し，特に認
知症高齢者においては，不眠症や昼夜逆転など睡眠の
問題が高頻度に認められる．認知症高齢者の睡眠時間
はさまざまな認知症の行動・心理症状（behavioral 
and psychological symptoms of dementia：BPSD）
を引き起こす要因となり，対象者本人の QOL 低下に
直接的な影響を与えるのみならず，臨床や介護現場に
おいて深刻な問題となることが多い．そのため，睡
眠・覚醒リズムを整えるための援助が不可欠であり，
睡眠状況を的確かつ客観的に把握する必要がある．当
施設では，2019年1月より非接触型睡眠計（以下，眠
りスキャン）を導入した．今回，認知症高齢者に対し，
眠りスキャンを導入し睡眠状況の把握と睡眠障害の原
因を追究し多職種での介入にて改善がみられたため，
以下に報告する．発表に際し，ヘルシンキ宣言に基づ
き利用者・家族には同意を得ている．

【症例紹介】 長女と2人暮らし．在宅介護サービス（通
所リハビリ，短期入所）を利用し在宅生活を継続され
ていた88歳女性．要介護2．疾患名：アルツハイマー
型認知症，右大腿骨転子部骨折，右座骨骨折，脳梗塞．
在宅生活時（2019年 X 月）の評価として，改定長谷川
式簡易知能評価スケール（HDS-R）18点，functional 
independence measure（FIM）101/126点（運動項目
68点，認知項目33点），日常生活自立度：J2，認知
症高齢者の日常生活自立度判定基準：Ⅱa．
　入所の経緯：自宅近くで転倒．顔面・右下腿を打撲．
打撲により ADL 困難，認知症状の進行がみられ在宅
生活に支障を来した為，入所となる．

【経過】 2019年 X 月 +1か月
　HDS-R：6点，FIM：55/126点（運動項目37点，認
知項目18点），日常生活自立度：B2，認知症高齢者の
日常生活自立度判定基準：Ⅲb．
　入所後より夜間入眠されず，日中の覚醒状況不良．
夜間になるとトイレの頻度が増えベッド上での脱衣行
為や失禁認める．眠りスキャン導入し，2週間評価を

実施し，睡眠効率56%，中途覚醒179.7分であった．
原因として，疼痛による夜間不眠で BPSD が出現し
不穏に繋がったと考えられるため，カンファレンスを
実施し内服調整行う．また，覚醒時トイレの頻度が多
いことから排せつケアに着目し介入．

【結果】 2019年 X 月 +5か月
　HDS-R：7点，FIM：79/126点（運 動 項 目54点，
認知項目25点），日常生活自立度：A2，認知症高齢
者の日常生活自立度判定基準：Ⅱa．
　睡眠効率79%，中途覚醒115.9分と改善．クエチア
ピン錠25 ㎎1錠では効力が強く，日中の覚醒不良を
起こしたため，1/2錠に変更．失禁によるベッド上で
のズボン・肌着の脱衣行為は排せつパターンを把握し
たことで本人に合わせたケアが可能となった．入眠す
るまでに時間を要したが，夜間良眠できるようになり
BPSD が軽減した．

【考察】 本症例は転倒による外的要因に伴い睡眠障害
に陥った．さらに疼痛により活動が制限されたことで
排せつ行為に問題が生じていた．先行研究にて言語的
興奮などの BPSD の症状と夜間睡眠に関連がある事
を明らかにしている．本症例も睡眠障害により BPSD
を生じていることが考えられた．睡眠・排せつパター
ンを把握することでその人に合わせたケアの提供がで
きたため，BPSD の軽減に至ったと考える．また，日
中の活動を確認したところ夜間不眠時は夜間良眠時と
比較し，活動に参加していても傾眠傾向になり易い．
そのため，動作時の判断能力低下や安定性低下から転
倒などのリスクが高くなりやすい状態であった．この
ことから生活リズムを整え活動意欲を向上させる上で
睡眠は重要である．作業療法士として日中の活動だけ
でなく夜間を含めたトータルサポートを提供し1日で
も長く本人の望む場所での生活が続けていけるよう支
援していきたい

睡眠障害を伴った認知症高齢者への対応
～眠りスキャンを用いて～

○中原　広司（OT）

介護老人保健施設 アンダンテ伊集院

キーワード：介護，睡眠，生活支援
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【目的】 芳野らは回復期リハビリテーション病棟（以
下，回復期リハ病棟）退院後の日常生活活動（以下，
ADL）は経時的に低下すると報告している．近年，
COVID-19の流行に伴う外出自粛の長期化により，
運動機能のさらなる低下が懸念されている．また，
COVID-19の影響で家族指導や退院前訪問は制限され，
感染対策の強化や ICT の活用などリハビリ指導の在り
方も変化している．よって本研究では，COVID-19禍
における回復期リハ病棟退院後 ADL の変化と新たな
様式でのリハビリ指導と ADL 変化に対する調査を
行った．尚，研究に関して当院の倫理審査委員会の倫
理方針に基づき実施した．

【方法】 2022年4月1日から9月30日に当院回復期リ
ハ病棟を自宅退院し，退院後電話連絡を実施した患者
を対象とした．退院後電話連絡は退院後2週間～1ヶ
月の間に行った．除外項目は退院後電話連絡を行えな
かった者とした．調査項目は，年齢，性別，退院時の
運動 FIM と認知 FIM，退院時の改訂長谷川式簡易知
能評価スケール（以下，HDS-R），退院前訪問の有無，
家族指導の有無，独居 or 同居を評価した．統計解析
は退院時と退院後2週間～1ヶ月の FIM 項目の差を
wilcoxon の符号付順位和検定にて比較した．また，
辻らの分類により，退院時運動 FIM 合計を「屋外自
立群」「屋内自立群」「セルフケア自立群」「半介助
群」の4群に分類して，各群の FIM の変化点を
Kruskal-wallis 検定を用い，有意差が得られた場合
は post-hoc 検定として Bonferroni 法で補正して比較
した．さらに家族指導，退院前訪問を「実施群」「非
実施群」の2群に分類して退院時と退院後 FIM 利得
を Mann-Whitney 検定にて比較した．統計学的解析
は EZR を用い，いずれの検定も有意確率 P ＜0.05を
有意差ありと判断した．

【結果】 対象は45名（男性14名，女性31名，77.1±
11.1歳），疾患分類は脳血管疾患23名（51%）運動器
18名（40%）廃用症候群4名（9%），退院時 FIM 認知

項目30.2±6.0．退院時と退院後2週間以降の運動
FIM において，FIM 合計点数差は退院時（76.7±
15.5）より退院後 ADL（79.1±14.8）が向上しており
有意差を認めた（P ＜0.05）．また，4群の比較は運動
合計が屋内自立群＞屋外自立群で有意差を認めた（P
＜0.05）．
　ADL 向上に関する要因を調査し，家族指導実施群

（1.38±4.72），非実施群（2.57±3.93），退院前訪問
実施群（3.57±4.20），非実施群（2.13±4.04）の有意
差を認めなかった．

【考察】 回復期リハ病棟退院後 ADL が向上した要因
として，平原らによると FIM 認知項目が ADL の向
上に影響を与えると報告している．本研究対象者は
FIM 認知項目が30.2±6.0と高い群が多く HDS-R の
点数も高く，良好な認知機能が退院後 ADL の改善に
繋がったと考える．
　小項目別は，清拭，トイレ動作，排便，入浴移乗に
おいて有意差を認めた．小項目が向上した要因として，
芳野らは生理的に自立したいという願望が強い項目で
あり，自宅という住み慣れた環境に戻ったことによる
情緒的安定が関与していると述べており，本結果を支
持するものとなった．
　さらに COVID-19禍でのリハビリ指導の有無と退
院時と退院後 FIM 利得で有意差を認めなかった．し
かし退院前訪問の実施群は非実施群と比較して FIM
利得の点数は高い．福田らは家族指導や退院前訪問を
行うことで FIM 総点が向上すると報告している．こ
のことから，統計的な有意差は認めなかったが，本研
究対象者もリハビリ指導での一定の効果は得られる可
能性が考えられた．

【結語】 回復期リハ病棟退院後 FIM 運動項目の向上
が図ることができた．課題としては，回復期リハ病棟
退院後に入浴や排泄関連の向上が認められたため退院
前訪問の質を高めることで入院中から ADL の改善を
図れるよう今研究を参考にしていきたい．

COVID-19禍における回復期リハ病棟自宅退院患者の退院後 ADLの変化

○森山　悠平（OT），久間　健志（OT），戸田　皓之（OT）

社会医療法人財団白十字会 燿光リハビリテーション病院

キーワード：自宅退院，回復期リハビリテーション病棟，COVID-19
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O-28

【はじめに】 我々は，一昨年の同学会で当院入院患者
の作業機能障害（Occupational Dysfunction：OD）は，
Law ら（1998）が考案した Person-Environment Oc-
cupation（PEO）モデルにおける「人－環境－作業」
の破綻要因が多い者ほど発生し，不安や鬱など精神症
状とも関連することを報告した（舞田，他．2021）．こ
の結果から，OD マネジメントは PEO モデルにおける

「人－環境－作業」を考慮する必要があり，それは精
神的側面にも影響を及ぼす可能性が考えられる．
　今回，OD 事例への支援を行ったところ，同仮説を
支持する結果が得られたので報告する．なお，本報告
は当院倫理委員会の指針に則り，本人の同意を得ている．

【事例紹介】 80代女性で，腰部脊柱管狭窄症を発症後
に当院地域包括ケア病棟に入院した．病前は，家族と4
人暮らしで趣味は日記だった．一方，家族から認知症を
疑う情報があり，Mini-Mental State Examination を
行ったところ20/30点だった．

【作業療法評価】 25病日のセルフケアは入浴以外自立
したが，呼出コールの押し忘れやドアの締め忘れが頻
発していた．また，この頃から帰宅願望が強くなり，
夜間に1人で部屋から出てくることもあった．そこで，
OD の指標である Classification and Assessment of 
Occupational Dysfunction（CAOD）を行ったところ
71/114点と陽性だった．日本語版 Hospital Anxiety 
and Depression Scale（HADS）も，不安は4/21点だっ
たが，鬱は11/21点と陽性だった．本人は，「自宅に
帰れるか不安で眠れない」，「家族に話を聞いてもらえ
ない」，「日記をつける機会がない」と語り，不安の理
由を問うと「家族が自分のことを認めてくれないから」
と答えた．

【作業療法計画】 CAOD の結果を PEO モデルで解釈
すると，「自宅に帰れるか不安で眠れない」，「家族に
話を聞いてもらえない」は自身の身体状態や生活状
況を示す＜人＞に該当し，「日記を書く機会がない」
はセルフケアや余暇活動を示す＜作業＞に該当した．

また，帰宅願望もあり，入院生活の長期化は住居や周
囲との関係を示す＜環境＞の問題に発展する可能性も
考えられた．そこで，多職種や家族と協力し，「人－
環境－作業」への包括的支援を計画した．

【作業療法介入】 
＜人＞への支援：「自宅に帰れるか不安で眠れない」
という訴えには，主治医と家族が退院先は “ 自宅 ” の
可能性もあることを伝え，「家族に話を聞いてもらえ
ない」という訴えには，家族が週1回来院し対応した．
来院時は，iPad を用いた Web 面会を行い，来院でき
ない時は看護師が電話連絡し「家族と話す」時間を設
けた．結果，本人は「家族と話せて嬉しい」と語った．
＜環境＞への支援：生活上で起こる間違い行動には，
注意喚起の張り紙やセンサーマットなどの環境設定を
行った．また，認知症の影響も考慮し，間違い行動が
起こっても失敗体験に繋がらないよう支援した．加え
て，感染対策を行い，食堂など自室以外の場所でも過
ごす時間を設けた．結果，本人から「私も皆と一緒
にご飯を食べたい」と，他者交流を希望するように
なった．
＜作業＞への支援：「日記をつける機会がない」とい
う訴えには，家族に日記帳の持参を依頼し，「家族と
話す」という作業を行う際は，面接で得た情報を家
族に伝え，双方の想いが乖離しないよう支援した．そ
の際，家族からも不安や悩みを聴取し（例：トイレが
できるのか不安），関連作業の状況を定期的に報告し
た．結果，本人，家族とも「不安が少なくなった」
と語った．

【結果と考察】 退院時（50病日）の CAOD は47点，
HADS は不安が1点，鬱が8点に改善した．この結果
から，「人－環境－作業」への包括的支援は，OD や
精神症状の改善に寄与する可能性が示された．

作業遂行の基盤である「人－環境－作業」への包括的支援によって 
作業機能障害が改善した事例

○舞田　大輔（OT），後藤　玲奈（OT），吉永　寛生（OT），田中　慎一郎（MD）

医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院

キーワード：作業機能障害，（PEO モデル），作業遂行
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O-29 精神科デイケア高齢者向け転倒予防の取り組み
～転倒予防運動の効果について～

○竹谷　健太郎（OT），梅木　翼（OT）

医療法人社団豊永会 飯塚記念病院

【はじめに】 高齢化が進む昨今，高齢者の転倒は骨折
をはじめ，転倒恐怖心や閉じこもり，身体活動量の低
下など様々な弊害をもたらすとされている．厚生労働
省の平成25年国民生活基礎調査報告1）によれば，転
倒・骨折は要介護状態となる要因の第4位であり転倒
は高齢化が進む我が国にとって重要な社会問題となっ
ている．当院精神科デイケア（以下，DC）も高齢化が
進み利用者の転倒が増加傾向にある．そこで，平成
28年より転倒経験がある方や転倒予防に興味がある
高齢者を対象に転倒予防運動グループころばんタイム

（以下，ころばんタイム）と体力測定を開始した．精
神障害者は一般成人に比べ様々な体力的要素の低下が
報告されている．精神疾患を抱える高齢者に運動はど
のような効果があり，転倒予防に繋がるのか平成28
年，平成30年の体力測定の結果とアンケートと聞き
取り調査から検証した．

【倫理的配慮】 発表に関する個人情報の取り扱いにつ
いて，書面及び口頭説明にて同意を得ている．

【方法】 平成28年，平成30年に体力測定を受け，そ
の間ころばんタイムに参加した者を対象者とした．体
力測定の結果は対応のある t 検定を用いて解析し，転
倒状況はアンケートと聞き取りにて調査した．
・	ころばんタイム
	� スタッフは OTR2名，頻度は毎週4回，1回30分，

オープングループ．運動内容は，椅子座位で上肢，
体幹，下肢の順番でおこなう．上肢，体幹では，
転倒時に身体を支えられるよう可動域の維持拡大
とバランス能力の向上を目的としたストレッチが
中心．下肢は可動域の維持と筋力向上を目的とし
た運動を実施した．

・	体力測定
	� 年2回，転倒予防と関連が深い下肢筋力（CS-30），

立位バランス（開眼片脚立ち），歩行（10m 障害物
歩行）を実施した．体力測定後に転倒についてアン
ケートと聞き取り調査をおこない，後日集計した
データをもとに，ころばんタイムの運動内容を見
直し提供した．

【結果】 対象者17名，平均年齢66.7歳±10.7歳，男
性6名，女 性11名，疾 患 割 合 F2：59%, F3：35%, 

F7：6%. ころばんタイム平均参加回数週2.4回．
下肢筋力（CS-30）
　�平成28年：16.1±3.92　平成30年：20.0±5.46	

p. ＜0.01
立位バランス（開眼片脚立ち右）
　�平成28年：27.9±21.5　平成30年：33.4±23.9	

p. ＜0.39
立位バランス（開眼片脚立ち左）
　�平成28年：24.8±19.2　平成30年：34.7±22.9	

p. ＜0.07
歩行（10m 障害物歩行）
　�平成28年：10.6±2.4　平成30年：7.7±2.5	  

p. ＜0.00001
　左右立位バランスには有意差は認められなかったが，
CS-30と10m 障害物歩行には有意差が認められた．
アンケートと聞き取りから室内外でのつまずき，歩行
時に他者と接触する場面はあったが実際に転倒や骨折
はなかった，という結果になった．

【考察】 結果から下肢筋力と歩行の向上に効果が見ら
れ，立位バランスは有意差は認められなかったが機能
は維持，向上できることが分かった．アンケートと聞
き取りで，実際に転倒もないことから運動によって身
体機能を維持，向上することで精神疾患を抱えた高齢
者にも転倒予防効果が期待できると考える．また，体
力測定の結果をもとに運動プログラムを見直し提供す
ることも身体機能の維持，向上に有効に働くと考える．
さらに，ころばんタイムの平均参加回数が週2.4回で
あったことから，厚生労働省「健康づくりのための
身体活動基準2013」2）が推奨する1回30分以上，週2
回以上の運動に準ずることで，一般の高齢者と同様の
効果が期待できると考える．今後も，内服による身体，
精神機能への影響，認知機能の低下による影響など
様々な転倒要因があるため検証していく必要がある．

【参考文献】 
1）厚生労働省：平成25年国民生活基礎調査報告
2）厚生労働省：健康作りのための身体活動基準2013

キーワード：精神科デイケア，高齢者，転倒
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O-30

【はじめに】 今回，紹介事例は既往のパーキンソン病
による姿勢反射障害により転倒し，仙骨骨折を受傷．
自宅復帰を目指し回復期病棟に入院となった．
　本症例に対し MTDLP を活用し支援を行い，意欲
の高い歩行練習を行っていく中で，意欲の低い更衣動
作に対しても介助量軽減がみられたため，ここに報告
する．

【事例紹介】 70歳代・男性．体格は中背でやせ型，円
背．家族構成は妻と娘の3人暮らし．10年前にパーキ
ンソン病の診断あり．Hoehn ＆ Yahr の分類：Ⅴ度．
現在のパーキンソン症状としては，固縮，小刻み歩行．
障害高齢者の日常生活自立度：B2，認知症高齢者の
日常生活自立度：Ⅱ a. 介護保険：要介護2. ADL は
家族依存傾向．性格はプライドが高い．
　生活行為の目標は「したい事は散歩たい」との返答．
自己評価は実行度・満足度共に0/10点．

【作業療法評価】 疼痛評価 NRS：5/10点．認知機能
（HDS-R）：21/30点．筋緊張：肩甲帯と体幹背部，
大腿部に過緊張あり．
　ADL は FIM：47/126点．起立・立位保持は軽介助．
移乗は重度介助．移動は平行棒内歩行監視．更衣動作
は全介助．

【介入経過】 OT 開始当初：腰部疼痛により車椅子離床
時間20分程度．歩行練習を希望し積極的に行われる．
入院時のアナムネにて病前 ADL は家族依存傾向で，
全て中等度以上の介助が必要との情報あり．症例の性
格を踏まえ，更衣への介入を図っていくことにした．
4週後：腰部疼痛緩和し，起居動作介助量軽減あり．
更衣動作への介入開始．
8週後：座位安定し，体幹伸展，骨盤帯前傾出現し，
全身耐久性も改善あり．退院後訪問リハ再開時に着替
えて散歩にいくことを症例と確認し，合意目標を「週
2回着替えをして15分程度の散歩を行う」に決定する．
10週後：歩行練習は歩行器だが独歩の希望あり．転
倒リスクは高いが，症例と病棟スタッフ，リハスタッ

フ間で話し合い，独歩練習を開始．
11週後：屋外歩行で20分以上の連続独歩が可能．更
衣は協力動作出現，下衣の腰部迄引き上げには仕上げ
に介助が必要．家屋訪問実施し，自宅内と周囲の環境
を評価した．

【結果】 障害高齢者の日常生活自立度：B1. Hoehn ＆
Yahr の分類：Ⅳ度．認知機能（HDS-R）：23点 . NRS：
0/10点．筋緊張：体幹背部過緊張．
　FIM：84/126点．移動は車椅子4点から独歩6点．
更衣は上衣2点・下衣1点から共に4点．屋外歩行可
能だが，小刻み歩行は継続，転倒リスクは高い．自己
評価は実行度・満足度共に10/10点．

【考察】 今回，生活行為の目標を聞き取りした結果，
散歩を希望された．身体機能面は腰部疼痛があり全身
耐久性が低下し，ADL においては起居動作をはじめ
全般に介助を要していた．特に更衣動作は意欲低く，
全介助レベルであった．
　村上らは「ADL 能力の向上が高齢者を抑うつ状態
へと陥るのを妨げる，あるいは意欲の向上が高齢者の
ADL 能力向上に影響を与えるという可能性が示され
た」と述べている．今回，症例の意欲が高い歩行練
習を中心に実施し，意欲の低い更衣動作に対しても意
識が変化し，他の ADL 拡大にもつながった．目標で
あった歩行の改善に伴い，歩行への意欲が徐々に他の
ADL に対しても意識が変化し，意欲が向上したので
はないかと考える．

【おわりに】 今回，MTDLP の生活行為聞き取りが
「散歩がしたい」という意欲と ADL 拡大につながる
キーワードを拾うきっかけとなった．今後もこのきっ
かけを有効に利用し，日々の作業療法に活かし，
ADL の拡大に結び付けていきたい．

【倫理】 本研究はヘルシンキ宣言に基づいて倫理的配
慮を行い実施した．個人が特定されないこと，また得
られたデータは発表以外の目的では使用しないことを
説明し同意を得た．

散歩を目標に更衣動作の介助量軽減につながった事例

○中村　明治（OT）

社会医療法人親仁会 みさき病院

キーワード：意欲，歩行，意思決定
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O-31

【はじめに】 脊髄損傷者の障害後の心理変化を理解す
るためには，障害受容という概念が取り入れられる．
特に頸髄損傷者では四肢麻痺を起こすため本人や家族
などの心理的動揺は大きく病院や施設間，多職種との
情報共有は重要である．今回，症例に対して母として
の自信を再獲得するため生活行為向上マネジメントを
行ったので報告する．

【症例紹介】 家庭内の事故により頸髄損傷不全四肢麻痺
となった40歳代女性である．受傷時，神経学的損傷高
位は C6, AIS：B であった．家族構成は長男と次女の3
人暮らし，長女は県外で仕事をしている．受傷から3週
間後には次女の小学校卒業式が控えていた．住環境は
自宅前に坂と階段があり車の乗り入れが困難であった．

【治療経過】 受傷後，当院に救急搬送され同日，第5,6
頚椎後方固定術が施行された．19病日から高気圧酸素
療法が開始された．69病日に回復期病院に転院となった．

【介入内容】 
①身体・精神機能面に対しての介入
　受傷時は混乱期であったため介入に制限があったが，
身体機能や ADL の改善，母親としての意識を持つこ
とを目的に食事や整容，携帯電話の操作など机上活動
から開始した．食事と携帯電話の操作は，自助具を介
して目標は達成した．整容は，ICU では入浴ができ
なかったため手洗いから導入し，身だしなみを整える
意識の定着が目標となった．31病日に手指の分離運
動が見られるようになり自助具箸や粉薬袋の開閉，筆
ペンでの書字練習を追加した．その結果，娘に手紙を
書き，娘の卒業に対しての想いをつなげることができ
た．45病日に下肢の筋出力が確認され歩行練習が追
加された．
　急性期医療においては円滑に適応への努力期に移行
でき，車いす生活上の ADL は排泄と入浴以外は自立
となった．
②多職種と転院先との連携
　症例は看護師に娘への心配事や将来の生活に不安を

訴えることが多く精神的な支援が必要であった．ソー
シャルワーカーは車いす生活になった場合の生活の場
や失業した場合の社会資源の調整を行った．各情報を
共有して連携を図り支援した．また，転院先には歩行
の自立や自宅復帰の可能性があることを情報提供した．
③母親としての役割
　受傷時は娘の卒業式の準備や身体機能の低下，経済
的な問題，コロナ禍での面会制限など不安が強く治療
が進まない状況であった．携帯電話の操作が可能に
なったことで子どもとの連絡や卒業式の準備ができ，
少しずつ不安が解消され母親としての関わりができる
ようになった．さらに，我々が行っている養成校での
講義において，回復期病院との連携を経てオンライン
で講義に参加し，長女と同世代の学生に対して作業療
法での関わりやリハビリテーションの重要性を伝え，
入院中から社会貢献をする気持ちに変化していた．

【考察】 生活行為向上マネジメントでは目標や目的を
達成するために必要な課題を分析し，それらの解決の
ために手を打ち，組織的に成果をあげさせることであ
る．症例との関わりでは，整復が早く不全四肢麻痺で
あったため ADL は自立することが予測されたが，受
傷による混乱が見受けられ治療に専念できる環境では
なかった．そこで，不安を解消することを念頭に置き
娘との連絡を取る方法や自助具，動作の習得を優先的
に介入した．目標を共有し，一つ一つの課題が明確に
なったことで目標の達成と健全性維持のためにうまく
適応することができた．その結果，身体機能や母親と
しての役割，社会参加など早い段階で改善した．また，
その過程を回復期に情報をつなげることもでき有益で
あった．
　現在の症例は歩行が自立し，自宅復帰され就労を目
指している．

【倫理的配慮】 症例に対して本学会でのデータの活用
について説明し書面にて同意を得ている．

つなぐ想いと明日への挑戦
―  突然の怪我により娘の卒業式に参加ができなかった 
頸髄損傷者に対するMTDLP―

○塚本　倫央（OT），尾坂　愛菜（OT）

独立行政法人 労働者健康安全機構 長崎労災病院

キーワード：脊髄損傷，生活行為向上マネジメント，役割
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【はじめに】 生活期リハビリテーションでは，生活の
質の改善や社会参加を促す支援が求められている．今
回，「料理を家族に振る舞いたい」との希望が聞かれ
た症例に対し自宅での調理練習を行い，役割の再獲得
が可能となった．その結果，その他の行動変容を認め
た為，ここに報告する．本発表は当事業所の倫理委員
会の承諾を受け本症例に同意を得た．

【症例紹介】 70代女性．夫と2人暮らし．左側視床出
血後遺症による右片麻痺．既往に脊椎カリエスと第1
腰椎圧迫骨折あり．発症前は家事全般を本人が行って
いた．発症6ヵ月後に自宅退院し，その後当事業所を
利用となる．

【作業療法評価】 〈身体機能〉 要介護4. BI：70（移動・
トイレ動作：一部介助）．FAI：1点（外出）．BRS：右
上肢2，右手指2，右下肢4. 握力：左11.9 ㎏. 移動：軽
介助（サイドケイン，短下肢装具）．ADL 全般で腰痛
聞かれ，長時間の立位保持や歩行は困難．高次脳機能
障害：なし．〈精神機能〉 MMSE：26点 . COPM（調
理）：重要度8/10，満足度3/10，遂行度3/10. 本人の
ニーズ：なし．性格：意欲低下，自信喪失あり．

【経過】 
第一期〈基本プログラム〉
　介入当初は長時間立位困難であった為，疼痛コント
ロール，歩行練習，立位保持練習を中心に介入．1年
後，歩行安定性向上し4点杖へ変更．見守り～軽介助
で可能となった頃より本人より料理の希望が聞かれた．
段階的目標を「家族と分担しながら料理を作る」とし，
簡単な調理から実施する事とした．
第二期〈応用プログラム〉
　模擬練習は自宅を想定した環境で実施．立位・座位
での包丁操作は自立．立位作業は耐久性低下認め，1
～2分程で腰痛出現．座位作業は足台を使用する事で
作業の効率化が図れた．また材料固定の為に釘付きま
な板を提案した．

第三期〈社会参加プログラム〉
　実際に自宅で釘付きまな板を使用し，胡瓜の酢の物
作りを実施．立位・座位ともに調理作業は自立．足台等
の作業環境を評価し，動作の注意点や支援内容を家族
と共有した．本人や家族からは肯定的な発言が聞かれ，
調理練習後は週1回程度で娘と分担し実施されている．

【結果】 〈身体機能〉 要介護2. FAI：3点（外出・食事
の用意）．握力：左15.9 ㎏. 移動：4点杖近監視～軽介
助．〈精神機能〉 MMSE：25点 . COPM（調理）：重
要度9/10，満足度5/10，遂行度8/10.
　当事業所利用時も園芸・調理レクレーション参加等
活発な場面が増加．本人のニーズ：「1人で料理が出
来るようになりたい」家族のニーズ：「一緒に野菜を
作り料理がしたい」

【考察】 本症例が FAI の改善，ニーズの変化を認め
た要因として，成功体験や家族の肯定的なサポートを
得られた為ではないかと考える．状態変化に伴い調理
について目を向け始めた本症例は，模擬練習にて包丁
操作が安全に行え，自身の能力を認識した．また，作
業環境を調整し，効率化が図れた事で「自宅でも出
来るかもしれない」と自信を持つことが出来た．実
践では，自宅の環境においても負担が少なく作業が実
施でき，自信を深めた．また，家族と共に動作の注意
点や介助指導等アセスメントした事で不安が軽減し，
その後も調理頻度が増え，役割の再獲得に繋がったと
考える．元々の役割に着目する事は本人の実感を得や
すく，家族とも成果を共有しやすいと考える．今回，
家族からの肯定的な発言が聞かれた事で自己効力感が
より高まり，新たな関心を引き出す事に繋がったと考
える．野菜作りといった家族と共通の目標が立つ事で，
園芸等の活動に参加できるようになったと考える．

【まとめ】 細かい動作分析や現場でのアセスメントは
成功体験や正のフィードバックに大きく関与し，新た
な興味・関心を引き出すアプローチとして効果的であ
ると実感した．

自己効力感の向上により行動変容を認めた事例
～役割の再獲得に着目して～

○浦上　菜々瀬（OT）

医療法人清和会 老人保健施設 シルバーピア水前寺

キーワード：自己効力感，行動変容，家族支援
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【はじめに】 生活行為向上マネジメント（以下，MT-
DLP）を活用し，他職種と共通の目標を立てることで
身体能力・活動性の向上，介助量の軽減が図れたため
実践を報告する．報告に際し同意を得ている．

【対象】 事例は70歳代男性（以下，A 氏），妻・息子
と三人暮らし．退職後，陶芸が趣味で同敷地内に陶芸
教室を開き生徒が数人いた．また，陶芸作品を県美展
に出展，生徒にプレゼントもしていた．学校の野球の
指導者や町内会の役員等社会参加が多い方であった．
息子は仕事で県外に行き3ヶ月に4,5日帰る程度，主
介護者は妻．現在は陶芸教室を妻が引き継いで作品制
作に必要な道具は揃っている．認知面の低下がみられ，
X-1年3月にアルツハイマー型認知症と診断され定期
的に通院，X 年に左麻痺出現し右頭頂部に出血認め
入院，X 年6月退院となる．その後 ADL の介助量軽
減，安全な生活動作の獲得を目的に通所リハビリテー
ション・訪問リハビリテーション（以下，通所・訪問
リハ）利用開始となる．

【作業療法評価】 FIM：71点．要介護3．MMSE：16
点．Br-s：手指4～5，上肢5，下肢5で実用手レベ
ルであるが使用頻度少ない．一本杖軽介助レベルで
30m 程移動可能であるが注意障害，左下肢の引っ掛
かりあり，屋外移動時は短下肢装具装着．A 氏は陶
芸への思いが強く目標は ” 一人で陶芸をする ” であっ
た．妻は退院後直ぐで主治医から注意が散漫で認知面
低下あり，転倒リスクが高いとの説明を受け在宅生活
に対し不安感が強かった．そのため目標は ” 一人で歩
くことが出来てトイレに行ける ” であった．合意目標
は ” 趣味である陶芸作品を月に1個作成，陶芸教室ま
での移動は妻の付き添い，陶芸作品は妻の手を借りな
がら本人主体で実施できる ” とした．まだ陶芸を実施
できていないため自己評価は実行度・満足度ともに
1/10であった．

【介入の基本方針】 通所リハ利用時にレクなどを通じ
て他利用者と関わる機会を提供する．訪問リハでは妻

への介助方法の指導，話を傾聴し A 氏の現状を把握
する．自宅運動プログラムを用意し確認を実施する．
在宅生活が安定できるように身体機能の向上，移動・
トイレ・更衣等の動作練習・指導を積極的に実施し
徐々に陶芸作品制作に移行すると説明．情報共有は口
頭と文書の両方を使用する．

【介入経過】 退院後直ぐに自宅内で3回程転倒あり，
介入1カ月程で動作の安定性向上みられその後介入期
間では転倒なし．日中臥床傾向であったが座位でテレ
ビを見る時間が増え，歩行距離も伸び立位で休憩をし
ながら200m 程移動可能，妻の介助で病院受診等の車
での外出も可能となった．3カ月後に陶芸制作実施，
左上肢の認識低下，構成障害等あり工程の半分程度介
助にて実施，そのため目標は変更達成となった．陶芸
制作に対し A 氏は喜ばれたが思うように出来ずにや
や不満がみられた，妻は身体機能の維持を図るため陶
芸制作に対し意欲的であった．

【結果】 要介護2，FIM：79点で移動・更衣・トイレ
動作が改善．認知面は著変なし．実行度・満足度は共
に5/10．

【考察】 MTDLP を使用することで家族・他職種と A
氏の病態理解・今後の方向性を口頭と文書の両方で行
うことで認識がしやすく共通の目標理解が円滑に行え
た．また，通所・訪問リハ利用時に適した運動を行う
ことができ，身体機能の向上，介助量の軽減が図れた
と考える．今後，陶芸を通して作品制作のみではなく
指導者として継続した社会参加が行えれば身体機能・
活動性の維持・向上を図れるのではないかと考える．
妻の “ どんな状態でも家で診たい ” との思いもあり，
定期的なモニタリングをケアマネに依頼し在宅生活が
継続出来るように支援を継続していく．

生活行為向上マネジメントを活用し 
趣味である陶芸を通して活動意欲の向上に繋がった事例

○中西　撤矢（OT）

医療法人松城会 隼人温泉病院

キーワード：MTDLP，趣味活動，高齢者
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【はじめに】 今回，尿路感染症後の廃用症候群により
日常生活動作（以下，ADL），歩行能力の低下を呈し
た事例（以下，A 氏）を担当した．生活行為向上マネ
ジメント（以下，MTDLP）を用い介入した結果，歩
行や ADL の向上，調理動作を獲得し役割の再獲得に
繋がった．尚，今回の発表に関して A 氏と家族から
同意を得ている．

【事例紹介】 80歳代女性で夫と2人暮らし．アルツハ
イマー型認知症を呈していたが ADL や手段的日常生
活動作は自立しており家での調理や野菜の収穫を楽し
みにしていた．休日は夫と近所のスーパーまで買い物
に行くなど夫婦関係良好であった．自宅にて倦怠感や
食思低下出現し，翌日体動困難となり救急搬送．2週
間の安静臥床により認知機能や ADL，歩行能力低下
を認めリハビリテーション目的で当院へ転院となる．

【作業療法評価】 入院当初より改訂版長谷川式簡易知
能評価スケール（以下，HDS-R）15点と見当識障害や
短期記憶障害を認め病棟内での不穏や徘徊症状が観察
された．A 氏と目標を共有することが困難であったた
め夫と面接し自宅内での歩行や家事動作自立の希望が
聞かれた．入院1週間程で不穏や徘徊症状が軽減した
ため A 氏と再面接を実施．「家に帰って料理がしたい．
夫と一緒に買い物に行きたい」との希望が聞かれた．
合意目標を「夫と一緒に30分程度の買い物に行き，
毎日夕食を作る」とした．入院中のため実行度満足度
は1であった．Berg-Balance-Scale（以下，BBS）28
点で自室からリハ室までふらつきながら独歩可能で連
続200m 程度で疲労感あるが数分の休憩をとることで
再び歩行可能であった．Functional-Independence-
Measure（以下，FIM）運動項目64点であった．

【作業療法実施計画】 入院2週間で病棟内歩行や ADL
自立し4週間後には屋外歩行や外出，調理が実施でき
るとした．

【経過】 入院時より筋力増強訓練，立位バランス訓練
を取り入れることや病棟スタッフ付き添いでトイレや

デイルームでの歩行訓練を実施するなど入院1週間で
病棟内独歩や ADL が監視となった．また不穏や徘徊
時には共通の対応を図るなど精神的な面でも改善傾向
であった．さらにキッチンでの模擬的な家事動作訓練
に非常に意欲的であり活動性向上し，2週間後には病
棟内独歩や ADL 自立した．調理訓練では工程が少な
いお茶入れから開始することで難易度調整を行った．
火の管理や包丁操作などリスク管理しながらみそ汁や
カレーなど一品を作り，片づけまでの1時間程度立位
可能となった．
　3週間後より屋外歩行訓練を開始．連続500m で疲
労感強いが立位のまま休憩し再び歩行することで1 ㎞
程可能となった．また荷物を持っての歩行訓練を開始
し2～3 ㎏であればリュックサックに入れ連続歩行可
能となった．この頃には退院時期が決定し，入院4週
間後には外出訓練を実施．当院からコンビニまで
500m を休憩なしで往復することや店内での移動手段
の確認，購入品の袋詰め，リュックサックに入れて持
ち帰り調理するなど合意目標達成レベルまで改善を認
め自宅退院の運びとなった．

【結果】 退院1週間後に電話で合意目標の実行度満足
度を聴取した．退院直後から夕食作りを再開し実行度
満足度7であったが夫との買い物に関しては未実施で
あった．BBS：43点，FIM 運動項目：80点で改善が
みられたが HDS-R の変化はみられなかった．

【考察】 今回，MTDLP を用い「調理」を合意目標と
することで A 氏の強みに働きかけ自己効力感を高め
ることで活動性向上し安定した歩行能力の獲得や
ADL 自立，妻としての役割再獲得に繋がったと考え
られる．退院後は訪問リハの利用を検討しており生活
行為申し送り表を作成することで継続した支援により
安全で充実した日常生活が期待される．

認知症高齢者に対してMTDLPを用い， 
調理を通じて妻としての役割再獲得に繋がった事例

○大津　泰寛（OT）

医療法人松城会 隼人温泉病院

キーワード：生活行為向上マネジメント，認知症高齢者，IADL
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【はじめに】 腱板修復術後の術後成績には痛みや心理
社会的因子が影響していると報告されている（Patrick 
2019, Feng 2003）．今回，腱板修復術後の痛みにより
不安や破局的思考を認めた事例に対し，認知行動療法

（以下，CBT）を併用した作業療法（以下，OT）の実
践を報告する．事例には発表の趣旨を口頭と紙面にて
説明し，署名にて同意を得た．

【事例紹介】 事例は左肩関節腱板断裂の診断後に，直
視下腱板修復術を施行した60歳代の女性である．術
前の生活は夫と2人暮らしで，仕事は学校司書であっ
た．術後25日目に A 病院より転院となり，術後29日
目より日常生活動作の獲得へ向けた OT が開始となっ
た．後療法は術後4週まで外転枕固定，術後5週まで
スリングショット固定であった．事前情報より，事例
は痛みに対する不安発言を強く認めていた．

【初期評価】 初回面接時，目標設定のため Canadian 
Occupational Performance Measure（以下，COPM）
を用いて，「仕事の復帰」が挙げられ，重要度10，遂
行度1，満足度1であった．また，面接時に「動かす
のが怖い」「夜に痛みで目が覚める」といった痛みに
対する不安発言を認めた．痛みの評価は Numerical 
Rating Scale（以下，NRS）を用いて安静時痛が2/10，
運動時痛と夜間時痛が7/10であった．痛みの破局的思
考の評価は Pain Catastrophizing Scale（以下，PCS）
を用いて反芻14/20，無力感7/20，拡大視8/12で
あった．不安と抑うつの評価は Hospital Anxiety and 
Depression Scale（以下，HADS）を用いて不安10/21，
抑うつ6/21であった．認知行動療法の基本モデルで
ある概念化を実施し，痛み状況によって「動かした
から痛くなる」という自動思考が働き，不安や破局
的思考が増大し，これらが過剰回避行動へ繋がってい
ると考えられた．

【介入と経過】 介入初期は痛みに対する不安が強く，
対話による心理社会的支援により信頼関係の構築を
図った．対話の中で夜間時痛に対する不安発言を認め

ており，対処としてマインドフルネスを導入した．導
入後は夜間時痛が緩和され「夜の時間も嫌じゃなく
なりました」と不安も軽減した．これらにより自身
の状況を客観視することが可能となり，「今痛いのは
当然ですよね」と痛みの理解にも繋がった．
　術後35日目より装具除去後の運動不安を強く認め
たため，事例と協働的に不安階層表を作成し，段階的
な曝露を通して不安の軽減を図った．事例は日常で段
階的に術側を使用することで不安が軽減し，階層表で
最も不安の強い「1日中装具を外して生活する」を達
成した．
　退院時期が近づくと，COPM で挙げられた「仕事
の復帰」に対する不安発言を多く認めた．そのため，
仕事の中で実施可能な動作と実施困難な動作を精査し，
前者は実際に動作を確認し，後者は対処方法を協働的
に思案した．その内容は紙面にまとめ，仕事復帰後も
確認可能な形とした．最終面接時にこれまでの振り返
りや退院後の生活について質問すると「不安もあるけ
ど，これからの生活や仕事が楽しみです」と前向きな
発言を認め，術後58日目に自宅退院の運びとなった．

【最終評価】 COPM の「仕事の復帰」は遂行度6，満
足度8と向上した．NRS は安静時痛が0/10，運動時
痛と夜間時痛が共に2/10と軽減した．PCS は反芻
8/20，無力感2/20，拡大視6/12, HADS は不安7/21，
抑うつ5/21であり破局的思考や不安の軽減を認めた．

【考察】 腰痛患者の心理社会的要因に対して，CBT
は有効であることが報告されている（Shelby, 2018）．
事例は CBT を併用した OT を実践したことで自己理
解や不安の軽減へと繋がった．これらから腱板修復術
後の術後早期に痛みや不安を抱えた事例に対し，心理
社会的要因へ介入した OT は有効であることが推察
される．

腱板修復術後に認知行動療法を併用した作業療法実践により 
不安が軽減した事例

○尾﨑　直哉（OT）1），原　竜生（OT）1）2），許山　勝弘（OT）1），平川　義之（PT）1）， 
三宅　智（MD）3）

1）医療法人博仁会 福岡リハビリテーション病院， 
2）九州大学大学院 医学系学府 医療経営・管理学専攻，3）福岡大学病院 整形外科

キーワード：痛み，心理 • 社会的因子，認知行動療法

口述発表7 7月9日（日） 11：30～12：30　口述発表会場1（大研修室3）



― 45 ―

O-36

【緒言】 橈骨遠位端骨折術後には，痛みの認知的側面
である「痛みの破局的思考」が，その後の痛みの遷
延化，手の機能予後の低下を招くことが明らかにされ
ている．橈骨遠位端骨折後の CRPS type Ⅰの発症率
は20～40% の報告があり，急性期の疼痛管理は最重
要課題の一つである．本報告は，慢性疼痛患者に対し
て推奨されている認知行動療法（以下，CBT）を応用
し，痛みの悪循環からの脱却を図ることができた症例
を経験したため，以下に報告する．発表に際し，症例
の同意を得ている．

【破局的思考の測定】 破局的思考の測定には先行研究
にて信頼性と妥当性が確認されている Pain Catastrof-
hizing Scale 日本語版（以下，PCS）を使用した．PCS
は反芻，無力感，拡大視と3つの下位項目からなる．

【症例】 50代後半の女性，BMI26，利き手は右．仕事
は本業に加えて，掛け持ちでアルバイトを2つしてい
た．今回仕事中にトラックの荷台から転落し，右橈骨
遠位端骨折を受傷する．AO 分類 typeC で観血的整
復後に術翌日から作業療法開始となる．

【経過】 
1.	�教育：術後3日目と8日目の PCS は37/52点で NRS

は8/10で不眠の訴えが主訴として聞かれた．その
ため，患部の練習は最小限に止めて，教育と患部外
の運動療法を中心に実施した．また，運動の効果お
よび過度の安静のリスクについて説明を行い，誤っ
た認識を是正した．

2.	�ゴール設定：症例と毎日ゴールを確認し，プログ
ラムの自己決定の促しと成功体験を集積させた．
リハビリ日誌を通じて，日常生活の変化の有無や，
痛みの変化について記載させた．

3.	�プログラム：ゴール達成の具体的なプログラムを
症例と一緒に立案し，退院に向けて漸進的にセラ
ピストの hands-on の割合を減らし，ホームプログ
ラムを提案・説明した．

【結果】 術後8日目→16日目で記載する．NRS は8→5
である．PCS スケールは37点→25点でカットオフ値以
下に改善した．手関節の自動 ROM の背屈は0°→20°，
掌屈0°→30°，回内0°→60°，回外0°→60°である．
手指の動きに関しては，初期から比較すると手指の運動
の躊躇や速度，範囲の改善が確認できた．ADL ではペ
ンや箸の使用ができるようになった．作業療法介入期間
は16日間で終了した．夜の睡眠状況も改善したと聴取
できた．

【考察】 先行研究より急性期の破局的思考は術後8週
の疼痛強度と関連を示す報告があり，本症例の PCS
スコアと NRS は高い値を示した．また術後遷延性疼
痛の危険因子は，破局的思考に加えて，術後増強した
痛み，若年女性，肥満，過活動と危険因子を該当して
おり，慢性疼痛へ移行するリスクが高いと予測した．
　CBT は慢性疼痛患者に対して，有効性は確立され
ているが，急性疼痛に対しての CBT の報告はない．
臨床で橈骨遠位端骨後の手指の機能回復は，術後2～
3日で概ね回復し，安静時痛も早期に消失することを
多く経験する．しかし，本症例は NRS8以上の痛み
が続き，手指の運動障害も残存していたため，一般的
後療法に CBT 理論を付加した介入を行った．また教
育では，リハビリ日誌を使用したが，日誌を導入する
ことで症例の考えや行動，痛みの変化が可視化でき，
ゴール設定やプログラム立案の一助になったと考える．
一般的に急性期の痛みは日内変動を認め，痛みの悪循
環に陥る危険性が高い．そのため慢性疼痛へ移行しそ
うな症例を見極め，急性期では機能練習と並行して，
破局的思考の軽減に向けた評価と介入は重要と考える．

急性期，橈骨遠位端骨折術後患者の痛みの悪循環から早期脱却に向けて 
認知行動療法を行った一症例

○久保田　智博（OT）

独立行政法人 労働者健康安全機構 長崎労災病院

キーワード：橈骨遠位端，認知行動療法，患者教育
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【目的】 当院では2018年度より大腿骨近位部骨折患
者の臨床データを調査しており，リハビリテーション

（以下，リハ）の効果判定に役立てている．大腿骨近
位部骨折患者のクリニカルパス（以下，パス）は14日
間だが，入院期間は徐々に短縮しており，より充実し
た急性期リハが求められている．我々作業療法士（以
下，OT）は大腿骨近位部骨折患者に対し，多職種と
協同し基本的動作や日常生活動作の早期獲得に取り組
んでいるが，術後合併症の中でも特にせん妄の発症に
より，効果的なリハが困難となることも少なくない．
そこで今回，大腿骨近位部骨折患者のデータを後方視
的に振り返り，特徴を整理し，急性期作業療法の課題
について検討することを目的とした．

【対象と方法】 対象は2021年4月～2022年3月に当
院に入院した大腿骨近位部骨折患者114名（保存，死
亡，転科，術前歩行困難例等は除外）とした．調査項
目は対象の年齢，性別，受傷前の介護度，受傷前の認
知症高齢者の日常生活自立度，術後初回／14日目の
せん妄（日本語版ニーチャム混乱／錯乱状態スケール
24点以下）の有無とし，臨床的な特徴を整理した．ま
た14日間パスのアウトカム指標が「歩行器歩行練習」
であったことから，対象を術後14日目に歩行器歩行
練習を達成した群（達成群）と達成できなかった群

（未達成群）に分類し，2群間でそれぞれの調査項目を
比較・検討した．本研究はリハビリテーション実施に
ついて説明と同意を得ており，ヘルシンキ宣言に基づ
き対象者の保護について配慮している．

【結果】 対象の〈年齢〉 平均83.3歳，中央値86.0歳 
〈性別〉 男性30.7%, 女性69.3%〈介護保険〉 無し
36.0%, 要支援14.0%, 要介護50.0%〈認知症高齢者の
日常生活自立度〉 ［非該当］9.6%, ［1］43.9%, ［2a］
12.3%, ［2b］20.2%, ［3a］2.6%, ［3b］7.0%, ［4］3.5%, 

［M］0.9%〈術後せん妄〉 初回：有り46.5%, 14日目：
有り28.9% であった．2群間比較では達成群（63名）/
未達成群（51名）の順に，〈年齢〉 平均82.2/84.5歳，

中央値84.5/88.0歳 〈性別〉 男性34.9/25.5%, 女性
65.1/74.5% 〈介 護 保 険〉 無し44.4/25.5%, 要 支 援
17.4/9.8%, 要介護38.1/64.6%〈認知症高齢者の日常
生 活 自 立 度〉 ［非 該 当］11.1/7.8%, ［1］57.1/27.5%, 

［2a］9/15.7%, ［2b］11.1/31.4%, ［3a］1.6/3.9%, ［3b］
b6.3/7.8%, ［4］3.2/3.9%, ［M］0/2.0%〈術後せん妄〉 
初回：有り36.5/58.8%, 14日目：有り19.0/41.2% で
あった．

【考察】 当院における大腿骨近位部骨折患者の特徴と
して，高齢で女性の割合が多く，これは日本整形外科
学会の大腿骨近位部骨折全国調査（2020）と同様で
あった．術後せん妄の発症率は，大腿骨頸部／転子部
骨折診療ガイドライン2021と比較し高く，これは術
前の要介護者・認知症高齢者の日常生活自立度1以下
の患者，即ち術前から認知・身体機能が低下している
患者が多かったことが，せん妄発症に関係している可
能性があると考えられた．さらに，歩行器歩行練習未
達成群はより高齢で介護度が高く，術後せん妄の発症
率も高かった．過去の報告（Guo Y et al：2016）では
術後せん妄は入院期間の延長やその他合併症を招くと
いわれており，これらのことから術後せん妄対策の充
実が大腿骨近位部骨折患者に対する急性期作業療法に
おいて重要であると考えられた．当院ではせん妄を発
症した，もしくは発症リスクのある患者に対し集団活
動を行ってきたが，入院期間の短縮により効果的な実
施が難しくなっている．そのため OT では車椅子座
位での食事をすすめており，これは生活リズム形成や
食事摂取量維持に繋がり，さらに看護師との情報共有
の機会にもなるため，短期間で効果的な取り組みだと
感じている．せん妄の予防や改善には多職種による多
角的な介入が有効といわれており，相互の連携を強化
し，より効果的なケアを行うための体制づくりが今後
の課題と考える．

大腿骨近位部骨折術後患者の特徴整理
～せん妄に焦点を当てた急性期作業療法における課題の検討～

○宮本　祐希（OT），夏井　一生（PT）

地方独立行政法人 長崎市立病院機構 長崎みなとメディカルセンター

キーワード：大腿骨近位部骨折，急性期，せん妄
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【研究背景・目的】 手段的日常生活活動能力（Instru-
mental Activities of Daily Living：IADL）の評価は，
軽度認知障害（Mild Cognitive Impairment；MCI）
の早期発見や MCI から認知症への移行を予測する上
で重要な指標とされる．しかし，臨床で用いられる
IADL 評価の多くが MCI の早期発見や認知症への移
行を予測することに有用であるかは明らかにされてい
ない．そこで本研究の目的として，認知症が疑われる
高齢者において，IADL 評価が認知機能障害の程度に
よって差を認めるかを明らかにすることにある．これ
により，効率的な認知機能障害の診断を行うことが期
待できる．

【対象】 対象は2018年11月30日から2019年9月30
日までの間に，物忘れ外来を受診した65～90歳まで
の高齢者70名である．対象は主治医による診断がな
された者を選択し，Alzheimer’s disease（AD）群と
脳血管疾患の既往がない MCI 群，健常群のいずれか
に振り分け分析対象とした．また認知機能障害のタイ
プによる差を最小限にするため，対象を AD に限定
した．

【方法】 本研究は，当院を受診した高齢者を対象とし
た横断的研究である．調査内容は，診療記録から
MMSE-J 精神状態短時間検査改訂日本語版（Mini 
Mental State Examination-Japanese；MMSE-J），
老研式活動能力指標（老研式）の総得点とその下位項
目別の得点（手段的 IADL, 知的 IADL, 社会的 IADL），
年齢等の一般情報を収集した．統計学的手法は対応の
ない3群間の差の比較を行った．解析は SPSS Ver23
で解析を行い，帰無仮説の棄却域は有意水準を5% と
した．

【倫理的配慮】 本研究は全対象に書面にて説明を行い，
同意を得ている．なお，所属施設倫理審査委員会の承
認を得ている（承認番号：324）．また，本研究は企業
等と経済的な利益関係のない研究である．

【結果】 調査の結果，70名中43名が分析対象に該当
した．内訳は健常群10名，MCI 群15名，AD 群18
名であった．一般情報に有意差は認めず，MMSE（P
＜0.001）と老研式（P= 0.001）は3群の間で有意差を
認めた．老研式の得点（平均点±標準偏差）は健常群
10.78±1.48点，MCI 群8.40±1.92点，AD 群6.39
±2.99点で健常群と AD 群でのみ有意差を認めた

（P= 0.001）．老研式の項目別の差は健常群と AD 群
で手段的 ADL（P= 0.002），知的 ADL（P= 0.049）に
有意差を認め，その他の群間や項目では差を認めな
かった．

【考察】 認知機能障害の重症度が高まるほど，IADL
は低下する傾向にあった．IADL のうち，手段的
ADL と知的 ADL が健常者と AD 者の間で差を認め
たが，MCI 者はどの群とも有意差を認めず IADL の
特徴を示すには至らなかった．これは老研式が二項選
択法であり，IADL の実施状況などの質について評価
できないことが要因と考えられた．MCI の IADL 低
下の特徴として，実施に時間がかかることや効率の低
下など実行機能に関連する機能低下が指摘されている．
IADL の実際の状況を評価する為には環境や準備が必
要となり，物忘れ外来などでは実用的ではない．その
ため，IADL の実態を把握する上でも，IADL と関連
が強い実行機能検査を行うことが効果的な評価となる
可能性が示唆された．

【限界】 本研究の限界として，11ヶ月と短い期間での
調査であり，各群いずれも対象者数が少ない状態で
あった．対象者数を増やすことで，有意差がみられる
可能性がある．そのため，今後も対象者の情報蓄積を
行っていきたいと考える．

IADL評価の認知症鑑別検査としての有用性と課題

○重藤　旭（OT）

医療法人社団 高邦会 柳川リハビリテーション病院

キーワード：認知症，MCI，IADL
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【目的】 本研究は，当院回復期リハビリテーション病
棟（以下，回復期リハ病棟）に入院する認知症疑いの
ある患者に対し，転帰先が自宅または非自宅の要因と
なりうる項目を定量評価の中から抽出し，双方の二群
間比較を行う事で「自宅復帰」に必要となる特徴を
明らかにする事を目的とする．その特徴を踏まえ「自
宅復帰」に向けた効果的なリハビリテーションプロ
グラムや，早期からの医療介護連携を見据えたマネジ
メントを検討していく事が可能である．国が推進する

「地域包括ケアシステム」の更なる構築に回復期リハ
病棟の立場から寄与する事で，回復期リハ病棟の大き
な使命である「自宅復帰」を全うできると考え，今
回の調査・報告に至った．

【方法】 対象は2021年12月1日から2022年12月1日
の間に，当院回復期リハ病棟を退院した認知症疑い

（MMSE 23点以下）のある運動器疾患患者46名（男性
9名，女性37名），尚且つ入院前は自宅で生活された
患者を対象とした．自宅群（n=31）と非自宅群（n=15）
に分け，年齢，性別，診断名，在院日数，介護認定，
退院時移動手段，MMSE，退院時 Functional Inde-
pendence Measure（以下，FIM），の各項目の得点を
比較した．後ろ向きコホート研究で行い，本研究対象
基準を満たした患者について，電子カルテや担当セラ
ピストの報告書から情報を収集した．検定には，正規
性の検定の後，Mann-Whitney U test，対応のない t
検定，Fisher の直接確率法を用いた．それぞれ検定
において有意水準は5% 未満とした．本研究は，本学
会が規定する倫理指針を遵守し，医療法人おもと会大
浜第一病院倫理審査委員会にて承認を得て実施した．

【結果】 対象者総数は46名で，自宅群31名，非自宅
群15名となり自宅復帰率は67.3% であった．平均年
齢は自宅群で87.7±5.4，非自宅群で85.6±7.1で
あった．年齢，性別，診断名，在院日数において有意
差は認めなかった．一方で，介護認定では自宅群が認
定なし18名に対し非自宅群では3名，退院時移動手

段では自宅群では移動自立17名に対し非自宅群は0
名，MMSE 平均では自宅群17.9±4.4に対し非自宅
群は11.7±5.7となり有意差を認めた（p ＜0.001）．
また退院時 FIM においては全項目において有意差を
認めた（p ＜0.001）．更に，退院時 FIM における更
衣下，トイレ動作，ベッド移乗，トイレ移乗，浴槽・
シャワー移乗，移動，階段，表出，社会的交流におい
ては，より顕著な有意差を認めた（p ＜0.0001）．研
究結果により，自宅復帰へ影響する因子としてトイレ
動作・移動・表出・社会的交流が大きく影響する可能
性が高いと示唆された．

【考察】 先行研究において「自宅復帰には排泄行為に
関わる一連の行動が大きく影響する」との報告があ
り，本研究結果も同様に先行研究を支持する結果と
なった．この結果をふまえると，排泄行為獲得に向け
た介入は重要となる．認知機能低下のある患者に対し
て，移動やトイレ動作訓練を重視すると同時に，状態
に合わせた住環境や代償手段の検討を行う事が必要不
可欠である．更に，早期から住み慣れた地域での生活
再建に向けた医療介護連携を見据え，当事者や家族へ
の支援及び情報提供，関係機関との密なネットワーク
を構築し，在宅ケアへソフトランディングできるよう
努める事が肝要である．「有意差あり」として移動や
排泄行為等が重要視される結果となったが，排泄行為
自立でも自宅復帰できず，排泄行為介助でも自宅復帰
となった患者も少数見受けられた．それらは同居家族
の有無，家屋環境，地域との繋がり等の社会的側面が
影響しているのではないかと考える．今後更に調査項
目の幅を広げ継続して検討していきたい．

当院における認知症疑いのある運動器疾患患者の転帰先要因について

○山川　一晃（OT），下里　わかな（OT），渡名喜　良明（MD），新里　光（OT）

医療法人おもと会 大浜第一病院

キーワード：認知症，転帰，回復期リハビリテーション
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【はじめに】 当院の認知症治療病棟で学習療法を提供
しているレビー小体型認知症患者（以下，A 氏）に生
活行為聞き取りシート，興味・関心チェックリストを
用い，活動にパソコンを導入した．変更前後に活動の
質評価法；Assessment of Quality of Activities（以
下，A-QOA）を用いて比較・介入した結果，活動の
質の向上を認めたため報告する．本報告に際し対象者
の承諾は得ている．

【事例紹介】 A 氏，70代，男性．生活歴は病前，電気
メーカー等の事務職に従事．定年退職後，妻と二人暮
らし．現病歴は，妻が入院し X-1年3月より単身生活．
X-1年5月記憶障害，幻視が出現し精神科を受診．そ
の後も交通事故で警察が介入し，認知症を指摘される．
長男が様子を見ていたが対応困難となり X-1年6月
当院に入院．

【A-QOA とは】 A-QOA は活動の質（Quality of Ac-
tivities；QOA）の評価のための観察視点で21項目4
段階評定．高得点の方が活動の質が高いと判断（21～
84点）．評価結果に関連する20の支援ポイントを活
用し介入する．

【作業療法評価】 CDR 1点．時折，面接の事実を忘れ
る等，軽度記憶障害を認める．「ここは話が通じない
人が多く，気が狂いそうになる」「他患者を見ると，
足が悪くなるんじゃないか心配」と語り，単独での
病棟内散歩が日課．「退院したい」思いは強いが，家
族間の調整が滞り入院が長期化しつつある．
　学習療法（5回 / 週）では，A 氏に課題を渡すとす
ぐに取り組むが，自発的な様子はなく「暇つぶし」
と捉えている．活動の質の向上を目的に A-QOA 等
の評価を実施．A-QOA は38点．観察視点のうち，
活動の「開始」「集中」等は3点，「知識を示す」「満
足感・有能感を得る」等は2点，「好みを示す」「交
流」「回想」等は1点を示した．20の支援ポイントで
は「心が動く活動を選択する」「一人ひとりに目を配
り，適時，個別に関わる」必要性が高いことを示した．

興味関心チェックリストでは「してみたい作業」と
してパソコン，体操，散歩等を挙げた．生活行為聞き
取りシートでは「パソコンを楽しみたい」実行度1点，
満足度1点を示し「仕事でパソコンを使い人の役に立
つことが楽しかった」と誇らしげに語る．そこで演
者は評価結果をもとに「退院に向けて心身機能を維
持する」と目標を設定し，家族と共有してパソコン
を用意してもらった．そして ①楽しみの時間を作る，
②運動の継続を目的に X 年7月，エクセルで散歩記
録表を作成する活動に変更した．

【経過】 パソコン操作の査定を目的に，2週間のエク
セル練習を個別に実施．タイピングや関数挿入は遂行
可能．その後は演者と散歩記録表のデザインを一緒に
考え，A 氏自身で散歩記録表の作成に取り掛かった．
準備や片づけを自発的に行い，経験の少ないグラフ作
成にも挑戦．「好きだから疲れない．もっと時間が欲
しいくらい」「データ入力のため散歩の時間も増えた
し楽しくやれてます」「気が狂いそうになることも
減った」と語る．

【結果】 X+1年1月再評価．A-QOA は63点．活動の
「開始」「集中」「知識を示す」「好みを示す」「満足
感を得る」等は4点に向上，「有能感を得る」「回想」
等は3点に向上，「交流」等は1点で変化なし．生活
行為聞き取りシートのことは忘れているが「パソコン
を楽しみたい」は実行度9点，満足度9点を示した．

【考察】 A-QOA の結果示された支援ポイントを基に
A 氏の「心が動く活動の選択」「個別の関わり」に着
目し介入した結果，退院の思いが強い A 氏に対し，
楽しみな時間を作り，散歩の時間も増え，心身機能維
持に役立つなど活動の質の向上に繋がったと考える．
A-QOA の観察視点は A 氏に対し意味のある活動選
択・提供の一助となった．

A-QOAの活用により意味のある活動選択が実現し 
活動の質が向上した事例

○増田　達也（OT），平岡　敏幸（OT）

医療法人社団豊永会 飯塚記念病院

キーワード：認知症高齢者，活動，評価

口述発表7 7月9日（日） 11：30～12：30　口述発表会場1（大研修室3）



― 50 ―

O-41

【はじめに】 過去において不登校やこどもの困りごと
で病院を受診するケースはほとんど見当たらなかった．
これに対して現代では不登校や困りごとを病院で相談
しようとするケースが増えている．今回，当院児童思
春期外来に通院している不登校児との作業療法（以下，
OT）を通して得た経験より，作業療法士（以下，OTR）
と当院児童思春期外来における役割と可能性を考察し
報告する．なお本報告について，保護者に十分な説明
を行い，同意を得た．

【対象】 対象児は中学生である．小学生時に友達への
嫌がらせや問題行動を起こしたことをきっかけに教師
から繰り返し叱責や指導を受け，「学校には行きたい，
友達と遊びたい．けど人に会いたくない」との思い
から不登校，引きこもりとなっている．これまでに他
院で診察や発達検査を受けていたが，母親の希望で当
院児童思春期外来受診となる．

【経過】 対人希求性はあるものの，特に大人への不信
感が強いことに加えて，外出することへの不安感が強
くなり受診も断続的であった．そのため，大人への不
信感の軽減と受診への動機付けを目的に，遊びを中心
とした外来 OT の導入が行われた．定期的な外来 OT
に加えて，主治医指示により OTR を中心とした訪問
看護が導入された．しかし，これと同時期，登校の際
に教師から腕をつかまれ無理やり教室に登校させられ
たのをきっかけに完全不登校となり自宅へ引きこもる
ようになる．その結果，当院への通院も途絶えてし
まったことにより訪問看護による支援が中心となった．
一方，中学への進学をきっかけに教育機関との関りや
繋がりが途絶える危険性があったため，対象児と母親
同意のうえ，進学後すぐに訪問看護スタッフで登校予
定の学校へ訪問し校長と情報共有を行った．その後，
訪問看護へスクールソーシャルワーカー（以下，SSW）
も加わるようになり教育機関とさらなる連携を諮った．
更には当院にて担任，副担任，SSW と合同カンファ
レンスを実施し，これまでの経緯や特性の理解などの

情報提供を行い，登校へ向けた学校への配慮を依頼し
た．現在も，完全不登校で引きこもりのため，訪問学
習支援の導入検討や無理のない範囲での外出を目的と
した継続的支援を担っている．

【考察】 不登校というと我がままで登校したくないと
思われがちだが，我々は今回の対象児のように対人希
求性や登校意欲はあるものの不登校になっているこど
もたちがいることを忘れてはいけない．医療のみで不
登校や困りごとのすべてを解決できるわけではないが，
医療的なアプローチの可能性を求めて，より綿密な評
価をすることが重要となる．さらに支援の必要性が高
い児童ほどコミュニケーション能力に問題を抱えてお
り，自身の思いを言語化することが難しく，多岐にわ
たる支援導入までの道筋をつけることが困難になるこ
とも多い．本田らは「本人に自閉スペクトラムの特
性がある場合には，その特性を配慮した対応が必要と
なる．そのときに，周囲に理解不足な人がいると，本
人の意に沿わない余計な刺激を与えることで事態がこ
じれ，不登校が深刻化する」と述べている．今回の
対象児においても，本人の特性に配慮できない環境か
ら不登校や引きこもりに繋がったと考える．こうした
中で OT は，本人の思いや苦悩を理解し，必要に応
じた支援者との結びつけと，その支援者に対しての特
性や配慮方法などの提示が出来る可能性がある．演者
は今回，学校や社会に行きたくても行けないこどもた
ちの社会参加に向けた “ はじめの一歩 ” を OT を通し
て経験した．

精神科受診をした不登校児のはじめの一歩
～人とのつながりを拒むこどもに気づかされた作業療法の可能性～

○有馬　雄太郎（OT）1），柳田　信彦（OT）2），東畑　真優（RN）1），橋口　桃香（その他）1）， 
吉田　巌（MD）1）

1）医療法人敬愛会 玉里病院，2）鹿児島大学 医学部 保健学科

キーワード：発達障害，不登校，訪問看護
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【はじめに】 当法人は新生児医療施設（NICU）を有し
ており，毎年200名程度の早産児が退院する．また
NICU 退院児のためのフォローアップ外来も運営して
いる．早産児が健やかに成長するためには，退院後も
医療的配慮ばかりでなく早期から発達支援を受けられ
ることが望ましい．また早産児の多くは育てにくさが
あり家族の負担は甚大であるが，その負担に耐えられ
ない脆弱な家庭基盤の家族が増えている．これらのこ
とから，早産児には0歳からの発達支援だけでなくそ
の家族を支援する場が必要であるが，鹿児島市にはそ
のような施設がなかった．
　2022年4月，法人内に NICU 退院児のための0歳
から利用できる福祉型児童発達支援センター（以下，
発達支援センター）を開設した．以下に開設後の現状
を紹介し，新生児医療施設と同法人内に発達支援セン
ターが存在することの必要性について考察する．

【現状】 
1）	�新生児フォローアップ外来で発達支援センターを

紹介した症例の実際の登録率は9割を超え，開設
して半年で利用登録人数の目標値30名を達成する
ことができた．

2）		�利用登録児は12月で42名（登録時年齢0歳児30名，
1歳児12名）．紹介の理由は全ての児が運動発達や
精神発達の遅れがあり，家族背景として家族の不
安が強い家庭が7割を超えていた．

3）		�早期支援として発達支援（集団・個別療育活動），
家族支援（相談含），リハビリテーション，栄養指
導等を行った．

4）		�開設して半年後に，保護者対象に満足度調査を行っ
た．「子どもが通所を楽しみにしているか」で「は
い」83%，「事業所の支援に満足しているか」で

「はい」100% と高評価を得ることができた．
【考察】 登録率，及び利用登録人数の高さは，①医師
やスタッフが医療施設と発達支援センターの両方の業
務に参画しているため，早期から個別性のある支援を

計画することができ，入院・外来と切れ目なく介入し
発達支援センター紹介へと繋ぐことができたためであ
り，②入院加療で信頼関係が成立している医療施設
の医師やスタッフが参画していることで，家族は安心
して支援を受け入れることができたからだと考えられ
る．また保護者の満足度調査でも高評価を得ており，
子どもの成長を一緒に実感でき，身近に相談できる発
達支援センターの存在に対して，保護者の理解や受け
入れも良好であることから医療と福祉の共同での支援
は，今後も必要であると思われる．

【課題】 当発達支援センターは2歳までを対象として
いるため，2歳を過ぎたら各地域の発達支援事業所等
へ繋ぐ予定である．医療から福祉へと切れ目のない安
心した子育て支援モデルを構築できるように，今後も
地域の事業所等と協働を図っていくことが重要である．

早期支援をつなぐ　
～医療と福祉の共同事業モデル～

○渡辺　貴子（OT）1）2），新地　紗矢香（RN）1），丸山　有子（MD）1）2）

1）公益社団法人昭和会 いまきいれ子ども発達支援センターまぁる， 
2）公益社団法人昭和会 いまきいれ総合病院

キーワード：NICU，発達支援，家族支援
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【はじめに】 精神遅滞は，全般的な知的発達の成長の
遅れに伴い，日常生活や意思伝達，学習，社会適応に
影響を来たす．近年，障害を持つ子どもに対する治療
法として，応用行動分析学（以下，ABA）が注目され
ている．そこで今回，ABA の視点を用いた作業療法
実践により，食事動作の改善に良好な結果を得ること
ができた症例を経験したため報告する．なお，本研究
は，当院の倫理審査委員会で承認された後にご家族に
書面で承諾を得て実施した．

【症例】 3歳5カ月女児，未就園児，重度精神遅滞，1
歳6カ月健診で要観察となる．市の発達相談で医療介
入が必要と判断され，X 年に当院受診しリハビリテー
ションを開始した．X+2年より療育利用開始し，同
年療育手帳（A2）を取得した．多動，異食，睡眠障害
の傾向あり．

【評価】 遠城寺式乳幼児分析的発達検査法2歳11カ月
時，移動運動2歳6カ月～2歳9カ月（発達指数：73），
手の運動1歳0カ月～1歳2カ月（37），基本的習慣0
歳8カ月～0歳9カ月（24），対人関係0歳11カ月～1
歳0カ月（33），発語0歳10カ月～0歳11カ月（30），
言語理解0歳10カ月～0歳11カ月（30）. Wee　FIM3
歳3カ月時，39/126点（運動31点 / 認知8点）．食事
は着席するなどの関連行為は理解できているが，集中
は短く，咀嚼に時間がかかると離席がみられた．手づ
かみ食べは感覚遊びが主となることが多かった．食具
使用も困難であり食事は全介助であった．

【問題点と目標】 食具使用へは介助依存があり，意欲
と経験が乏しかった．食具の把持や回内回外の動作，
目と手の協応運動は不十分であり，口唇閉鎖が不十分
で食物の取り込みも拙劣であった．これらより，半固
形物をスプーンで自己摂取することを目標とした．

【方法】 介入期間6カ月間，週1回，合計24回，使用
頻度のやや高い左上肢でスプーンを使用して食事動作
訓練を実施した．初回は食具を握る動作から実施した
が，抵抗があり，癇癪や離席，反り返りが見られた．

課題分析後，逆行でのアプローチを実施した．具体的
には1. スプーンを口から引き抜く，2. すくってある
スプーンを口へ運ぶ，3. 支援者へスプーンを渡す，
4. 容器へスプーンを戻す，5. スプーンですくう，
6. 容器を支えてすくうの順で介入した．

【結果】 開始5週目には1. スプーンの引き抜き動作の
方向が安定し，6週目には2. すくってあるスプーン
を口に運ぶことができるようになった．10週目頃か
ら食材と食具を注視するようになり，12週目には
4. スプーンを容器へ戻すと同時に，5. すくう動作が
見られ始めた．22週目には全量自己摂取可能となっ
た．24週目には6. 皿の支持が持続するようになり，
作業療法は終了となった．

【考察】 本症例は知的発達の遅れにより適切な食事動
作を学ぶ機会を得ることが難しかったが，ABA を基
盤とする作業療法実践により，6カ月間で標的行動の
改善を確認することができた．ABA における逆行連
鎖化という，可能な動作から遡る介入が成功体験を導
き，動作獲得へ繋がった．作業療法疾患別ガイドライ
ンの中で，ABA は，ASD 児に対する作業療法の推
奨グレード A（岩永ら，2022）とされ，ABA の連鎖
化は，課題分析を行いスモールステップに分けて介入
するため，作業療法と類似している（塩津ら，2019）．
今回の作業療法実践において良好な結果が得られた理
由として，ABA によるスモールステップでの介入や
エラーレスラーニングでの介入が提供されたことが挙
げられる．これらの視点を取り入れることは，OT の
治療効果へも好ましい影響を与えるものと考える．今
回は単一症例での検討であったため，今後多数例での
検討をしていく必要がある．

応用行動分析学に基づく作業療法実践により 
食事動作の改善を認めた精神遅滞児の一例

○小崎　由果（OT）1），福元　康弘（その他）2），夏越　祥次（MD）1），井上　和博（OT）3）， 
窪田　正大（OT）3）

1）医療法人玉昌会 加治木温泉病院，2）鹿児島県 教育委員会 義務教育課， 
3）鹿児島大学 医学部 保健学科

キーワード：発達障害，応用行動分析学，ADL 訓練
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O-44

【はじめに】 近年の臨床実習現場（以下，実習現場）
では厚生労働省により，時間外にある学習も含め週
45時間以内とする実習時間が設けられた．当院での
実習現場においても，昨今の働き方改革や臨床の業務，
若手の作業療法士の増加による後輩育成の対応等によ
り，ゆとりのある実習指導が困難になりつつある．そ
のため，養成校との連携がより重要とされるが，地理
的時間的制約等により十分な連携が行えているとは言
い難い．本研究では，臨床実習における諸問題の中で
も，実習指導者と養成校との教育連携に着目した．実
習中の時間的，地理的な制約を解消し，シームレスな
連携を実現するための一助として，ICT を活用した
臨床実習支援システム（以下，支援システム）を導入
する方法を試みた．第一報では，支援システムを活用
した実習指導者における養成校との連携や指導の効率
性，実習指導者のストレスの現状を把握することを目
的とした．

【対象】 厚生労働省指定臨床実習指導者講習会を修了
し，支援システムを活用した実習指導者2名を対象と
した．

【方法】 支援システムとは，実習現場において，学生，
教員，指導者の3者間における円滑なコミュニケー
ションのサポートを目的に，クラウドを共有し実習内
容を可視化することで，より効率的な学生の実習状況
の把握が期待されるクラウド型システム（富士フィル
ムシステムサービス株式会社製）である．対象者に対
し，養成校との連携，指導の効率性，実習指導者のス
トレスに関する9項目から構成された，各項目1～5
点の5件法で回答する自記式のアンケートを作成し任
意で回答を得た．得点が高いほど，質問項目に対して
前向きと解釈する．アンケート実施後に，各項目と全
体的な印象も含めたインタビューを実施した．アン
ケートの作成，インタビューの内容の検討は，教員経
験10年以上の養成校教員と臨床での学生指導経験6
年の作業療法士で実施した．今回の研究に際し，口頭

での対象者の同意と当院倫理委員会の承認を得た．
【結果】 対象の2名から回答を得た．アンケートの総
計は，26/45点と25/45点であった．養成校との連携
は，6/10点と8/10点であった．指導の効率性は，
7/15点と6/15点であった．実習指導者のストレスは，
13/20点と11/20点であった．養成校との連携と実習
指導者のストレスは，前向きな結果であった．指導の
効率性は，後ろ向きという結果であった．インタ
ビューの回答内容は，養成校との連携において，「支
援システムをすぐ活用できて，共有してやり取りでき
る点がいい」，「電話よりも都合がつきやすい」と回
答した．指導の効率性では，「レジュメなどの訂正も，
業務の合間に支援システム内ででき，効率よく短時間
で指導ができた」，「業務中の指導時間は短かった」
と回答した．実習指導者のストレスでは，「変わりは
なかった」，「電子上で文献等を貼り付けて指導がで
き，逆にやりやすい」と回答した．全体的な印象では，

「業務に負担がなく，レジュメなどの修正や指導も短
時間で可能だった」，「電子上での指導があった方が
やりやすい」と回答した．

【考察】 支援システムを活用した実習は，実習指導者
と養成校の双方がリアルタイムに学生の状況を把握で
き，シームレスな連携を図れたことで，円滑な指導が
可能であった．そのため，実習指導者の業務負担が軽
減することで，前向きに捉えやすいものになったと考
える．一方で，実習時間の制約に伴う指導時間の確保
が困難なことにより，後ろ向きに捉えやすい部分もあっ
たと考える．以上より，支援システムの実習指導だけ
ではなく，従来の実習指導と併用したハイブリッドな
実習指導の運用方法を模索する必要があると考える．

当院における ICTを使用した臨床実習支援システム導入の試み
～第一報～

○中野　宏治（OT）1），藤田　賢太郎（OT）2）

1）社会医療法人 緑泉会 米盛病院， 
2）学校法人原田学園 鹿児島医療技術専門学校 作業療法学科

キーワード：ICT，臨床実習，連携
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O-45 人間作業モデルの教育が作業療法学生に与える影響に関する文献研究

○新川　正二（OT）1），山田　孝（OT）2）3）4）

1）伊敷病院，2）一般社団法人 人間作業モデル研究所，3）東京保健医療専門職大学， 
4）東京都立大学 名誉教授

【序論】 わが国では，作業療法理論の1つである人間
作業モデル（MOHO）に関する概念の理解を促し，研
究発展を図ることを目的として，学術団体である日本
作業行動学会が1991年の5月に設立された．その機
関紙である作業行動研究には，これまで大規模研究か
ら事例報告など，多くの研究の成果が蓄積されている．
近年では，MOHO を授業のカリキュラムに取り入れ
て，教育している大学や養成校が増加している．しか
し，MOHO の教育に関連した研究が，どのくらい行
われているかの実態は把握されていない．

【目的】 今回，MOHO の教育について，どのくらい
の研究がなされているかの実態を文献研究で整理し，
明らかにすることを目的とする．

【方法】 
〈文献の選定〉
　対象論文は，まず1993年から2022年12月までの

「作業行動研究」，「作業療法」をハンドリサーチで検
索した．次に Web で無料の検索データベースである
google scholar を利用して Web 検索を行った．キー
ワードを「人間作業モデル」「作業療法学生」「教育」
で組み合わせ，検索して人間作業モデルの教育実践に
関する研究論文を採用した．

〈分析〉
　アメリカのAgency for Health Care Policy Research

（ヘルスケア政策研究局，以下，AHCPR）のエビデン
スレベルに準拠してⅠa からⅣの6段階に分類すると
ともに，題目，筆者，掲載された雑誌と発表年，研究
の内容，量的研究と質的研究の別，量的研究の場合は
アウトカム，質的研究の場合は研究で得た知見，研究
デザインを表にして示す．整理した表から上記の目的
を検討していく．

【結果】 ハンドリサーチから特定された論文は2件，
Web 検索により特定された論文は1件，合計3件とな
り，これらはすべて介入研究であった．

〈エビデンスレベル〉
　3件の内，Ⅱa が2件，Ⅱb が1件であった．

〈エビデンスレベルごとの研究の内容〉
　Ⅱa は MOHO の教育を行った実験群と医学モデル

の教育を行った対照群を比較した論文が2件であった．
Ⅱb は人間作業モデルを用いた初年次教育プログラム
を試行し，学生の自己学習時間と学習に対する認識，
健康感，情動知能に対する効果を前後比較した論文が
1件であった．

〈アウトカムや研究で得た知見〉
　3件の介入研究で用いられたアウトカム指標は，作
業に関する自己評価（OSA）が2件，作業質問紙（OQ）
が2件，SF-36のスタンダード版自己記入式が1件，
情動知能の尺度（EQS）が1件であった．有意に改善
したアウトカム指標は，OSA, OQ, EQS であった．

〈研究デザイン〉
　ランダム化比較試験に必要な被験者数を，パワーア
ナリシスにより算出し，その結果，必要サンプルサイ
ズに達せられなかった2群の前後比較研究が2件，1
群の前後比較研究が1件であった．

【考察】 
〈�アウトカムで，共通してより良く変化したプロセス

について〉
　OSA では，2件の意志の満足度に有意差を認めた．
また2件の OQ でも，自己学習時間を有意に増加させ
た．このことは MOHO の教育を受けた経験により，
職業的アイデンティティを具体的に想像できたことが
きっかけとなり，人間作業モデルへの興味を高め，

「人間作業モデルはおもしろい」「もっと学んでみた
い」と思うようになり，「作業療法の世界観を一歩前
進して構築できた」と解釈した．そして「学べそうだ
な」と予想して，「前回おもしろかったから今日も，
人間作業モデルを勉強してみよう」と選択するという
意志を変化させる連続のサイクルが生まれたと考えら
れる．さらにこの積み重ねが習慣化に相互作用を及ぼ
し，結果，自己学習時間の増加につながったと考える．
　このプロセスは，Kielhofner が「自分が行うこと
を予想し，選択し，経験し，解釈するという意志のサ
イクルの側面を示している」と述べている意志の変
化の過程と，同様の変化を示したと考えられる．

キーワード：人間作業モデル，作業療法学生，教育
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O-46 VRが育てる多職種連携教育に対する学生の見識の変化

○四元　祐子（OT）1），山下　喬之（PT）2），小牧　祥太郎（ST）3），新留　寿（その他）4）， 
下井　俊典（PT）5）

1）学校法人原田学園 鹿児島医療技術専門学校 作業療法学科， 
2）学校法人原田学園 鹿児島医療技術専門学校 理学療法学科， 
3）学校法人原田学園 鹿児島医療技術専門学校 言語聴覚療法学科， 
4）学校法人原田学園 鹿児島医療技術専門学校 診療放射線技術学科， 
5）国際医療福祉大学福岡 保健医療学部 理学療法学科

【はじめに】 新しい作業療法士養成校指定規則の一部
改正では，卒業前における多職種連携教育（以下，
IPE）が求められた．また，文部科学省も21世紀医
学・医療懇談会二次報告にて「共通の価値観を有し，
互いを知ること，職種間連携の強化が重要である」
と示している．
　だが，各校に設置される学部や学科，附属病院等の
併設機関の有無等は異なることから，限りある学習環
境資源の範疇で IPE を実施せざるを得ない．今回，
Virtual Reality（以下，VR）で再現された臨床現場に
おける専門職種の協働場面を視聴体験できる VR 教材
を制作した．本稿では，VR 教材で IPE を学習した学
習者の感じた多職種連携の利点について調査した結果
を報告する．

【授業概要】 授業は，対象者の生活と切り離せない
「食」に関わる介入がテーマで嚥下造影検査に関わる
専門職種の実務を再現した VR 映像を使用する．初回
授業で，VR で学ぶ IPE の意義を提示し，2回目は医
療 VR 制作会社が制作した VR 映像教材を複数本体験
視聴し，3回目に摂食・嚥下の概要について学習した．
4回目に本校で制作した VR 教材を視聴し，最終回は
講座の総まとめを行った．

【調査と分析方法】 対象は，作業療法学科3年生17名
（4年課程専門学校）で初回と最終回ともに「多職種
連携の利点は何か？その理由を教えてください．」と
同様の問に対して，自由記述形式の回答を任意で求め
た．結果は，KH Codar3を用いて解析，頻出語と階
層クラスター分析を実施し，上位頻出語群と頻出語の
属するクラスターを分析した．

【倫理的配慮】 鹿児島医療技術専門学校倫理審査委員
会審査番号21013．利益相反については，文部科学省
専修学校における先端技術利活用実証研究の委託を受
けたものである．

【結果】 回答者数17名（回答率100%）．初回の分析対
象語数は，115語，最終回は125語が抽出された．初
回頻出語は，1位：患者（9），2位：多職種（6），3位：
作業療法士，治療，情報（4），4位：意見，自分，知
識，得る（3），5位：観点，気付く，見る（2）．最終
回頻出語は，1位：患者（10），2位：多職種（6），3
位：提供（5），4位：医療（4），5位：最適（3），6位：
介入，広がる（2）．階層クラスター分析の結果は初回，
最終回ともに4つに分類された．

【考察】 学生は，患者中心の多職種連携の実践を捉え
ていた．初回の解釈は，区分1「患者に関する専門的
な情報を共有できる」と区分2「多様な観点で治療方
法を立案できる」を統合し「患者に関する専門的な
情報共有で治療方法が立案できる」とした．最終回は，
区分1「患者へ最適な治療を施せる」と区分2「各職
種の役割を知ることで介入の幅が広がる」を統合し，

「各職種の役割を知ることで患者へ最適な治療を提供
できる」とした．すなわち，当該講座を受講した学
習者の感じた多職種連携の利点は，情報共有による治
療方法の立案から「お互いの職種理解により最適な
治療介入の幅が広がる」へと変容したと解釈した．
　今後は，IPE における VR の具体的利活用方法の検
討が必要である．

キーワード：多職種連携教育，Virtual Reality，作業療法学生
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P-1

【はじめに】 脳卒中後の上肢麻痺の事例に対して，麻
痺手の日常使用を促すための関わりを実施した．本事
例は Canadian Occupational Performance Measure

（COPM）で目標設定を行ったが麻痺手使用の行動変
容につながらなかった．Aid for Decision-making in 
Occupation Choice for Hand（ADOC-H）を用いて上
肢使用の目標設定を行ったところ，日常生活でも主体
的に麻痺手を使用するようになった．本事例を通して
上肢使用を促すための目標設定方法について検討した
ため報告する．尚，発表に関しては本人の同意を得て，
当院倫理審査委員会の承認を得ている．

【事例紹介】 40歳代，男性．診断名は右被殻出血．現
病歴は X 年 Y 月 Z 日に左片麻痺が出現した．Z+20
日に急性期病院から当院へリハビリテーション目的で
転院し，作業療法開始となる．元々コンビニ店長や塾
講師をしていたが，うつ病発症により休職．自宅で父
と2人で同居していた．

【作業療法評価】 初期評価時（Z+46日）の COPM（遂
行度，満足度）では「左手の袖通しを行える（4, 2）」

「ズボンを両手で通せる（4, 3）」「両手で髪を洗える（3, 
2）」「ドライヤーをかける（3, 2）」であり，麻痺手の
使用に関する目標が上がった．上肢機能評価の Fugl-
Meyer Assessment（FMA）の上肢項目は42/66点，
Motor Activity Log（MAL）は AOU2.5点 QOM2.7
点であった．「左手だとこぼれるから」「両手は離せ
ませんね」など麻痺側手のお椀の把持や，洗顔，更衣
の不安が強く，非麻痺側上肢で代償していた．

【問題点】 日常生活の上肢使用の不安感や疼痛により，
麻痺手の使用を難しく感じており，麻痺手を日常生活
動作に参加させることが困難となっている．

【治療目標】 事例の上肢使用に関する不安感に配慮し
ながら，麻痺手使用につながる課題設定を行い，麻痺
手が日常生活に参加することが可能となる．

【経過】 麻痺手の使用場面の課題を検討することを目
的 に ADOC-H を 用 い た（z+60日）．ま た，OT は

「生活でできる課題」を選択するように促した．事例
からは「背中を両手でタオルで洗うこと」「短時間で
髪を乾かすことができる」などの課題があがった．
ADOC-H 実施後から「ズボンを履くときも両手を使
います」「洗顔も両手を使ってみます」など麻痺手の
参加について発言が増加した．個別訓練では，
ADOC-H の課題を実践し，動画を使用したフィード
バックを行った．事例からは「今日は袖通しが上手
くいきました」「立っての洗顔もやってみました，意
外と大丈夫ですね」など自発的に麻痺手の使用した
報告を行うようになった．

【結果】 最終評価（Z+114日）では COPM（遂行度，満
足度）で「左手の袖通し（6, 5）」「ズボン（7, 6）」「髪
を洗う（7, 6）」「ドライヤー（5, 4）」に向上が見られた．
FMA は52/60点，MAL は AOU3.2点，QOM3.1点
に向上した．更衣の袖通しをはじめとした日常生活で
の麻痺手の使用が認められた．また病棟生活でも「麻
痺手を使うようにしている」という発言が増え，自
発的な麻痺手の使用が可能となった．

【考察】 森井ら1）は学習性不使用の原因として「麻痺
した手で思うようにできない」という体験が要因とし
て挙げられると述べている．本事例においても学習性
不使用の状態であると考えられた．OT は ADOC-H
を使用し「現状でもできそうなこと」に目を向ける
ように促した．また，日常で手を使う場面の絵から選
ぶという作業を通して，「この動作ならできるかもし
れない」と考える機会を事例と OT が共有したこと
が事例の行動変容に繋がったと考えられる．

【文献】 
1）�森井展子ら：脳卒中後遺症者が麻痺側上肢の不使用に至るプ

ロセス～壮年期あるいは中年期に脳卒中を発症した人の場
合～ . 作業療法39, 70～78, 2022

ADOC-Hを用いることで行動変容を促すことができた 
不安の強い脳卒中後上肢麻痺の事例

○高良　春花（OT）

博仁会 福岡リハビリテーション病院

キーワード：目標設定，行動変容，（ADOC-H）
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【はじめに】 利き手の機能障害は，Quality of life（QOL）
を低下させ，障害のレベルと QOL の低下は相関する

（Nichols-Larsen DS, 2005）．症例は利き手に重度麻
痺を呈し，自立した生活を送るも不便さを訴えていた．
そこで利き手の機能改善と生活での使用向上のため，
定期的に機能評価を行い，改善に合わせた治療を提供
した．そのためには，治療法を選択できる設備，症例
の理解力と意欲，耐久性が必要となる．今回その条件
を満たし，利き手の機能改善と生活での使用が達成さ
れた一例を経験したため報告する．本症例報告は当院
倫理審査委員会承認のもと，本人の同意を得て実施した．

【対象】 右利きの40歳代男性．診断名アテローム血栓
性脳梗塞．X 日，構音障害，右片麻痺が出現し A 病
院に救急搬送．左放線冠，基底核に急性期脳梗塞を認
め，保存的に加療．徐々に神経症状悪化し，X+12病
日，左中大脳動脈狭窄症に対し経皮的血管拡張，ステ
ント留置術を実施．その後は神経症状の悪化なく，日
常生活動作（ADL）自立，短距離独歩可能となり，
X+26病日当院転院，X+29病日に回復期リハ病棟に
転棟となる．回復期リハ病棟入棟時の上肢機能は，
Brunnstrom Stage（BRS）が上肢3, 手指2. 上肢 Fugl-
Meyer Assessment（FMA）は11/66点，Motor Ac-
tivity Log（MAL）のAmount of Use（AOU）と Quali-
ty of Movement（QOM）は共に0.1/5点．認知面は
Mini Mental State Examination30/30点，リハ参加へ
の耐久性は問題なかった．

【方法】 評価項目は，BRS（上肢 / 手指），FMA, Sim-
ple Test for Evaluating Hand Function（STEF），
Action Research Arm Test（ARAT），MALとし，評
価時期は，入院時，2週後，4週後，8週後，10週後と
した．

【治療内容】 入棟時より，持続的電気刺激と振動刺激併
用の促通反復療法（併用 RFE）を毎日30分と物品操作．
3週間後からの2週間，上肢リハビリ装置 CocoroeAR2

（AR2）を追加．5週目からの3週間，併用 RFE と課題

指向型訓練（TOA）に加えてTransfer Package（TP）
を20分実施．自主訓練は20分×6種類の2時間設定．
その後2週間は，TOA と麻痺手使用での ADL を継
続して行うよう促した．

【結果】 評価結果を，入院時，2週，4週，8週，10週
の 順 に 示 す．BRS（上 肢 / 手 指）は3/2, 4/3, 5/4, 
5/5, 5/5と改善あり．FMA は11, 25, 42, 55, 55/66
点，ARAT は0, 19, 48, 57, 57/57点と変化し，いず
れも併用 RFE と AR2実施後に改善．STEF は，0, 0, 
36, 75, 85/100点と AR2と TP 実施後に改善．MAL
の AOU は0.1, 0.4, 0.8, 2.9, 3.5/5点，QOM は0.1, 
0.1, 0.4, 0.9, 2.9, 3.4/5点と TP 後にいずれも大きく
改善し，その後も改善した．

【考察】 重度上肢麻痺患者へ機能改善に合わせて段階
的に介入した事で改善した機能を生活に汎化できたと
考える．重度麻痺では，手指は併用 RFE が有効（大西
仁志，2022），上肢近位部はロボット療法が有効であり，
特に随意性がある程度発現し始めた症例に有効（高橋
香代子，2016）との事から，FMA の屈曲共同運動が
9/12点となった時点で AR2を開始し，効果的に改善
したと考える．FMA の Minimal Clinically Important 
Difference（MCID）は 10 点（Arya KN, 2011），
ARAT の利き手の MCID は12点（LangCE：2008）で
ある事からも，併用 RFE と AR2は意味のある改善が
あったと考える．また，定期評価にて TP の適応基準
を確認し，治療を適切な時期に開始した事も，生活へ
大きく汎化された要因と考える．また症例の治療への
理解力や，2時間の自主訓練が可能な耐久性と積極性
も結果に繋がったと考える．

【結語】 結果より定期的な評価と結果に応じた治療を
提供する事が重要であると再確認できた．また，治療
の効果や適応を定期的に見直し，提供できる技術の習
得や，設備の検討が継続して必要と思われた．

重度上肢麻痺患者に対し 
機能の改善に合わせた段階的な介入を行った結果 
生活での麻痺手の使用が可能となった例

○鳥越　彩（OT），中薗　奈 （々OT），榎畑　純二（PT），福田　秀文（PT），上山　綱介（MD）

社会医療法人 恒心会 恒心会おぐら病院

キーワード：促通反復療法，ロボット，Transfer Package
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【はじめに】 近年，運動麻痺に対する介入として促通
反復療法（repetitive facilitative exercise：RFE）を
基軸としたさまざまな併用療法の効果が報告されてい
る．そして，持続的低振幅電気刺激下の促通反復療法

（RFE under cNMES）が RFE の効果を増大すると報
告されている．今回，脳卒中後に上肢麻痺，身体失認
を呈し，右上肢の不使用がみられた症例に対し，RFE 
under cNMES により上肢機能の改善を図り，一定の
効果が得られたため報告する．また，RFE と RFE 
under cNMES の効果検証としてシングルケース
ABA デザインを用いた．尚，本報告に際し症例に趣
旨を説明し同意を得た．

【事例紹介】 60歳代男性．右利き．心原性脳塞栓症を
左前頭葉に発症した．高次脳機能障害は運動性失語，
身体失認，観念失行，注意障害を認めた．急性期病棟
を経て，16病日に回復期病棟へ転床となった．デマ
ンドは，失語により聴取困難であっため Aid for De-
cision-making in Occupation Choice（ADOC）を 使
用し，更衣・トイレ動作の自立を当面の目標として提
示し同意を得た．

【初期評価】 16-17病日に初期評価を実施した．
Fugl-Meyer Assessment（ FMA ）：20/66 点，
Brunnstrom Recover.Stage（BRS, Rt）：Ⅳ-Ⅳ-Ⅵ. 
Simple Test for Evaluating Hand Function

（STEF）：実施困難．感覚障害は表在及び深部とも軽
度鈍麻．Functional Independence Measure（FIM）：
運動46/91点，総合56/126点となっており，トイレ
動作や更衣等に右上肢の参加がみられず一部介助を要
した．また，身体失認の影響により座位姿勢，臥位姿
勢時の右上肢の管理が不十分であった．

【方法】 本研究では，シングルケース ABA デザイン
を用いて効果検証を行った．各期間を10日間に設定
し，20～40分間の ADL 練習などの一般的な作業療
法を行った時間を除いて，A 期及び A’ 期は肩関節か
ら手指にかけての RFE のみを，B 期は RFE under 

cNMES を40分間実施した．電極は三角筋前部繊維，
上腕三頭筋，手指・手関節屈筋群及び伸筋群に貼付し
た．電流の周波数は50Hz とし，パルス幅は200μsec, 
mA は症例の不快感の程度に合わせて調整した．上肢
機能の効果判定は FMA の総合点・下位項目の数値を
グラフ化し，目視法で検証した．

【結果】 FMA の総得点・下位項目（肩肘前腕 / 手関節
/ 手指 / 協調性）は，初期評価時20点（17点 /0点 /3点
/0点）→ A 期終了時（28病日）32点（25点 /4点 /3点
/0点）→ B 期終了時（38病日）41点（29点 /6点 /6点
/0点）→ A’ 期終了時（50病日）44点（28点 /8点 /8点
/0点）であり，目視法にて FMA 手指のみ B 期で勾
配の傾きが大きかった．最終評価時，トイレでは両手
でズボンを下げる，更衣では上着の袖を右上肢で掴み，
左上肢でジッパーを上げる等の右上肢の使用が見られ
始めており病棟内 ADL は監視又は修正自立になった．
座位姿勢等の右上肢の位置は，毎回ではないものの自
己管理をする場面が見られていた．

【考察】 今回，FMA は A 期で12点，B 期で9点，A’
期で3点改善し，全体的な介入で計24点の改善を認
めた．A 期・B 期では，臨床上意義のある最小変化
量（MCID）9点を超える改善を示した．また，FMA
の推移をグラフ化し目視法で効果検証を行った結果，
B 期の下位項目（手指）で有意な結果を示した．身体
失認について，患者の身体所有感と運動主体感の再形
成が有用であり，身体所有感の生成には視覚情報と触
覚情報の時間空間的な同期が大切であるとされている．
今回，RFE が視覚情報，NMES が触覚情報となり統
合された結果，症例の身体失認に影響を与え，病棟生
活において両手動作や右上肢の管理が促された可能性
がある．

【おわりに】 本研究は ABA デザインを用いたが，よ
り詳細な検証のため BAB デザインや ABAB デザイ
ン等の介入や症例数を増やす必要があると思われる．

回復期脳卒中患者に対し持続的低振幅電気刺激下の促通反復療法を実施し
麻痺手の機能改善を認めた一例：
シングルケースデザインによる効果検証

○小川　良輔（OT），原　修平（OT），草野　嵩一朗（OT），池田　結花（OT）

社会医療法人三佼会 宮崎病院

キーワード：脳血管障害，回復期リハビリテーション，促通反復療法
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【はじめに】 脳卒中の自動車運転再開には．認知機能
と身体機能の両方が一定の基準を満たす必要がある．
今回，右利きの左視床出血により自動車運転再開を検
討した症例に対して，ドライビングシュミレーター

（以下，DS）を活用したことで，左上下肢での運転操
作改造後に自動車運転が可能となった症例を担当した
ため，報告する．なお，本発表を行うことに対して症
例に説明し，同意を得た．

【経過】 症例は50代前半，男性．病前は運送業者に勤
務し，主にドライバーを担当．診断名は左視床出血．
重度右麻痺（Brs：Ⅲ-Ⅲ-Ⅲ），右上下肢の軽度感覚障
害，軽度運動性失語症，顔面神経麻痺を呈していた．
復職目的にてX+15日後に当院回復期リハビリテーショ
ン病棟に入院．入院時は軽度運動性失語症の影響もあ
り HDS-R：14点 MMSE：25点，TMTA：87秒 B：
実施困難であった．X+51病日後に麻痺は中等度（Brs：
Ⅳ-Ⅴ-Ⅳ）まで改善し右短下肢装具装着状態となった．
認知機能も MMSE：30点まで改善し，TMTA：54秒
B：151秒であったため，自動車運転再開の検討を開始
した．ハンドル操作に関しては，DS にハンドスピン
ナーを使用した．
　X+51病日での評価では，選択反応測定における反
応動作の速さの平均時間は，右下肢操作で0.97秒（誤
反応22回），左下肢操作で0.8秒（誤反応5回）であっ
た．走行データにおいても，右下肢操作で「ウイン
カーなし4回」「合図の方向間違い5回」「急ブレー
キ操作2回」「停止線・踏切・赤信号での不停止2回」
と多く，全般的な項目として「進路間違い2回」「事
故発生2回」と麻痺側での自動車運転は危険な状況で
あった．左下肢での操作においても，「ウインカーな
し3回」「合図の方向間違い1回」「急ブレーキ操作1
回」「停止線・踏切・赤信号での不停止1回」みられ，
全般的な項目として「進路間違い0回」ではあったも
のの「事故発生2回」あった．訓練は，3/w 回，実
際のコースを左右の足で交互に訓練することとし，

7w 継続した．
【結果】 X+100病日にて再評価を実施．選択反応測定
における反応動作の速さの平均時間は，右下肢操作で
0.82秒（誤反応6回），左下肢操作で0.71秒（誤反応8
回）まで改善した．右下肢においては「ウインカーな
し2回」「合図の方向間違い1回」「急ブレーキ操作1
回」「停止線・踏切・赤信号での不停止0回」と初期
と比較すると改善し，全般的な項目として「進路間
違い1回」「事故発生0回」となった．左下肢での操
作においては，安定した走行が可能となったため，左
下肢での運転がより安全であると判断し，退院後の運
転再開に至った．

【考察】 脳卒中後の自動車運転再開に必要な認知機能
基準を満たした左視床出血の患者様に対して，DS を
用いて評価及び訓練を行なった．左右ともに自動車運
転再開の基準を満たしたものの，左下肢での運転操作
のほうが，走行が安定したためウインカー・アクセル
ペダルの交換を行うこととなった．麻痺側でのアクセ
ル・ブレーキ操作は，非麻痺側と比較して反応速度が
低下することが示唆された．これは，複数の作業を同
時に処理する工程で情報処理に時間がかかってしまい，
瞬間の判断が要求される自動車運転において誤操作を
起こす確率が増大する因子になりうると考えられた．
DS には，評価の項目以外にも操作訓練などの機能が
充実しており，実際の改造前にウインカー・アクセル
ペダルの擬似訓練を行うことで，患者様の操作能力に
合わせた段階付けが可能であった．今回の症例を通し
て，ウインカー・アクセルペダルの改造に伴った，左
下肢での動作代償訓練は必要であると考えられ，DS
を用いて反復して訓練を行なっていくことで，操作反
応速度の向上や継続した運転技能の獲得を容易にする
と考えられる．

脳卒中患者の自動車運転再開における 
ウインカー・アクセルペダル交換を検討した症例

○藤原　彰二（OT）

特定医療法人東筑会 東筑病院

キーワード：視床出血，ドライビングシュミレーター，利き手・利き足交換

ポスター1 7月8日（土） 11：10～12：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 頸椎後縦靭帯骨化症（OPLL）によるしび
れ感は，術後60% 程度の患者に残存し，治療満足度
や生活の質を低下させる．そのため，しびれ感の軽減
は作業療法（OT）において重要な治療目標であるが，
現時点で治療法は確立されていない．最近，Nishi ら

（2022）が，経皮的電気刺激をしびれ感に同調させる
新たな方法（しびれ同調 TENS）を開発し，一時的な
しびれ感の改善を報告している．一方で，しびれ感に
合併する感覚障害や身体表象の変化などについては検
討がなされていない．そこで今回，OPLL 術後のしび
れ感に対して，しびれ同調 TENS を行い，しびれ感
に加え感覚障害，身体表象に良好な結果を得た症例に
ついて報告する．

【症例と方法】 患者は50歳代後半の右利き女性．右手
のしびれ感を主訴とした脊髄症の改善を目的に C3-7
椎弓形成術が行われた．OT は術翌日より開始となり
早期の離床拡大を図った．術創部痛の軽減と OT 室ま
での歩行器歩行が可能となった術後7日より上肢評価を
行った．International Standards for the Neurological 
Classification of Spinal Cord Injuryの上肢 Motor 
Score は42/50点，Light Touch Score は20/20点，
Pin Prick Score は12/20点であった．運動感覚機能に
おいて，握力は右17 ㎏, 左11 ㎏，表在感覚は Sem-
mes Weinstein Monofilament Test（SWT）で右手掌
は4.31（防御知覚低下）から6.65（防御知覚脱失），二
点識別覚は示指で20 ㎜（正常：2-8 ㎜）であった．物
品操作において，Box and Block Test は右43個，左
45個，Nine Hole Peg Test は右26秒，左24秒であっ
た．しびれ感において，Short-Form McGill Pain 
Questionnaire-2（SF-MPQ-2）は7/10であった．ま
た患者は右手の膨脹感を訴え「手袋をつけているみ
たいにゴワゴワしている」，「手が腫れている」など
説明した．膨脹感を Visual Analogue Scale（VAS）
で測定すると60 ㎜を示した（0：通常の手のサイズ，
10：通常の手の2倍のサイズ）．手の周径を測定する

と，近位指皮線において両手ともに200 ㎜であった．
また正中神経刺激による体性感覚誘発電位の N20にお
いて潜時は右19.6ms, 左19.6ms，振幅は右1.91 μV, 
左2.27 μV であった．
　そこで，今回しびれ感に対して，Nishi ら（2022）
の方法に則り，しびれ同調 TENS の反応性を術後9
日に確認したのち，術後12日，19日，29日，30日に
しびれ同調 TENS を行い，実施直前と実施中に SF-
MPQ-2と VAS（しびれ感と膨脹感），感覚評価（示
指の SWT と二点識別覚）を行った．なお，患者には
治療目的と方法，定期評価，症例報告について十分説
明し，書面にて同意を得ている．

【結果】 術後12日，19日，29日，30日の評価値の変化
を実施直前と実施中の順で示す．SF-MPQ-2は10→ 
2, 8→1, 8→1, 8→1, VAS しびれ感は76→8 ㎜, 88→ 
3 ㎜, 86→2 ㎜, 84→0 ㎜, VAS 膨脹感は58→0 ㎜, 18 
→0 ㎜, 30→0 ㎜, 9→0 ㎜, SWT は4.31（防御知覚低
下）→3.61（触覚低下），2.83（正常）→2.83, 2.83→2.83, 
2.83→2.83，二点識別覚は12（異常）→8 ㎜（正常），8 
→8 ㎜, 8→8 ㎜, 8→8 ㎜であった．患者はしびれ同調
TENS の間，しびれ感の劇的な改善に驚き「しびれ
がなくなってうれしい」，「しびれがないときは自分
の手と感じる」との発言があった．また術後30日に
は，「手はしびれているが，（洗髪や箸・包丁操作）問
題なくできるようになった」と説明した．

【考察】 今回，本患者に対する，しびれ同調 TENS に
よる，しびれ感の改善は Nishi ら（2022）の報告と同
様に実施中のみであったが，身体表象（膨脹感）や感
覚障害においては，持ち越し効果を認めた．しびれ同
調 TENS は，しびれ感に加え，感覚障害や身体表象
に良好な影響を及ぼすことが示唆された．

しびれ同調経皮的電気刺激を行い右手のしびれ感や感覚障害， 
身体表象に改善が得られた後縦靭帯骨化症の一例

○豊栄　峻（OT）1）2），衛藤　誠二（MD）2），新留　誠一（OT）1），宮田　隆司（MD）2）， 
下堂薗　恵（MD）2）

1）鹿児島大学病院 リハビリテーション部， 
2）鹿児島大学大学院 医歯学総合研究科 リハビリテーション医学

キーワード：経皮的電気刺激，しびれ感，感覚障害

ポスター1 7月8日（土） 11：10～12：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 今回，変形性遠位橈尺関節症が原因で，
小指伸筋腱皮下断裂を呈した80歳代後半の後期高齢
者に対し，Sauve-Kapandji 法（以下，S-K 法）およ
び腱移行術が施行された症例を担当した．我々が渉猟
する限り，80歳代後半の高齢者に対する S-K 法と腱
移行術に対するハンドセラピィの報告はなく，組織の
脆弱化や装具療法への理解低下による拘縮の発生が危
惧されたが，術後早期よりリハビリ介入し，良好な結
果を得る事が出来たため報告する．

【症例紹介】 80歳代後半女性，右利き．既往歴は両側
変形性遠位橈尺関節症．現病歴は，初診の1か月前よ
り左小指が上がらず，左手関節痛も認め受診．伸筋腱
皮下断裂の診断にて S-K 法・腱移行術を施行され，
術翌日よりリハビリ開始．なお，発表にあたり本症例
には口頭で説明を行い同意を得た．

【手術所見】 手関節背側に皮切を加え，固有小指伸筋
（以下，EDM）の変性断裂を確認．遠位橈尺関節（以
下，DRUJ）を露出し，尺骨を骨切りした．尺骨頭を
Screw にて固定し尺骨棚形成とした．なお，尺骨骨
切り近位断端は腱固定を行い，最後に固有示指伸筋を
EDM に移行し，最大緊張下とした．

【初期評価】 術後1日目に実施．出血傾向のため ROM, 
Tip Palmar Distance（以下，TPD）未実施．NRS 安
静時0，運動時1. DASH score 60.3. 認知機能は，改
訂長谷川式簡易知能評価スケール30点であった．

【経過】 術翌日よりリハビリ開始．dynamic splint 下
に手指自動屈曲・他動屈曲伸展・減張位での等尺性収
縮運動を開始した．術後3週目より日中の手指自動伸
展運動開始し，伸展ラグ（以下，ラグ）は -45°であっ
た．夜間は dynamic splint 装着とした．術後4週目よ
り前腕回旋運動開始．術後5週目に退院し，外来リハ
ビリ継続．術後6週目に抵抗運動開始し，ラグは -30°．
術後15週目の最終評価時のラグは -20°であった．

【中間評価】 術後3週目に実施．他動 ROM（右 / 左，
単位：°）手関節掌屈80/45, 背屈65/55，小指屈曲

MP100/90 , PIP100/90 , DIP90/80，小指 伸展
MP30/30, PIP0/0, DIP0/5, 自 動 ROM 小 指 屈 曲
MP90/80, PIP90/85, DIP80/80，小指伸展 MP0/-45, 
PIP0/0, DIP0/0, TPD 両側0 ㎝.

【最終評価】 術後15週目に実施．他動 ROM（右 / 左）
前腕回内90/95, 回外90/85. 他動 ROM（左の変化点
のみ記載）手関節掌屈55, 背屈75. 小指屈曲 MP100, 
PIP110, 自動 ROM 小指伸展 MP-20. 握力は10.6 ㎏
/10.1 ㎏. NRS 運動時0. DASH score は23.1であった．

【考察】 S-K 法は尺骨遠位部の骨切除と DRUJ の固定
を行う手関節形成術であり，臨床成績は諸家により報
告されている．しかし，80歳代後半の高齢者に対す
る報告は本邦では見受けられない．今回，80歳代後
半の高齢者に対し，S-K 法・伸筋腱移行術後に早期
運動療法を行った．本症例は，断裂から手術まで1か
月以上経過しており，筋腱の伸張性低下に陥っている
ことが考えられたが，他動 ROM では著明な制限はな
い結果となった．大野らは，dynamic splint を用いて
リハビリを行った32指中21指で15度以上の伸展ラグ
がみられたと報告している．本症例もほぼ同程度の結
果であり，他年齢層と比較しても良好な結果を得たの
ではないかと考えた．その要因として，一つ目に自主
練習や装具指導を遵守出来た事が挙げられる．二つ目
に dynamic splint だけでは，十分な癒着予防や関節
可動域の獲得が難しいと考え，早期より減張位での等
尺性収縮運動や他動での手指屈曲運動を行う事により，
腱の遠位滑走運動を行った事が挙げられるのではない
かと考えた．最後に，最終評価時に化粧水を塗りにく
いという訴えは残存していた．今回化粧水を塗る動作
を模倣を交えながら動作指導を行っていたが，今後は
更に ADL 練習を工夫していきたい．

後期高齢者における 
変形性遠位橈尺関節症・伸筋腱皮下断裂の術後ハンドセラピィの経験

○有働　佑利子（OT），原田　貴正（OT），鹿野　健人（OT）

地方独立行政法人 大牟田市立病院

キーワード：早期運動療法，手指伸筋腱損傷，関節運動

ポスター1 7月8日（土） 11：10～12：00　ポスター会場（中研修室3）
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【序論】 COVID-19（コロナ）感染後には様々な神経
症状が続発することが報告されている．今回，我々は
精神機能低下を伴うギランバレー症候群（GBS）を経
験し，認知関連行動アセスメント（CBA）が，作業療
法を行う上での評価ツールとして有効であったため報
告する．

【症例】 病前は要介護4で施設入所していた80代女性．
ADL はシルバーカーにて自立していた．コロナ陽性
歴がある中，新型ワクチン接種2日後に全身の脱力・
嚥下困難が出現，末梢神経伝導検査でコロナ関連
GBS（軸索障害・脱随の混在型）と診断される．40病
日に当院転院となる．なお，発表にあたり症例に文書
と口頭にて説明し，同意を得ている．

【作業療法初期評価】 身体機能は，MMT：上肢4, 下
肢3，握力：右6.8・左5.2と上肢の近位部に比べ遠位
部の筋力低下が強かった．表在深部感覚ともに問題が
なく，認知機能は HDS-R は28/30, FIM は食事，整
容以外の項目で減点し，総計64/126となった．CBA
では総計12/30（意識，感情，注意が各2，記憶，判断，
病識が各3）を示した．意識レベルは時折傾眠を認め，
自発的動作は全身の耐久性低下，倦怠感や精神面低下
から乏しい状態であった．

【経過】 54病日までは耐久性低下や倦怠感から積極的
な運動トレーニングを実施できる状態ではなかったた
め，環境変化に対応するために一日のスケジュール表
をベッドの横に張り，症例の生活リズムを作りやすく
した．その上で，評価と障害像の共有や適切なアプ
ローチ抽出のため CBA 結果に基づいて作業療法を
行った．例えば，意識の項目では，日中傾眠傾向から
生活リズムが整うように病室を少量頻回に訪室した．
感情の項目では，自発的な動作を獲得するために物品
の配置・ポジショニングを調整した．注意の項目では，
刺激の少ない場から多い場へと段階付けを行い，他者
への興味を促した．当初は上手くいかない日々が続き，
食事量の減少がみられる日もあった．症例に対して傾

聴を行い，職員からの押し付けが苦痛だと訴えがあり，
無理させずに病室の環境調整だけは続けることを病棟
と情報共有を行った．110病日目，訓練意欲がみられ，
身障トイレまでの移動は前腕支持型歩行車歩行見守り
で可能となった．その他，食事摂取量の増加や整容・
更衣動作の自立，自発的な会話の増加がみられるよう
になった．

【最終評価】 150病日，MMT：上肢4, 下肢4，握力：
右10.2・左9.4，移動手段はシルバーカー歩行見守り
可能となり，排泄動作は自立した．意欲的な発言が増
加し，精神面安定・意欲向上により ADL は拡大した．
また，同室の患者様へ手助けを行う場面がみられ，同
室者へのお世話という役割を獲得した．FIM：総計
91/126．CBA：総計26/30（意識・感情・記憶が各5，
判断と病識が各4, 注意3）と改善した．

【考察】 症例は，倦怠感から自発的動作の低下やス
タッフへの不信感が強く，リハビリ介入に難渋した．
今回 CBA にて，日常生活を細分化し評価の視点を広
げることで，症例の訓練や自己意識への働きかけに繋
げることができた．また，傾聴から困り事を聞き出し，
環境調整や気持ちに寄り添った介入を続けることで信
頼関係の構築が可能となった．これらの介入を続ける
ことで，シルバーカー歩行獲得の動機付けが得られ，
積極的なリハビリに取り組めたと考えられる．結果，
CBA と FIM の点数向上を認め，ADL 向上だけでな
く，他者の手助けをする場面から役割の獲得もできた．
森田は CBA と FIM は相関が強いと述べており，症
例は点数の結果からも CBA と FIM の点数は比例し
向上がみられたため，CBA は有効であったと考えら
れる．

新型コロナウイルス感染後にギランバレー症候群を続発した症例に対して
CBAが有効であった1例

○松谷　美央（OT）1），高沢　梨沙（OT）1），平田　裕毅（OT）1），土井　篤（PT）2）

1）社会医療法人 青洲会 福岡青洲会病院，2）熊本保健科学大学

キーワード：ギランバレー症候群，コロナ感染後，CBA
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【はじめに】 当院では作業療法の一環として敷地内に
畑と水田を作り入所者に活動を提供している．今回，
入所者の QOL 向上を目的に「院内向け無人販売所」
と「水田における疑似的合鴨農法」を導入し，当院
介護医療院での屋外園芸活動の持続可能性を模索した
為，ここに報告する．なお，本研究はヘルシンキ宣言
に準じている．また，開示すべき COI はない．

【導入に至った経緯】 当院は入所者の多くが超高齢者
で認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上が9割，平均
介護度約3.8である．また，中山間地域に位置し農業
経験者が多いことから，作業療法の選択肢の一つとし
て屋外園芸活動の提供を行っている．しかし，活動は
作業療法中のみにとどまっており，入所者の QOL 向
上のためには他者交流の場や主体性の配慮が課題だっ
た．今回，作物の栽培・販売・準備・栽培という小規
模な経済活動を通して，入所者・職員間のポジティブ
フィードバック増加を図るため「院内向け無人販売
所」を導入した．また，活動と参加の促進のために
畜産経験がある入所者が多いことを配慮し「水田に
おける疑似的合鴨農法」を導入した．

【導入後の様子と課題】 「無人販売所」に関して，い
ままで屋外園芸活動と接点がなかった職員が活動を知
る機会となり，野菜を購入した職員が入所者に声をか
ける場面もわずかではあるがみられた．コロナ禍によ
り外部との対人交流が制限される中，施設内での対人
交流ツールの一つとなれるのではないかと考えられた．

「疑似的合鴨農法」に関して，低活動の入所者が自発
的にえさを蒔く，立位をとる等の動作に繋がり，活動
に消極的な入所者の屋外活動に対する発言が増加した．
しかし，両活動ともに想定した主体性の変化は得られ
ず，活動の提供方法や職員への掲示・働きかけ，効果
判定に課題があると考えられた．

【持続可能性の模索と今後の展望】 先行研究からも福
祉・医療施設等における屋外園芸活動を持続するため
には人的コストや活動資金の確保が重要な課題となる

と言われている．今回「無人販売所」により多少の
収入を得ることはできたが，活動規模から収支を黒字
化することは困難である．活動を持続するためには入
所者の QOL 向上に加え，施設にとっても屋外園芸活
動が有益であることを示していく必要性がある．今後
は，入所者・職員間での対人交流の変化をモデルに，
院内でとどまっている活動を家族や地域住民へ啓蒙し，

「家族や地域住民と入所者の園芸を通した交流」など
を企画することで，介護医療院に期待される地域貢献
活動への寄与を目指していく．

【まとめ】 今回，新たな活動を導入し主観的ではある
が入所者の活動性の向上，職員の入所者に対する声掛
けの変化など肯定的な反応がみられた．しかし，想定
した主体性の変化は得られず，入所者に対する客観的
な効果判定は不十分である．また，コストに対する有
益性が示せていないことが大きな課題となっている．
今後は入所者や職員に対する効果判定を進めるととも
に，入所者・施設・地域にとって屋外園芸活動が有益
であることを示すことが，活動の持続可能性を追求す
ることに繋がると考える．

【参考文献】 
信州大学農学部 AFC 報告：長野県下の福祉施設および医療施
設における農・園芸活動の実態と両方的活用に関する調査研究．
藤田政良・萩原新，2003

当院介護医療院における屋外園芸活動の持続可能性を模索して

○鳥居　冬通（OT）

医療法人博悠会 博悠会温泉病院

キーワード：認知症高齢者，園芸，（介護医療院）
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【序論】 我々は，COVID-19拡大前の地域在住高齢者
が大切にしている活動の特徴について，性別や年代別
に報告した（下木原，他．2022）．しかしながら，
COVID-19の流行によって高齢者の活動は一変したと
言える（Kim J，et al., 2021；Shimokihara S，et al., 
2021＆2022）．また，地域在住高齢者の大切な活動の
満足度は，抑うつやアパシーと関連することが報告さ
れており（Maruta M，et al., 2020＆2021），高齢者が
大切にしている活動の特徴だけでなく，満足度との関
連性を縦断的に検討する必要がある．

【目的】 本研究では，COVID-19拡大前後の地域在住
高齢者の大切にしている活動とその満足度について，
作業選択意思決定支援ソフト（ADOC）を用いて縦断
的に調査し，その特徴と満足度の変化を明らかにする
ことを目的とした．

【方法】 大規模地域コホート研究である垂水研究の
2018・2021年度に継続参加し，ADOC によって大切
な活動とその満足度に関するデータが得られた65歳
以上の地域在住高齢者271名（平均年齢73.3±5.3歳，
女性62%）を分析対象とした．なお，脳卒中・パーキ
ンソン病・うつ病・認知症の既往のある者やデータ欠
損者は除外した．ADOC に含まれる活動のうち，参
加者が検査者との面談によって選択した3～5つの大
切な活動とその満足度について，2018・2021年度で
中央値を比較し，「満足度低下群」または「満足度維
持・改善群」に分類した．さらに，参加者が選択し
た大切な活動の特徴について，ADOC の8カテゴリ
に分類し，各年度で集計を行った．データ集計及びプ
ロットには R ver.4.2.2を使用した．なお，本研究は
鹿児島大学疫学研究等倫理審査委員会の承認を得て実
施し，参加者全員からインフォームド・コンセントを
得ている．

【結果】 満足度低下群は73名（平均年齢73.6±5.5歳，
女性56%）であった．満足度低下群は，満足度維持・
改善群（198名，平均年齢73.2±5.2歳，女性64%）と

比較すると，COVID-19拡大後の2021年度では，「対
人交流」（-18%），「家庭生活」（-9%）の選択割合低
下，「セルフケア」（+14%）の選択割合増加が顕著で
あった．具体的な活動の変化割合の特徴として，満足
度低下群は「対人交流」カテゴリの「家族 / 友人と
の交流」（それぞれ , -16% / -7%），および「家庭生
活」カテゴリの「掃除」（-7%），「炊事」（-6%）の
選択割合低下，「セルフケア」カテゴリの「健康管理」，

「食事」の選択割合増加（いずれも , +8%）が顕著で
あった．

【考察】 本結果より，COVID-19拡大後に満足度が低
下していた高齢者は，大切な活動の内容が，対人交流
や家庭生活といった所属感や役割に関するものから，
セルフケアなど自分自身に関係する活動にシフトした
ことが推察された．これは，COVID-19流行に伴う
健康への不安感や，外出自粛・行動制限といった新し
い生活様式への適応を余儀なくされ，地域在住高齢者
の大切な活動の内容が変化し，その満足度が低下した
ことによるものと推察される．作業療法士は New 
Normal な生活様式に応じて，個人の大切にする活動
を検討・支援していく必要があると考える．今後は，
統計学的な差異についても詳細に検討していく必要が
ある．

COVID-19拡大前後の地域在住高齢者における大切な活動の特徴および 
満足度の検討

○下木原　俊（OT）1）2），日高　雄磨（OT）1），赤崎　義彦（OT）1），中原　怜奈（OT）3）， 
田平　隆行（OT）4）

1）鹿児島大学大学院 保健学研究科 博士後期課程，2）日本学術振興会 特別研究員（DC2）， 
3）鹿児島大学大学院 保健学研究科 博士前期課程， 
4）鹿児島大学 医学部 保健学科 作業療法学専攻

キーワード：ADOC，COVID-19，高齢者

ポスター1 7月8日（土） 11：10～12：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 ベッド上での寝返りが困難な患者に対し，
一般的にポジショニングや定時の体交を行い，褥瘡・
拘縮の予防を図っている．しかし，足関節は，立位や
座位の機会が減少すると，背屈位を取る機会も減り，
足関節の拘縮による下垂足を呈する患者も少なくない．
さらに，環境的要因として体動が困難な症例では，布
団の重みにより足関節底屈位を強いられることが考え
られる．そこで，布団の重みを除去できるガードと足
関節の良肢位保持が可能なフートボード様の背屈保持
装置を作製し，足関節可動域の改善がみられたため報
告する．

【目的】 ベッド上で過ごす時間が長く，下垂足を呈し
た患者に対し，作業療法と環境の面から介入すること
で，下垂足の軽減・予防を図り，移乗動作時の介助量
が軽減し離床活動を促進することを目的とした．

【対象】 対象は左大腿骨転子部骨折術後の80歳代女性
であり，既往にアルツハイマー型認知症を呈しており，
HDS-R は4/30点であった．症例は転倒により受傷し，
約2週間後に当院へ入院され，左右の足関節に背屈
-10°の制限と伸張痛を認め，起立・立位は最大介助
レベルであった．臥床時は概ね仰臥位で過ごし，病識
が低いこともあり，セラピストが寝返りや足関節を動
かすよう促すが，理解が得られない状態であった．介
入により可動域の既時的な効果を認めるが，持続効果
は得られなかった．

【方法】 下垂足の要因の1つとして臥床時のポジショ
ニングと足部にかかる布団の重みがあると仮定し，布
団の重さは上皿はかりを布団の中に置き測定した．布
団の重みを軽減するためにガードを設置し，足部を良
肢位で保持できるよう背屈保持装置を作製した．作製
したガードは，ハンガーネットを使用し，幅75 ㎝・
高さ25 ㎝・奥行2 ㎝に作製し，背屈保持装置は段ボー
ルを加工し，足部の内反・底屈を抑制できるようフー
トボード様に作製した．その後，両方のツールを活用
したポジショニングを看護師，介護士と3週間継続し，

作業療法はこれまで通りの介入を行った．今回の発表
に際し家族・本人へ書面にて同意を得た．

【結果】 計測した布団の重さは1枚で300g, 2枚重で
650g であった．ガードと背屈保持装置を提供して1
週間ごろから起立時の支持性が向上し，中等度介助で
の起立・移乗が可能となった．2週間目には足関節背
屈の可動域が0°まで改善し，起立・移乗動作は軽介
助で可能となった．3週間目には，移乗動作は支持物
を使用し接触介助レベルとなり，馬蹄型歩行器歩行で
の移動が可能となった．

【考察】 下垂足の原因として，臥床傾向による筋力低
下，足関節への荷重不足が原因と考えていたが，臥床
時，常に布団をかけている様子から，荷重不足だけで
なく布団の重みも関与していると考えた．布団の重さ
は，1枚で300g, 2枚で650g であり，常に足関節が底
屈方向に圧迫されていた．健常者は，寝返りにより圧
の分散を図ることが出来る．しかし，身体・認知機能
低下により寝返りが困難な患者の場合は，底屈方向へ
の圧が継続し，下垂足を強める環境となっていること
が考えられる．その問題に対し，ガードを作製して除
圧を図り，背屈保持装置により足関節の良肢位を保つ
ことで改善につながったと考えられる．

【まとめ】 今回の取り組みにより，布団の重みが下垂
足に至る要因となることが考えられた．今後は，身体
状況だけでなく，生活環境面への配慮も作業療法士の
視点で行う重要性を感じた．下垂足を始め，長期の臥
床による身体への影響は大きく，自宅復帰が困難とな
るケースも多くみられる．そのような事例に対し，病
棟内の環境にも目を向け，長期臥床による悪循環を早
急に離脱することが出来るよう，継続して取り組んで
いく．

布団の重みを除去する事で， 
足関節の可動域が改善した症例についての報告

○永田　真人（OT）

医療法人 福岡桜十字 花畑病院

キーワード：下肢，ポジショニング，拘縮
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【はじめに】 12年前にアルツハイマー認知症の診断を
受けた母が，認知症が重度となった今でも住み慣れた
自宅にて独り暮らしを送っている．独居での在宅生活
を可能にしてきたのは，デイケアやヘルパーなどの社
会福祉サービスに加え，生活における道具や生活動作
の工夫など環境整備の役割は大きい．今回は WEB 防
犯カメラ（以下，カメラ）の活用について，若干の考
察を加えて報告する．なお本発表において報告すべき
利益相反関係はなく，また演者以外の家族の同意も得
ている．

【症例】 母の年齢は81歳．診断名はアルツハイマー型
認知症であり，69歳のときに診断を受けている．2010
年の認知症診断時は，MMSE：19/30 点・FIM：
100/126点にて要介護度は要支援2であった．その後，
徐々に認知症が進行し，2019年には MMSE：0/30
点・FIM：25/126点で，ADL はほぼ全介助となり，
要介護度は要介護5となる．同年，精神保健福祉手帳
1級に認定される．今ではコミュニケーションもほと
んど取れず，4年程前より家族も認識できなくなった．
キーパーソンは3子中の第3子の次男（演者）で，別
居しており，30分程度離れた所から毎朝訪問し，1時
間程度の介護を行っている．社会福祉サービスは，毎
日夕方に1時間の身体介護ヘルパーと週5回のデイ
サービスを利用している．12年間の自宅以外での生
活は，転倒による左大腿骨頸部骨折や内臓疾患による
1ヵ月程度の入院2回と2週間程度のショートステイ
を1度利用したのみである．

【機器の使用について】 カメラは，認知機能的に電話
が使えなくなったため，電話に代わるコミュニケー
ション手段として，また在宅時の所在位置把握を目的
に使用開始した．その後，転倒や BPSD による不穏
や問題行動の確認のために使用範囲を拡大して用いて
いる．認知症重度となった現在では，安否確認として
腕時計型脈拍計（スマートウォッチ）での遠隔モニタリ
ングと共に，カメラによる視認を行っている．他にも，

就寝時の消灯や部屋の温度管理のための空調による環
境設定も演者が携帯電話にて遠隔操作を行っている．

【考察】 母が重度認知症であるにもかかわらず，長年，
独居での在宅生活を支えているのは，①社会福祉サー
ビスの利用 ②作業療法士視点での環境整備と共に，
③IoT 機器の活用が大きいと考えている．中でもカ
メラは母の状況把握という点で介護初期より導入して
おり，遠隔にて安全確認ができるため介護者の心身の
負担軽減になっている．また，認知症中等度の時期の
BPSD による粗暴行為や，アルツハイマー型認知症に
よる意志疎通の難しさから介護者が苛立つこともある
が，介護時にカメラが作動していることを認識するこ
とにより介護者の感情をマネージメントすることにも
つながっている．
　そのようにカメラの使用が認知症介護の負担を大き
く減らしている一方で，見られている側のプライバ
シーを侵害されやすいことから，導入には第三者の意
見を踏まえ十分検討する必要がある．

重度認知症の母が住み慣れた家で独居生活を送るための防犯カメラの活用
～家族の介護負担軽減と介護者側の感情マネージメント効果～

○末廣　昌平（OT）1），柳田　信彦（OT）2）

1）鹿児島県立姶良病院，2）鹿児島大学 医学部 保健学科

キーワード：防犯カメラ，認知症，在宅介護
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【はじめに】 今回，MTDLP の活用と地域包括支援セ
ンターの協力の元で，福祉機関と連携し，就労が可能
となり，前向きな生活や機能向上に繋がった当施設の
利用者について，本人の同意を得た上で介入の経過や
結果について報告する．

【事例紹介】 主疾患：右被殻出血，前職：大工
介護度：要介護2
既往歴：モヤモヤ病7歳，脳出血40歳
経　過：急性期・回復期での入院中は疼痛や障害受容
が困難な状況．鬱傾向で自殺企図あり抗うつ剤（ミル
タザピン）服用．常時見守りを要する為，母親宅（妻
子と別居）へ在宅復帰．

〈初回利用時〉 活気が乏しく介助依存的．片麻痺
grade：上肢3・手指4・下肢10，感覚障害：上下肢と
も中等度鈍麻．冷感異常．6分間歩行：170m　左 usn

（+）机上範囲見落とし
【対象者やチーム内の合意形成の過程】 合意目標の形
成までには，細かな目標設定でセルフケアを再獲得し
就労への意欲を取り戻す準備をした．改めて興味関心
チェックシートを活用し2回目では明確に就労を希望
された．その後は家族も含めて意見交換や目標の確認
を繰り返し，大工としての復職ではなくまずは就労支
援施設を利用する事で就労に近づけたら良いとの事で
合意目標を形成．ケアマネを通して地域包括支援セン
ターなどと情報共有を図った．

【合意目標】 3か月後，希望の条件に合う就労継続支
援事業 B 型施設を利用する（1回 / 週）

〈初期〉 実行度：1　満足度：1
【介入経過】 対象者は『自宅から20分圏内で送迎バ
スがある B 型の施設』を希望した．条件に該当する
施設の見学や日程調整は，対象者，家族やケアマネ
ジャー，地域包括支援センター職員，就労支援相談員
と情報共有をして計画・実行した．また通所リハでは
就労施設で行う作業に必要な訓練（上肢機能訓練も含
む）や高次脳機能の評価・左側への意識づけを目的と

した訓練をデイフロアと協力して継続した．訪問リハ
でも床上動作等の訓練や屋外歩行や買い物を積極的に
行う為の家族指導を行った．就労支援施設の責任者や
就労支援相談員，包括職員には必要と思われる情報の
提供を行った．（利用開始からの経緯や様子の変化，左
上肢の麻痺のレベルと補助手として使用する為にでき
る動作，高次脳機能障害の検査結果とその影響で作業
場面で想定される事，環境の工夫や対応方法等を提案）

【結果】 目標形成から3か月弱で3施設の見学と体験
を経て希望する施設で週1回6時間の就労を開始する
に至った．初回工賃ではアイスクリームを買い家族の
住むアパートまで届ける事もできた．「大工の見習い
の頃を思い出した」と前向きな発言もみられた．麻
痺や疼痛の影響で不使用だった左上肢も就労施設の職
員と意見交換を行いながら道具などを作成し活用して
作業をできるようになった．他の利用者へも就労の話
題で声を掛け笑顔も多くみられるようになり，全身耐
久性や麻痺側随意性や筋出力の向上にも繋がった．

〈介入後〉 片麻痺 grade：上肢8・手指8・下肢10感
覚障害：初期と同様　6分間歩行：249m　左 usn（+）
机上の範囲の見落としは改善した

〈最終〉 実行度：5　満足度：5
【考察】 対象者は就労という生活行為を機に，麻痺側
の疼痛と向き合いながら心身の機能回復に繋げる努力
を行い，前向きな行動変容に繋がった．今回『家族
の為に働きたい』という想いを尊重し維持期であっ
ても就労を諦めない姿勢で支援し，2回にわたる興味
関心チェックシートや MTDLP を基に具体的な目標
や役割分担の見える化を図り介入した事は有効であっ
たと考える．また初期から地域ケア会議で受けたアド
バイスを基に就労支援に向けて地域包括支援センター
の協力を得た事で就労支援施設や他職種とスムーズに
連携する事ができた事が効果的だったと考える．

『家族の為に働きたい』を実現する生活行為によって 
前向きな生活を取り戻しつつある当施設利用者の一例

○内野　茜（OT）

社会福祉法人佐世保白寿会 介護老人保健施設 さざ・煌きの里

キーワード：維持期からの就労支援，多職種との連携，MTDLP の活用
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【はじめに】 パーキンソン病（以下，PD）において，
うつ症状が身体活動量の低下や症状の進行に影響する
ことが知られている．PD 患者の身体活動量は健常者
のおよそ1/3との報告もあり，うつ症状は幸福度，
QOL の低下を招くと言われている．PD にとって運
動は進行の予防，歩行の改善に有効であるが，運動の
みではうつ症状や QOL を改善しないことが明らかと
なっている．うつ症状を伴う PD の進行予防には，運
動習慣の確保と，自己効力感を得られることが重要で
ある．そこで今回，MTDLP を用いて介入したことで，
本人の自己効力感が高まり，社会活動にも興味を示す
ようになった為，文献的考察を交えて報告する．尚，
本報告にあたり，対象者の同意を得ている．

【方法】 症例は，外来リハを利用する PD 発症後約1
年の60歳代男性（以下，症例）である．症例は PD 症
状の進行に伴い歩行障害，姿勢反射障害が顕著となり，
急激にうつ症状が悪化した．Yahr 重症度分類は1か
ら3となり，ADL が低下，夜間の排泄は妻に付き添っ
てもらう介助を要した．同じ病気の仲間や妻との日課
のウォーキングも億劫になり，外来リハも休みがちと
なった．うつ症状悪化のタイミングで MTDLP を導
入し，合意目標を「後方へバランスを崩しそうになっ
ても転倒しないだけの歩行能力の獲得」とし，評価
および介入を実施した．介入期間は3ヵ月間とし，
ABA デザインに基づき，A 期（バランス練習，歩行
練習）と B 期（バランス練習，歩行練習 + 感覚入力）
で作業療法の内容を一部変更した．

【結果】 初期評価時の miniBESTest は19点であった．
MTDLP 導入初期は A 期の介入内容を1ヶ月間実施
したが，miniBESTest は19点であり機能的変化がみ
らなかった．A 期は「感覚機能」の項目に減点を認め，
症例のバランス機能障害は感覚障害の影響が強いと判
断した．B 期では，A 期の内容に加えて集中的に感
覚入力を1か月間行った．B 期後の miniBESTest は
25点となった．また，片脚立位の成績が左右ともに

改善した．バランス機能の改善を実感したことでうつ
症状が軽減し，他院で処方されていた抗不安薬が減量
となった．この時点でリハを休むことはなくなり，週
2回のリハには参加できるようになった．ウォーキン
グの実施頻度は変わらないが，日によって距離を延長
したり，仲間が来られない時でも妻と2人で歩いたり，
余暇活動の割合が増大した．妻の変化として，これま
ではポジティブな声かけやウォーキングを役割として
いたが，自宅でも本人とともにリハと同様の運動を毎
日行うようになった．再び A 期では感覚入力を除い
た通常介入を継続し，最終評価でのバランス機能は概
ね保たれ成績に大きな変化はなかった．妻の介護負担
は，夜間の排泄時は見守るが介助をすることはなく
なった．症例，妻ともにバランス機能と ADL の改善
を実感し，合意目標を達成した．最終的に「温泉に
行ってみたい」とウォーキング以外の余暇活動にも
意欲的な発言を認めた．妻からは「笑うようになっ
た」「今は少し安心できています」とポジティブなコ
メントが聞かれた．

【考察】 MTDLP を用いることでバランスの問題点が
明確になり，症例と妻が協業で問題解決に取り組みや
すくなったと考えられる．主体的に運動に取り組む
PD 患者は，運動をしない PD 患者と比較して抑うつ
が有意に少なく，自己効力感が高いことが明らかに
なっている．主体的に治療に参加することが，症例の
自己効力感を向上させ，うつ症状の軽減に繋がったと
考える．また，今回症例に感覚入力を実施したが，
PD に対する感覚入力が，バランス機能を改善させる
ということは明らかになっていない．今後バランス機
能障害を呈する PD 患者を対象に，感覚入力がもたら
す効果を臨床で検証していきたいと考える．

MTDLPの活用が家族と本人の自己効力感に変化をもたらした一例
～パーキンソン病におけるバランス機能に着目して～

○自見　美菜（OT）

医療法人杏林会 村上記念病院

キーワード：MTDLP，バランス，自己効力感
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【はじめに】 2019年の厚生労働省による国民生活基礎
調査の大規模調査において，病気やけが等で自覚症状
のあるものは人口1,000人当たり，302.5人で男女と
もに腰痛と肩こりが上位2位を占めている．また，腰
痛による経済的損失は年間約3兆円，肩こり等による
損失も同様に3兆円と言われ，近年，労働者の健康を
経営的な視点で考え実践する健康経営に取り組むこと
が推進されている．当事業所でも地域の健康に貢献す
る活動を模索しているところである．今回，建設業労
働者に対する痛みへのアンケート調査を実施する機会
を得た．若干の知見と今後の展開について考察したた
めここに報告する．

【目的】 建設業に従事する労働者の有訴の実態を把握
し，専門職として取り組める支援を検討する．

【方法】 調査はアンケート方式で実施し，集団健診受
診者で同意の得られた86名（男性65名，女性21名）
を対象とした．内容は1年齢，2性別，3業務内容，4
疼痛の有無，5痛みの部位，6痛みへの対処の有無，7
痛みによる仕事生活への支障の有無，8痛みが原因で
の休職の有無，9痛みを生じる動作，10痛みの強さ，
11深刻度，12理学療法士・作業療法士（以下，PTOT）
の認知度の12項目で構成した．

【結果】 世代別人数は20-30歳代21名，40-50歳代36
名，60歳以上29名であった．
　30名（35%）が痛みなし（以下，無痛者），56名（65%）
が痛みありと答えた（以下，有痛者）．
　有痛者は男性42名，女性14名で，世代別での有痛
者率は20-30歳代9名（43%），40-50歳代25名（69%），
60歳以上22名（76%）であった．
　有痛者56名では，43名（77%）が肉体労働，7名

（13%）が家事，残り6名（10%）はその他の業務に従
事していた．痛みの部位は腰32名（57%），肩19名

（34%），膝12名（21%），頭痛10名（18%）と続いた
（重複回答あり）．対処として何もしていない20名
（35%），ストレッチや運動をしている19名（34%），

湿布や痛み止めを使用12名（21%），整形外科整骨院
で治療10名（18%），コルセット等装着8名（14%）で
あった（重複回答あり）．
　19名（34%）が痛みで仕事に支障をきたした経験が
あり，11名（20%）が痛みで仕事を休んだ経験があっ
た．痛みを惹起する動作は，重いものを持った時23
名（41%），前屈み中腰作業20名（35%），深屈曲での
作業13名（23%）と続いた（重複回答あり）．Numeric 
rating scale は5以下が37名（66%），6以上が19名

（34%）であった．痛みの深刻度は5段階で3以下42
名（75%），それ以上14名（25%）であった．PTOT
の認知度は知っている，仕事内容を見たことがあるが
13名（23%），知らない，職業名を聞いたことがある
程度が43名（77%）であった．

【考察】 今回のアンケートでは有痛者率65% と高く，
年齢が上がるにつれ有痛者が増加していた．多数が痛
みを抱えながら働いている現状を把握できた．PTOT
は専門職として環境，仕事，人を包括的に評価し職場
環境調整，仕事内容・動作方法の改善，運動指導など
をサービスとして提供できる．しかしアンケート結果
では，PTOT の認知度は低く，整形外科等で治療を
受けていると答えた方でも，「PTOT の仕事内容を知
らない」という回答が，「知っている」を上回ってい
た．健康に働き続けられることへの意識向上，そして
健康に働き続ける事を支援できる職種としての認知度
向上が課題であると感じた．今後，産業分野のリハビ
リテーションサービスを実施していくうえで，まずは
自事業所職員の有痛者への支援から始めたいと思って
いる．

【倫理的配慮，説明と同意】 参加者にはアンケート調
査結果を研究発表として報告する旨，その際に個人が
特定されないことを説明し同意を得た．

実態調査から見えた建設業労働者の痛みと今後の課題

○塩貝　勇太（OT）

千鳥橋病院附属 粕屋診療所

キーワード：アンケート調査，痛み，腰痛
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【はじめに】 一般的に橈骨遠位端骨折術後は急性期病
院で2～3週間程度集中的にリハビリが実施された後
退院となり外来リハに移行されることが多い．しかし
要介護認定高齢者の場合，状況により通院が困難な場
合もある．
　今回，要介護認定高齢者で橈骨遠位端骨折術後の患
者が当院地域包括ケア病棟へ入院し自宅退院したが，
要介護認定者であることや環境的要因などから外来通
院が困難であったため，ホームプログラム用の簡易な
掌・背屈板（以下，背屈板）を作成，活用し良好な結
果を得たので報告する．
　尚，倫理的配慮としてヘルシンキ宣言に則り，対象
者には作業療法士が背屈板作成後，研究の説明を行い
同意を得た．また，参加の拒否ができる機会を保障した．

【背屈板の概要】 背屈板は段ボールで作成した．構成
は大きく前腕部と手部に分けられ，手関節部で可動で
きるように連結した．矯正の力原は輪ゴムで，負荷の
調整は本数や引っ張り長さにより無段階に調整可能で
ある．また，輪ゴムによる引っ張り角度の調整のため
前腕部カフの背側にアウトリガーを取り付けた．背屈
矯正の場合，前腕部は背側に，手部は掌にくるように
連結部の隙間から手部を挿入して簡単に装着すること
ができる．掌屈矯正の場合は背側から挿入する．

【症例】 80代女性．X 日自宅で転倒し左橈骨遠位端骨
折受傷．X+2日 A 病院へ入院．X+4日プレート固定
術施行，シーネ固定．X+16日リストサポーターへ変
更後当院入院となる．入院時他動 ROM：左手関節背
屈60°，掌屈45°．握力：右13 ㎏, 左5 ㎏. 起居動作は
自立，FIM80点，歩行は監視，更衣，入浴等に介助
を要した．HDS-R28点．既往歴として転倒による左
右大腿骨転子部骨折がある．家族からは独居であるた
め，今回の入院で歩行や移動動作を中心としたリハビ
リの希望が強く，ADL 向上，歩行能力向上を目的と
した訓練を実施した．手関節に関しては拘縮の危険が
ある為，病棟内で看護師協力の下背屈板を用いた自主

練習とした．退院後デイサービスの利用が決定してお
り，本人，家族への指導のもと背屈板を提供し，ホー
ムプログラムを継続できるよう指導し退院となった．

【結果】 退院時 ROM：左手関節背屈75°，掌屈60°．
握力：左7 ㎏. FIM106点，病棟内歩行は自立．背屈
板の着脱は自立．

【考察】 我々は治療用装具や福祉用具を段ボールで作
成しており，その強度については加藤，里らの先行研
究で立証されている．作成は対象者の身体に合わせる
ことができ，前腕曲部の作成に工夫を要するが他の作
成は簡単である．また，軽量でコンパクトな形状から
装着したままの移動も可能である．
　地域包括ケア病棟では1日平均2単位以上のリハビリ
を実施し，単位は包括という枠の中で，どこに焦点を
当て介入するか優先順位が必要なこともある．要介護
認定者では廃用の改善や維持が優先され，移動を含め
た ADL, IADL の獲得が目的となることが多い．しか
し橈骨遠位端骨折に対するアプローチも無視すること
が出来ず，症例は背屈板による病棟内での自主練習と
し関節可動域の改善につながった．これは病棟看護師
との密な連携による協力体制の確保が大きく貢献した．
　本来であれば橈骨遠位端骨折術後の患者は退院後一
定期間専門的な外来リハを継続することが望ましい．
しかし，症例は一人暮らしで近くに通院できる病院も
なく，退院に向けたカンファレンスで受傷前利用して
いたデイサービスへの利用が決定した．デイサービス
では機能訓練の実施は難しく，拘縮の進行が危惧され
る．背屈板によるホームプログラムは有効でありこの
ようなケースでは入院時から早期の対応が必要である．

橈骨遠位端骨折術後患者のホームエクササイズ用掌背屈板の考案

○内野　保則（OT），江下　陽子（OT），田﨑　あおい（OT），里　夏希（OT），池田　美佳（PT）

医療法人心々和会 佐世保国際通り病院

キーワード：橈骨遠位端骨折，ホームプログラム，自主練習
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【はじめに】 市営住宅構造の課題例として，室内天井
板の耐圧性，浴室やトイレの段差，エレベーターなし
の階段等があり，これらを含む様々な住環境適応が求
められる．今回，訪問リハビリテーション（以下，訪
問リハ）で，市営住宅の室内環境整備の機会を得た．
市の集合住宅では，築年数による構造問題や住宅改修
制限が加わると，福祉用具貸与品（以下，貸与品），
福祉用具販売種目（以下，種目品）の選定や提案に不
適応が生じる．又，必要なサービス事業の併用で介護
保険料の自己負担増額，支給限度額上限等を考慮する
と保険適応の限界も懸念される．対象者の潜在能力を
最大限に発揮しながら，生活者（以下，全ての同居者）
が快適に過ごすため，細かなオーダーメイド試案も必
要となる．厚労省は，2025年（令和7年）を目途に，
地域包括ケアシステムの構築と推奨にて，重度な要介
護状態となっても可能な限り住み慣れた地域で，自分
らしい暮らしを人生の最期まで続けることができる実
現化の重要性を記述．その為，生活者個々に適し主体
的で空間的安全性を考慮すると，各市営住宅の住環境
や間取りが類似されても，課題解決には貸与品や種目
品以外で簡易な資材導入を検討する場合があり，様々
な品定めと費用の工面をしなければ，生活課題が残さ
れたままとなるが試行例は少ない．令和2年度介護給
付費等の実態統計によるサービス種類別受給者数は，
福祉用具貸与が最も多い．福祉用具も介護区分により，
貸与品も限定的でそれらを駆使し様々な対策がなされ
ても，日々の課題変化には対応が求められる．更に市
営住宅の退去条件として，現状回復の必要性があると
明記され，それらを踏まえ実践例を紹介する．尚，本
報告において症例とご家族へ説明し，書面にて同意を
得た．

【対象と目的】 事例の居住地である，昭和50年前後に
建築された市営住宅の鉄筋コンクリート造全1,012戸

（間取り内訳，3K730戸，3DK250戸）の内，建築が
数年内であれば同様の間取りと仮定され，トイレ，踊

り場，浴室の通路一体型である環境調整例を示すこと
である．又，退院後の復帰居住者，もしくは既に居住
者を受け持つ療法士が，類似環境を事前に把握し，迅
速な対応ができることで，生活者の不安軽減や支援準
備が容易になることである．尚，風呂なしは32戸で
あった．

【方法】 既存の福祉用具導入後，トイレまでの動線環
境へ，ジョイントマット2 ㎝と押出発泡ポリスチレン

（以下，スタイロフォーム IB）5 ㎝規格を用い，トイ
レと踊り場の段差解消を試作した．事前に大人2名約
体重160 ㎏想定で，移動を繰り返し破損やズレが生じ
ない事を試した．選択理由は，安価で搬送と加工が容
易で安全性があり，簡易的に導入しやすく，軽量だが
耐荷重適応の為である．

【結果】 トイレと踊り場の段差解消はされ，移動負担
と介助量は軽減したが，通路一体型では浴室と踊り場
が高くなり，導入直後動作に戸惑いがあった．30年以
上住み慣れ，今まで解消されなかった段差越えの固有
感覚や介助方法が変化し，事例は恐怖心が芽生え一時
的に介助量増となった．便器からの起立も，今まで体
得していた重心移動で行うため，生活習慣が変わる事
に不安もあった．しかし，使用経過に伴い，事例自身
の動作が次第に安定すると，不安は皆無となり拭き取
りが楽に行え，不安軽減と介護者の負担軽減となった．

【考察】 限りある資源や資材を有効活用できれば，様々
な個別対応に向け，課題解決の糸口となり得る．しか
し，導入には慎重にならなければならない．又，どの
ような規格を用いて試作するか，療法士の知識経験を
踏まえ，新たな知見拡大や探求も求められると考える．

訪問リハビリテーションで 
鹿児島市営住宅の環境調整に建築素材と市販品を用い， 
創意工夫から得た整備支援の一例と課題

○寺園　光弘（OT）

医療法人日章会 南鹿児島さくら病院

キーワード：訪問リハ，環境調整，市営住宅

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）
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【目的】 回復期リハビリテーション病棟の在宅復帰率
には退院時の移動能力と認知機能との相関性が報告さ
れている．当院では，認知症の非薬物療法としてガー
デンセラピー（以下，GT）を実施している為，認知症
に対する GT の相関性を明らかにする目的で実施する．

【方法】 対象は回復期病棟で，入院中に GT を実施し
た患者，実施していない患者それぞれ22名．GT を
実施していない患者様は当院で GT を開始する以前の
2021年度以前に入院されていた患者様から無作為に
抽出（現在死去されている方は除く）する．研究内容
の同意の有無は送付書類「研究のご協力のお願い」
の送付にて研究の同意を得た．対象者の内訳は GT 未
実施群（以下，A 群）では，女性15名，男性7名，平
均年齢84.5歳，脳血管疾患5名，運動器疾患17名．
GT 実施群（以下，B 群）では，女性17名，男性5名，
平均年齢82.5歳，脳血管疾患7名，運動器疾患15名．
比較項目としては，入院時と退院時の認知 FIM の点
数差を実施群，未実施群とで比較する．統計学的手法
は Welch の t 検定を用いて検討した．

【倫理的配慮，説明と同意】 当院倫理委員会の承認を
得て行い，対象者には送付書類「研究のご協力のお
願い」の送付を持って同意を得る．

【結果】 A 群では入院時と退院時の認知 FIM の利得
は表出0.5±0.21点，理解0.41±0.21点，社会的交
流0.77±0.29点，問題解決0.50±0.18点，記憶0.27
±0.26点．B 群では表出0.77±0.24点，理解0.50±
0.16点，社会的交流0.68±0.24点，問題解決0.27±
0.13点，記憶0.64±0.19点となった．
　入院時と退院時の認知 FIM の利得を A 群と B 群
とで比較した結果，有意差は認められなかった（P ＜
0.05）．また A 郡と B 群を性別，疾患別で分けて同様
に比較したが，有意差は認められなかった．

【考察】 本研究では A 群と B 群とで認知 FIM に有意
な差は認められなかった．山田らの研究では園芸が直
接，認知機能へ影響を及ぼしているとは示されなかっ

た．しかし豊田や山根は園芸の効用として意欲向上や
コミュニケーション能力改善を挙げている．また萩原
らの研究でも園芸による社会性の向上を挙げている．
本研究でも有意差は無かったものの B 群の表出や社
会的交流では他の項目よりも点数が向上している．社
会的交流の採点基準では他者と適切に交流できている
か，迷惑や不快感を与える行為をしていないかが基準
となる．本院の GT では花の鑑賞や水やり，花柄摘み
等行いながら，同席している他者と場を共有したり，
コミュニケーションを取る場面も見られた．これらの
事から GT が他者との間で媒介となり，交流しやすい
場となり，表出や社会的交流の点数が向上した要因と
考える事ができる．
　田崎や寺岡，小浦の研究では園芸療法が精神的スト
レスの軽減，満足感・達成感の獲得，気分転換やスト
レス発散等の精神機能面の向上について述べている．
実体験としても GT 実施すると患者様の表情の変化や
意欲の向上を感じることができた．対象者の中にも，
普段落ち込みやすい性格の方が実施後には「頑張ら
なんね」と笑顔と意欲向上が認められた．このよう
に GT では植物を育てる過程において役割の獲得，楽
しみの習慣化等の視覚的には確認できない治療効果が
期待できると考えている．
　本研究の今後課題としてまずは症例数の増加を図り
より多くのデータを用いて GT の効果を検討する必要
がある．さらに作業内容を幾つかに体系化し，より効
果的にアプローチする方法を検討していくことが課題
と思われる．また効果判定に「POMS」や「CAS」
等の精神機能評価あるいは内服状況，睡眠時間等を評
価指標として用いる事で GT の効果を定量的に示すこ
とが出来るかもしれない．

回復期リハビリテーション病棟でのガーデンセラピーと 
認知機能の関連について
当院での取り組みを交えて

○角田　悠貴（OT）

医療法人 博光会 御幸病院

キーワード：ガーデンセラピー，認知機能，認知 FIM

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）
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【緒言と目的】 当法人は福岡地区グループ内に総合病
院，回復期リハ病院，クリニック，介護老人保健施設，
通所・訪問リハ等を有している．各施設にリハスタッ
フが配置され，幅広い分野の経験を積むために各施設
間のローテーション勤務を定期的に行っている．リハ
部ではスタッフ育成のために，クリニカルラダーによ
る人材育成システムを実践しているが，施設間での評
価方法やレベルアップ基準の不統一化，レベル研修の
停滞化などの問題があった．今回，当法人におけるラ
ダーシステムを紹介するとともに，研修状況や受講者
からのアンケート結果による改善点などを報告する．
本報告は開示すべき利益相反関連事項はなく，福岡青
洲会病院倫理審査委員会の承認を得ている．

【当法人のクリニカルラダーシステム】 クリニカルラ
ダーは，職員の能力開発・評価のシステムの一つであ
る．各段階における期待される臨床実践能力を示し，
到達度により職員の能力が示される．当法人のクリニ
カルラダーシステムはレベル毎の定義を定めており，
レベルⅠ：助言を得ながらの基本的業務実践
レベルⅡ：標準的業務計画に基づき自立した業務実践
レベルⅢ：必要に応じ個別的に対応した業務実践
レベルⅣ：幅広い視野で予測的判断に基づく業務実践
レベルⅤ：�複雑な状況に対処し最適な手段を選択し質

を高めるための業務実践
であり，リハ部門では法人統一のラダーの定義に則り，
レベル毎にあるべき人材像の定義を作成し評価項目を
作成した．

【対象と方法】 2022.4.1現在リハ部には PT・OT・ST
計155名が在籍．経験年数は5年未満71名，5～10年
24名，10年以上60名．レベル別人数は，Ⅰ：36名，Ⅱ：
36名，Ⅲ：50名，Ⅳ：25名，Ⅴ：8名 . 2020年度にリハ
職員にラダー評価についてアンケートを実施し，108名
から回答を得た．

【結果】 課題として，評価結果のフィードバックがき
ちんとなされていない，評価項目が多く記入が負担，

レベルアップの意義がわからない等の意見が挙がり，
育児休暇復帰者や中途入職者など年度途中からの研修
参加，レベル判定が難しいという声も挙がった．そこ
で各施設間での定義を統一し，オンライン研修導入に
より，スタッフが他施設へ移動することなく研修に参
加できる体制とした．研修内容はレベルに応じた基礎
知識，応用知識，発表技術，自己啓発研修，マネジメ
ント研修等で，研修時間は年間でレベル毎に3～4コ
マ（1コマ40分～60分）で構成し，グループワークを
取り入れた参加型研修とした．ラダー評価表は施設間
統一のものに改訂し，運用マニュアルに沿って評価を
実施し評価結果の伝達やキャリア目標については，年
3回定期的に実施している目標管理面接の場を活用し
個人ごとに設定を行った．クリニカルラダーの目的や
ラダー研修の標準化・充実化・法人内統一化等が進ん
だことで，職員のクリニカルラダーに対する意識も向
上しレベルアップ申請人数が増加し，2020年度12名，
2021年度24名，2022年度40名と毎年増えている．

【考察】 レベル毎の定義を明確にすることで個人目標
が明確化し，レベルアップ意識向上に繋がったと考え
る．レベルⅡ以上で後輩指導者の役割，レベルⅣ以上
でチームリーダーの役割ができる等，レベル毎の役割
を明確にすることで，他職員と切磋琢磨しながらレベ
ルアップに向けて各評価項目に取り組んでいると考え
る．問題点としてラダー自己評価と他者評価の差につ
いて，本人が納得し意欲向上に結び付くフィードバッ
クを行う難しさがあり，目標管理面接の有効活用を検
討する．今後も各施設間の統一したラダー研修の実施
と評価の人材育成の見直しを行い，精度を上げていく
必要がある．

法人グループ内施設間の特色を活かした人材育成システムについて
～職員ラダーレベルの標準化を目指して～

○峰岡　貴代美（OT）1），竹本　朋子（OT）1），諫武　稔（PT）1），秋吉　亜希子（PT）1）， 
土井　篤（PT）2）

1）社会医療法人青洲会 福岡青洲会病院，2）熊本保健科学大学

キーワード：人材育成，クリニカルラダー，教育

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 宮﨑県作業療法士会学術部（以下，学術
部）は「作業療法に関する叡智を育み社会に貢献する」
という理念をもとに，2022年度より体制を改め，会
員の作業療法に対する知的好奇心を揺さぶり，臨床に
おける疑問を学術的な視座から支援できる取り組みを
進めている．学術部の活動の1つに研修会の企画運営
がある．企画運営は会員のニーズ調査からはじまり，
講師選定，研修会のテーマ，開催方法，広報と多岐に
渡る．その中でも広報は重要な役割を担っており1人
でも多くの会員に参加してもらうには現在の風潮に
あった広報戦略が必要である．今回は主に広報戦略と，
取り組みから得られた課題と展望について報告する．

【広報戦略】 広報戦略は集客力の向上，専門的な知識・
技術の研鑽，人と人との繋がりを広げることを目的とし
①研修会テーマのネーミング
②リーフレット等の作成
③HP・SNS の活用
の3つの戦略を立て2回の研修会で実践した．
　①は「知的好奇心を揺さぶるような興味を惹くテー
マ」を意識しテーマを見てすぐにイメージが湧くも
のに工夫してキャッチコピーを選定した．
　②は文字だけの無機質な案内ではなく勉強会の雰
囲気や話やすい心理的安全性が確保できるように，視
覚的な情報から研修会の雰囲気をビジュアライズする
こと意識した．
　③は各種 SNS を使用した．特に LINE の普及率は
高く文字，画像，動画も掲載できるため②の効果を
より高めやすい．その他にも Facebook, Instagram
や Twitter も活用し「＃情報拡散希望」などとタグ
付けするなどして情報の拡散を図った．

【結果】 第1回目の研修会は定員100名に対し74名の
申込みがあり，2回目は100名定員に対し117名（申
込途中：2023年1月18時点（締切：同年2月10日））
の申込みがあった．

【課題と展望】 2022年度の研修会申込者数は過去の研
修会と比較して多かった．特に2回目の研修会は歴代
最多の申込者数である．よって学術部の広報戦略は多
くの会員に届き「参加したい」という意識を喚起し
申込みという行動を促したと考えられる．今後は集客
が目的とならないように，学術部の理念と会員のニー
ズの相互を踏まえ検討と改善を重ねる必要であると考
える．

宮崎県作業療法士会学術部の取り組み
～研修会運営と広報活動について～

○郡　健太（OT），長友　優弥（OT），大竹　英次（OT），上岡　美晴（OT），中田　富久（OT）

一般社団法人 宮崎県作業療法士会 学術部

キーワード：管理運営，参加と活動，学習

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 協力を得られなかった一部を除く当院職
員（以下，職員）に対し自覚症状の有無についてアン
ケート調査を実施した結果，一定数の職員が何らかの
症状を訴えていた．そこで職員の健康維持増進を目的
に健康教室（以下，教室）を開催した．今回開催した
教室の概要と共にアンケート結果を併せて報告する．
　本報告に際し対象者の同意を得，ヘルシンキ宣言を
遵守しプライバシー保護に最大限配慮した．

【教室の概要】 職員に対し自覚症状の種類や参加の有
無について事前アンケートの実施．参加希望した職員
に対し週1回リハビリテーション（以下，リハ）室を
開放して，1時間程度行う．教室の内容は，2か月毎
にテーマを決め，前半は各テーマに沿った動的スト
レッチを指導，後半はマシーンやエルゴメーターを使
用した筋トレと有酸素運動をセットとして行う．必要
に応じて参加者の痛みや悩みに合わせた相談や評価を
行い，終了後は満足度や感想などを記載するアンケー
トを実施した．

【対象】 研究対象者は当院職員20～70代の99名．そ
のうち，教室参加者（以下，参加者）は希望した50名

（リハ職員12名を含む）である．
【方法】 
1.	�事前アンケートで教室参加率と職員99名の職種別・

年齢別の自覚症状有訴率（以下，有訴率）を抽出．
2.	参加者50名に対し教室の満足度，感想を調査．
3.	リハ職員12名に対し教室運営の満足度，感想を調査．

【結果】 職員の教室参加率は50.5%, 自覚症状有訴者
は91.5% であった．職種別の有訴率では腰痛，頸肩
腕症状が看護師は41%, 33.2%. ケアスタッフは27%, 
27%. 事務職は21.2%, 42.4%. その他は26.8%, 34.1%
であった．年齢別の有訴率では腰痛，頸肩腕症状が
20～30代は33.8%, 41.2%. 40～50代は37.2%, 28.2%．
60～70代は18.6%, 32.6% であった．
　参加者は第1回肩甲骨編が36名，第2回腰痛編が
37名，第3回ストレートネック編が31名であった．

　参加者の満足度は全員が参加してよかったと回答し，
感想ではストレス発散になると64% が記載した．
　リハ職員も満足度は全員が開催してよかったと回答
し，モチベーションの向上に触れていた．

【考察】 厚生労働省国民生活基礎調査によれば，腰痛
や頸肩腕症状などの有訴者が最も多かった．我々の調
査でも同様の結果が得られ，他職種と比較して看護師
では腰痛が多いこと，事務職では頸肩腕症状が多いこ
とが特徴的であった．ケアスタッフでは同率であり，
その他の職種では頸肩腕症状の訴えが多かった．原因
としては生活習慣に加え職業毎に特徴のある作業関連
要因も一因であることが推察される．年齢別では，20
～30代で頸肩腕症状が他の世代と比較しても高いこ
とから，スマートフォンなどの長時間使用によるスト
レートネックに起因する生活習慣も原因として考える．
　また，参加者は職員の50.5% を占めており，教室
後のアンケート結果では参加者全員が満足と回答し，
教室への期待が大きいことがわかった．感想には，ス
トレス発散に効果があると64% が記載していた．高
ストレス下で業務を行う医療従事者にとっては他部門
との交流・運動の機会や場の確保は意義のあることで
ある．我々の技術や環境の提供が職員の健康増進対策
に寄与できることが示唆された．
　今回の調査で職員の91.5% が何らかの自覚症状を
有しており，ストレス要因の一つになっている．教室
の運営は職員の労働意欲向上に寄与し生産性の向上と
いう意味でも重要だと考える．
　リハ職員に対する調査でも全員がモチベーションの
向上に触れていた．目の前の患者様に対して活かせる
技術や環境は職員の健康増進にも広く貢献できると今
回の調査で確信を得た．今後も教室運営の継続や職員
がより良く働ける一助となりたい．

当院における職員の勤労者予防医療への取り組み

○田﨑　あおい（OT），内野　保則（OT），江下　陽子（OT），里　夏希（OT），長友　亮（PT）

医療法人心々和会 佐世保国際通り病院

キーワード：ヘルスプロモーション，健康教室，アンケート

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 2019年12月に発生した新型コロナウイ
ルス（以下，COVID-19）パンデミックが長期化して
いる中，国は感染予防対策として，不要不急の外出の
自粛などいわゆる3密（密閉・密集・密接）の回避を
勧めている．本校は長崎市に位置する理学療法士及び
作業療法士専門職の養成校で，2020年4月以降，感
染予防対策として，情報通信技術による非対面授業の
導入に加え，学校行事の縮小及び中止，分散登校と会
食禁止など校内外で本校学生に対する行動制限を実施
している．今回，COVID-19感染対策が3年以上経
過していることから，本校学生の生活変化を調べると
ともに，COVID-19によるメンタルヘルスへの影響
について調査したので報告する．

【対象】 対象は本校理学療法学科及び作業療法学科全
学年191名で，182名から回答を得た（回答率96.3%）．
内訳は18歳～40歳の平均年齢18.6歳である．性別は，
男性94名，女性86名，不明2名である．理学療法学
科は1年生40人，2年生37人，3年生は40人の計117
人，作業療法学科は1年生40人，2年生37人，3年生
40人の計65人である．

【方法】 本校学生に対し COVID-19に関連する本校
オリジナルのアンケートを作成し実施した．対象者に
は調査の趣旨及び内容について説明し，自由意志に基
づき匿名で行い，回答をもって本調査への同意が得ら
れたものとした．
　アンケート項目は COVID-19に対する不安の程度
に加え，「食生活」「住まい」「睡眠の質」「睡眠の時
間」「体重」「スクリーン曝露時間」「身体活動時間」

「家族の会話時間」「友人の会話時間」「学校生活の不
安」「感染への恐れ」「感染への不安」「全般的精神
健康」「全般的身体健康」から成る計14項目である．
　回答方法は「向上した」「どちらかといえば向上し
た」「変わらなかった」「どちらかといえば低下した」

「低下した」の5件法とした．
　アンケートは，Google フォームを用いて web にて

実施し，回答期間は2021年7月16日～2021年7月25
日までの10日間とした．この時期は第4波～第5波の
間に相当する．解析方法は不安と精神健康度の関連を
みるため，精神健康度で二群に分け，「向上した」「ど
ちらかといえば向上した」「変わらなかった」を向上
群，「どちらかといえば低下した」「低下した」を低
下群とし比較した．統計学的処理は Stat View を使
用し，マンホイットニーの U 検定および Spearman
の順位相関を行った．

【結果及び考察】 今回，本校学生に対して COVID-19
に関連する調査を行った．COVID-19による精神状
態への影響は，全学年の精神健康感・身体健康感が3
割強低下していた．また，不安については4人中一人
はとても不安であり，不安の内容は学年毎に異なった．
2年生は「実習」に対する不安が高く，実際に実習へ
行けるかどうかという不安が目の前にあったのではな
いかと思われる．3年生は「就職活動」に対する不安
が高く，国家試験勉強や就職活動を目標に行動しよう
という気持ちから不安が高まったのではないかと思わ
れた．学生に対しては，学年ごとのメンタルケアが重
要であると思われる．
　精神健康度は「食生活」「睡眠」「活動時間」「友
人との会話」「感染への恐れ」「感染への不安」「身
体」「学校生活不安」と多くの事柄に影響を与えてお
り，メンタルヘルスの重要性が浮き彫りとなった．

新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡大に伴う 
学生のメンタルヘルスへの影響

○渡邊　正之（OT）1），福田　健一郎（OT）2），前田　大輝（OT）3），禹　炫在（PT）4）， 
田中　悟郎（OT）5）

1）学校法人 玉木学園 長崎医療技術専門学校，2）医療法人 栄寿会 真珠園療養所， 
3）医療法人 見松会 あきやま病院，4）茨城県立医療大学 保健医療学部， 
5）長崎大学 医学部 保健学科

キーワード：COVID-19，学生，不安

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）
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【はじめに】 当院リハビリテーション（以下，リハ）
部には35名（PT16名・OT13名・ST6名）のセラピ
ストが在籍し，これまで試行錯誤しながら教育システ
ムの構築に取り組んできた．近年，働き方改革に伴い
終業時間を過ぎての研修会等の実施が難しくなったこ
と，コロナ禍となり多くのスタッフで長時間集まるリ
スクが高まっていることから，以前と同じような方法
ではリハ部内における研修会等を行えず，その実施方
法を模索している．今回，一方法として当院が法人契
約したオンラインセミナー（以下，セミナー）を使用
し，リハ部内の研修会等を実施したので報告する．演
題発表に関連し開示すべき COI 関係にある企業等は
ない．

【目的】 セミナーを使用し，現在の働き方に合わせた
当院リハ部としての有効な活用方法を模索，試行する
こと．公私ともに研修時間を確保してリハ専門職や社
会人としての知識・技能の向上を目指すこと．

【方法】 セラピストを対象とした複数のセミナーから，
リハ部教育委員が最も当院で利用できそうなセミナー
を選択（PT・OT・ST のための総合オンラインセミ
ナー「リハノメ」）して令和4年4月から法人契約を開
始した．多くの動画の中から自身が選んだコンテンツ
をいつでも視聴できるものであるが，就業中でも視聴
できるよう部内ルールを作り，まずは個々が視聴に慣
れることから開始．新入職員研修の OFF-JT ではそ
の一部に複数のコンテンツ（各約90分）を組み込み，
新入職員と指導者が同コンテンツを各々視聴後に，そ
の内容についてディスカッションする場（約15分）を
設けて理解の確認を行った．また当院リハ部で働くう
えで重要と考える内容のコンテンツについては全体研
修として位置づけ，全セラピストが業務の一環として
期限を設け視聴した．日々実施している各チーム勉強
会（5～6名参加）では，担当者がそのテーマと視聴す
るコンテンツを決定し開催日までの都合がいい時間に
セミナー（約90分）を各々で視聴して，勉強会当日は

担当者がその内容に基づいて作成した資料にそって
ディスカッションを行っている（約20分）．更に実技
を伴う勉強会では，参加者で同時に視聴しながら互い
に実践し，事前視聴でわかりにくかったところは反復
視聴して確認した．契約して9か月経過（令和5年1
月）し使用状況についてセラピスト34名に対しアン
ケートを実施した．

【結果・考察】 76% のセラピストが「活用できてい
る」と答え，その理由については「学習する機会が
増えた」「効率よく学べるようになった」「苦手分野
について学習しやすくなった」が多く，視聴時間帯
については「休日」「終業後に自宅等で」「就業時間
内に」視聴するものが多かった．セラピスト個人は
法人が契約したセミナーを使用して金銭的・心理的負
担が少なく研修機会を増やすことができ，更には多く
のコンテンツの中から自身の苦手分野も学んでみよう
という気持ちになったと考えられる．リハ部としては
新入職員研修や全体研修，各チーム勉強会などそれぞ
れの目的に合わせたコンテンツを，期限を決めて自分
の都合のいい時間に視聴することができ，集合時間の
短縮も可能，ディスカッションしながら内容を振り返
ることにより，より理解を深められた．またセラピス
ト全員が同コンテンツを視聴できることを活かして，
リハ部内で発生する様々な課題に共通の言語（認識）
を用いて指導しやすくなった．セミナーを使用し今の
働き方にあった方法で部内研修が行えるようになった
結果，リハ専門職や社会人としての知識・技能の向上
が図れることは十分に期待できるも，組織としてその
効果が確認できるまでにはさらに時間を必要とするた
め，引き続き試行し検証していきたい．

オンラインセミナーを使用した 
リハビリテーション部内研修の取り組み報告

○有村　智美（OT），中島　映子（OT），佐別當　景（OT）

医療法人日章会 南鹿児島さくら病院

キーワード：教育，（部内研修），（オンラインセミナー）

ポスター2 7月8日（土） 12：10～13：00　ポスター会場（中研修室3）


